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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１面上のパターンの像を第２面上に投影する投影光学系の調整方法であって、
　前記投影光学系の第１の光学特性を含む光学特性の情報を得る第１工程と；
　前記第１面上に配置された所定方向に延びる第１のラインパターンとこれに直交する第
２のラインパターンとの像を前記投影光学系を用いて前記第２面上に形成するとともに、
前記第１のラインパターンの像の線幅である第１線幅と前記第２のラインパターンの像の
線幅である第２線幅との差である線幅差を計測する第２工程と；
　前記第１工程で得られた前記第１の光学特性の値と前記線幅差とに応じて、前記第１の
光学特性との相互作用により前記線幅差に影響を与える第２の光学特性の大きさを制御す
るように前記投影光学系を調整する第３工程と；を含む投影光学系の調整方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の投影光学系の調整方法において、
　前記第１工程で得られる情報は、前記投影光学系の波面収差の情報であり、
　前記第３工程では、前記第１工程で得た波面収差をツェルニケ多項式を用いて級数展開
した複数のツェルニケ項のうち４次以上の任意の２回回転対称成分項の大きさが零でない
とき、前記２回回転対称成分項の大きさと前記線幅差とに応じて、前記２回回転対称成分
項と同一次数の回転対称成分項の大きさを制御するように前記投影光学系を調整すること
を特徴とする投影光学系の調整方法。
【請求項３】



(2) JP 4352458 B2 2009.10.28

10

20

30

40

50

　請求項２に記載の投影光学系の調整方法において、
　前記２回回転対称成分項は、４次ｃｏｓ２θ成分項である第１２項であり、前記回転対
称成分項は４次０θ成分項である第９項であることを特徴とする投影光学系の調整方法。
【請求項４】
　請求項２に記載の投影光学系の調整方法において、
　前記２回回転対称成分項は、４次ｓｉｎ２θ成分項である第１３項であり、前記回転対
称成分項は４次０θ成分である第９項であることを特徴とする投影光学系の調整方法。
【請求項５】
　請求項２～４のいずれか一項に記載の投影光学系の調整方法において、
　前記第１工程では、前記投影光学系の波面を直接計測することより前記波面収差の情報
を得ることを特徴とする投影光学系の調整方法。
【請求項６】
　請求項２～４のいずれか一項に記載の投影光学系の調整方法において、
　前記第１工程では、前記第１面上に配置されたサイズが異なる複数組の前記第１のライ
ンパターンと前記第２のラインパターンとの像形成時におけるベストフォーカス位置の差
を各組毎に計測し、この計測結果に基づいて、前記波面収差の情報として前記２回回転対
称成分項の情報を推定することを特徴とする投影光学系の調整方法。
【請求項７】
　請求項２～６のいずれか一項に記載の投影光学系の調整方法において、
　前記第３工程では、前記２回回転対称成分項の大きさが零でなく、かつ前記第２工程で
計測された前記線幅差が零でないとき、前記２回回転対称成分項の大きさと前記線幅差と
に基づいて、前記線幅差が設計値に近づくように、前記２回回転対称成分項と同一次数の
回転対称成分項の大きさを最適化するように前記投影光学系を調整することを特徴とする
投影光学系の調整方法。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか一項に記載の投影光学系の調整方法において、
　前記第２工程は、前記第２面上に配置された物体上に前記第１、第２のラインパターン
の像を形成する像形成工程と；
　前記物体上に形成された前記第１のラインパターンの像の線幅である第１線幅と前記第
２のラインパターンの像の線幅である第２線幅とを計測する線幅計測工程と；を含むこと
を特徴とする投影光学系の調整方法。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか一項に記載の投影光学系の調整方法において、
　前記第３工程では、前記投影光学系を構成する少なくとも１つの光学素子の少なくとも
１自由度方向の位置制御及び一部の光路中の気体の気圧の制御の少なくとも一方により、
前記第２の光学特性の大きさを制御することを特徴とする投影光学系の調整方法。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか一項に記載の投影光学系の調整方法において、
　前記第１のラインパターンは縦線パターンであり、前記第２のラインパターンは横線パ
ターンであり、
　前記第１の光学特性と第２の光学特性とは、前記縦線パターンの像と前記横線パターン
の像それぞれの線幅変化に対するツェルニケ項の組み合わせのクロスタームにおけるツェ
ルニケ感度を求める工程と、そのクロスタームにおけるツェルニケ感度の符号が縦横線で
異なるツェルニケ項同士の組み合わせを求める工程と、を経て決定されていることを特徴
とする投影光学系の調整方法。
【請求項１１】
　請求項１に記載の投影光学系の調整方法において、
　前記第１工程で得られる情報は、前記投影光学系の波面収差の情報であり、
　前記第１及び第２の光学特性は、前記第１工程で得た波面収差を、ツェルニケ多項式を
用いて級数展開した複数のツェルニケ項のうち同一次数で、かつ種類が異なる成分の項で
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あることを特徴とする投影光学系の調整方法。
【請求項１２】
　第１面上の回路パターンを投影光学系を介して第２面上に配置された物体に転写する露
光方法であって、
　請求項１～１１のいずれか一項に記載の投影光学系の調整方法を用いて前記投影光学系
を調整する工程と；
　前記調整後の投影光学系を用いて前記回路パターンを前記物体上に転写する工程と；を
含む露光方法。
【請求項１３】
　マスクに形成されたパターンを露光光学系を介して物体上に転写する露光装置であって
、
　請求項１～１１のいずれか一項に記載の投影光学系の調整方法を用いて調整された投影
光学系を前記露光光学系として備えることを特徴とする露光装置。
【請求項１４】
　第１面上のパターンの像を第２面上に投影する投影光学系の調整方法であって、
　前記投影光学系の第１の光学特性を含む光学特性の情報を得る第１工程と；
　前記第１工程で得られた前記第１の光学特性の値と、前記第１面上に配置された所定方
向に延びる第１のラインパターンの線幅と前記第１のラインパターンに直交する第２のラ
インパターンの線幅との差とに応じて、前記第１の光学特性との相互作用によって前記投
影光学系によって前記第２面上に形成される前記第１のラインパターンの像の線幅と前記
第２のラインパターンの像の線幅との差である線幅差に影響を与える第２の光学特性の大
きさを制御するように前記投影光学系を調整する第２工程と；を含む投影光学系の調整方
法。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の投影光学系の調整方法において、
　前記第１のラインパターンは縦線パターンであり、前記第２のラインパターンは横線パ
ターンであり、
　前記第１の光学特性と第２の光学特性とは、前記縦線パターンの像と前記横線パターン
の像それぞれの線幅変化に対するツェルニケ項の組み合わせのクロスタームにおけるツェ
ルニケ感度を求める工程と、そのクロスタームにおけるツェルニケ感度の符号が縦横線で
異なるツェルニケ項同士の組み合わせを求める工程と、を経て決定されていることを特徴
とする投影光学系の調整方法。
【請求項１６】
　第１面上の回路パターンを投影光学系を介して第２面上に配置された物体に転写する露
光方法であって、
　請求項１４又は１５に記載の投影光学系の調整方法を用いて前記投影光学系を調整する
工程と；
　前記調整後の投影光学系を用いて前記回路パターンを前記物体上に転写する工程と；を
含む露光方法。
【請求項１７】
　マスクに形成されたパターンを露光光学系を介して物体上に転写する露光装置であって
、
　請求項１４又は１５に記載の投影光学系の調整方法を用いて調整された投影光学系を前
記露光光学系として備えることを特徴とする露光装置。
【請求項１８】
　マスクに形成されたパターンを投影光学系を介して物体上に転写する露光装置を製造す
る露光装置の製造方法であって、
　請求項１～１１、１４、１５のいずれか一項に記載の投影光学系の調整方法を用いて前
記投影光学系を調整する工程を含む露光装置の製造方法。
【請求項１９】
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　第１面上に配置されたパターンをエネルギビームで照明し、前記パターンを投影光学系
を介して第２面上に配置された物体上に転写する露光装置であって、
　前記投影光学系の第１の光学特性を含む光学特性を計測する光学特性計測装置と；
　前記投影光学系により前記第２面上に形成された前記第１面上で所定方向に延びる第１
のラインパターンとこれに直交する第２のラインパターンとの像の線幅をそれぞれ計測す
る線幅計測装置と；
　前記投影光学系によるパターン像の形成状態を調整する像形成状態調整装置と；
　前記光学特性計測装置で計測された前記第１の光学特性の値と、前記線幅計測装置で計
測された前記第１のラインパターンの像の線幅である第１線幅と前記第２のラインパター
ンの像の線幅である第２線幅との差である線幅差と、に応じて、前記第１の光学特性との
相互作用により前記線幅差に影響を与える第２の光学特性の大きさを、前記像形成状態調
整装置を用いて制御する制御装置と；を備える露光装置。
【請求項２０】
　請求項１９に記載の露光装置において、
　前記光学特性計測装置は、前記投影光学系の波面収差を計測する波面収差計測装置であ
ることを特徴とする露光装置。
【請求項２１】
　請求項２０に記載の露光装置において、
　前記第１の光学特性は、前記波面収差計測装置で計測された波面収差をツェルニケ多項
式を用いて級数展開した複数のツェルニケ項のうち４次以上の任意の２回回転対称成分項
であり、前記第２の光学特性は、前記２回回転対称成分項と同一次数の回転対称成分項で
あることを特徴とする露光装置。
【請求項２２】
　請求項２１に記載の露光装置において、
　前記２回回転対称成分項は、４次２θ成分項である第１２項及び第１３項のいずれかで
あり、前記回転対称成分項は４次０θ成分である第９項であることを特徴とする露光装置
。
【請求項２３】
　請求項１９～２２のいずれか一項に記載の露光装置において、
　前記線幅計測装置は、前記第２面上に形成された前記各パターンの投影像を計測する空
間像計測器を含むことを特徴とする露光装置。
【請求項２４】
　請求項１９～２２のいずれか一項に記載の露光装置において、
　前記線幅計測装置は、前記第２面上に配置された物体上に形成された像を撮像する撮像
装置を含むことを特徴とする露光装置。
【請求項２５】
　請求項１９～２４のいずれか一項に記載の露光装置において、
　前記像形成状態調整装置は、前記投影光学系を構成する少なくとも１つの光学素子の少
なくとも１自由度方向の位置の調整、一部の光路中の気体の気圧の調整、前記エネルギビ
ームの波長シフト量の調整、及び前記パターンが形成されたパターン形成部材及び前記物
体の少なくとも一方の前記投影光学系の光軸方向に関する位置の調整、の少なくとも１つ
を行うことを特徴とする露光装置。
【請求項２６】
　リソグラフィ工程を含むデバイス製造方法であって、
　前記リソグラフィ工程では、請求項１３、１７、１９～２５のいずれか一項に記載の露
光装置を用いて露光を行うことを特徴とするデバイス製造方法。
【請求項２７】
　投影光学系を介したパターンの像の特性を予測する予測方法であって、
　前記投影光学系の波面収差を所定の式を用いて級数展開して得られる各収差成分をそれ
ぞれ含む複数の項の線形結合に基づいて、所定露光条件下で前記投影光学系を介して投影
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される所定パターンの像に関する、最良フォーカス位置からのデフォーカス量に対する前
記像のサイズの変動を示す変動曲線の前記波面収差に起因する移動量を算出して、前記算
出された移動量に基づいて前記変動曲線を予測する予測工程を含む予測方法。
【請求項２８】
　請求項２７に記載の予測方法において、
　前記予測工程に先立って、
　前記所定露光条件下で前記投影光学系に収差が無いと仮定した場合に求められる、前記
デフォーカス量に対する前記像のサイズの変動を示す変動曲線を、シミュレーションによ
って求め、求めた変動曲線を高次関数に近似する工程をさらに含むことを特徴とする予測
方法。
【請求項２９】
　請求項２８に記載の予測方法において、
　前記予測工程では、
　前記所定露光条件下での前記デフォーカス量に対する前記各収差成分の感度をそれぞれ
の係数とする前記各収差成分の線形結合に基づいて、前記変動曲線の前記デフォーカス量
の方向に関する移動量を算出し、
　前記所定露光条件下での前記像のサイズの変化に対する前記各収差成分の二乗の感度を
それぞれの係数とする前記各収差成分の二乗の線形結合に基づいて、前記変動曲線の前記
像のサイズの変化の方向に関する移動量を算出することを特徴とする予測方法。
【請求項３０】
　請求項２９に記載の予測方法において、
　前記予測工程では、
　前記各収差成分の二乗の線形結合に加え、前記所定露光条件下での前記像のサイズの変
化の方向に対する、互いに異なる収差成分同士のクロス項の感度をそれぞれの係数とする
前記各クロス項の線形結合に基づいて、前記変動曲線の前記像のサイズの変化に関する移
動量を算出することを特徴とする予測方法。
【請求項３１】
　請求項２８～３０のいずれか一項に記載の予測方法において、
　前記高次関数は、偶数次の項のみから成る関数であることを特徴とする予測方法。
【請求項３２】
　請求項２７に記載の予測方法において、
　前記予測工程では、
　前記各収差成分をそれぞれ含む複数の項の線形結合に基づいて、前記変動曲線の前記波
面収差に起因する変形具合を算出し、前記移動量及び前記変形具合に基づいて前記変動曲
線を予測することを特徴とする予測方法。
【請求項３３】
　請求項３２に記載の予測方法において、
　前記予測工程に先立って、
　前記所定露光条件下で前記投影光学系に収差が無いと仮定した場合に求められる、前記
デフォーカス量に対する前記像のサイズの変動を示す変動曲線をシミュレーションによっ
て求め、求めた変動曲線を高次関数に近似する工程をさらに含むことを特徴とする予測方
法。
【請求項３４】
　請求項３３に記載の予測方法において、
　前記予測工程に先立って、
　実際の収差状態における前記投影光学系を介して前記所定露光条件下で投影される前記
パターンの像に関する、前記変動曲線を算出する算出工程をさらに含み、
　前記予測工程では、前記移動量に基づいて移動した変動曲線を近似する高次関数と、前
記算出工程で求められた変動曲線を表す関数との差分を示す差分関数を、前記波面収差に
起因する前記変動曲線の変動具合として求めることを特徴とする予測方法。
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【請求項３５】
　請求項３４に記載の予測方法において、
　前記算出工程は、シミュレーションによって行われることを特徴とする予測方法。
【請求項３６】
　請求項３４に記載の予測方法において、
　前記予測工程では、
　前記所定露光条件下における前記差分関数の偶数次の項に対する前記各収差成分の二乗
の感度をそれぞれの係数とする前記各収差成分の二乗の線形結合に基づいて、前記差分関
数のその偶数次の項の係数を算出し、
　前記所定露光条件下における前記差分関数の奇数次の項に対する前記各収差成分の感度
をそれぞれの係数とする前記各収差成分の線形結合に基づいて、前記差分関数のその奇数
次の項の係数を算出することを特徴とする予測方法。
【請求項３７】
　請求項２７～３６のいずれか一項に記載の予測方法において、
　前記所定の式は、ツェルニケ多項式であり、
　前記各収差成分は、各ツェルニケ項の係数であることを特徴とする予測方法。
【請求項３８】
　投影光学系を介したパターンの像の特性を評価する評価方法であって、
　前記投影光学系の有効視野内の少なくとも１つの計測点について、請求項２７～３７の
いずれか一項に記載の予測方法を用いて、所定露光条件下で前記投影光学系を介して前記
少なくとも１つの計測点に投影される所定パターンの像に関する、最良フォーカス位置か
らのデフォーカス量に対する前記像のサイズの変動を示す変動曲線を予測する工程と；
　前記予測結果に基づいて、前記所定パターンの像の特性を評価する工程と；を含む評価
方法。
【請求項３９】
　請求項３８に記載の評価方法において、
　前記所定パターンは、前記投影光学系の有効視野内の複数の計測点のそれぞれに対応し
て配置され、
　前記特性は、前記投影光学系の有効視野内における前記像の均一性を含むことを特徴と
する評価方法。
【請求項４０】
　請求項３８に記載の評価方法において、
　前記所定パターンは、前記投影光学系の光軸方向に直交する平面上に設けられた互いに
直交する２つのラインパターンを含み、
　前記予測する工程では、前記ラインパターン毎に、前記変動曲線を予測することを特徴
とする評価方法。
【請求項４１】
　請求項４０に記載の評価方法において、
　前記評価する工程では、前記像の特性としてラインパターンの像同士の線幅差を評価す
ることを特徴とする評価方法。
【請求項４２】
　請求項３８に記載の評価方法において、
　前記所定パターンは、前記投影光学系の光軸方向に直交する平面上に設けられた互いに
平行な２つのラインパターンを含み、
　前記予測する工程では、前記ラインパターン毎に、前記変動曲線を予測することを特徴
とする評価方法。
【請求項４３】
　請求項４２に記載の評価方法において、
　前記評価する工程では、前記像の特性としてラインパターンの像同士の線幅差を評価す
ることを特徴とする評価方法。
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【請求項４４】
　投影光学系を介したパターンの像の形成状態を調整する調整方法であって、
　請求項３８に記載の評価方法を用いて、前記投影光学系の有効視野内の少なくとも１つ
の計測点に対応して配置された所定パターンの像の特性を評価する評価工程と；
　前記評価結果に基づいて、前記投影光学系を介した前記所定パターンの像の形成状態を
調整する調整工程と；を含む調整方法。
【請求項４５】
　請求項４４に記載の調整方法において、
　前記調整工程では、
　前記計測点に関する、前記所定パターンの像の形成状態を調整する調整パラメータの単
位調整量当たりの前記各収差成分の変化量と、前記所定露光条件下における前記所定パタ
ーンの像のサイズの変化に対する前記各収差成分の感度と、前記デフォーカス量に対する
前記所定パターンの像のサイズの変動を示す変動曲線の各次の項の係数に関する目標値か
らのずれとを用いて前記調整パラメータの調整量を算出し、算出された調整量に基づいて
、前記所定パターンの像の形成状態を調整することを特徴とする調整方法。
【請求項４６】
　請求項４５に記載の調整方法において、
　前記評価工程では、前記投影光学系の有効視野内の複数の計測点にそれぞれ対応して配
置された所定パターンの像の特性をそれぞれ評価し、
　前記調整工程では、前記変動曲線の同一次の項の係数に関する目標値を、前記計測点間
で同一とすることを特徴とする調整方法。
【請求項４７】
　請求項４５に記載の調整方法において、
　所定パターンが複数のパターンを含む場合には、
　前記変動曲線の同一次の項の係数に関する目標値を、前記パターン間で同一とすること
を特徴とする調整方法。
【請求項４８】
　請求項４５～４７のいずれか一項に記載の調整方法において、
　前記調整量を、最小二乗法を用いて求めることを特徴とする調整方法。
【請求項４９】
　第１面上の回路パターンを投影光学系を介して第２面上に配置された物体に転写する露
光方法であって、
　請求項４４～４８のいずれか一項に記載の調整方法を用いて、前記投影光学系を介した
前記回路パターンの像の形成状態を調整する工程と；
　前記調整された像の形成状態で、前記回路パターンを、前記投影光学系を介して前記物
体に転写する工程と；を含む露光方法。
【請求項５０】
　リソグラフィ工程を含むデバイス製造方法であって、
　前記リソグラフィ工程では、請求項４９に記載の露光方法を用いることを特徴とするデ
バイス製造方法。
【請求項５１】
　投影光学系を介したパターンの像の特性の予測をコンピュータに実行させるプログラム
であって、
　前記投影光学系の波面収差を所定の式を用いて級数展開して得られる各収差成分をそれ
ぞれ含む複数の項の線形結合に基づいて、所定露光条件下で前記投影光学系を介して投影
される所定パターンの像に関する、前記最良フォーカス位置からのデフォーカス量に対す
る前記像のサイズの変動を示す変動曲線の前記波面収差に起因する移動量を算出して、前
記算出された移動量に基づいて前記変動曲線を予測する予測手順を、前記コンピュータに
実行させるプログラム。
【請求項５２】
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　請求項５１に記載のプログラムにおいて、
　前記予測手順に先立って、
　前記所定露光条件下で前記投影光学系に収差が無いと仮定した場合に求められる、前記
デフォーカス量に対する前記像のサイズの変動を示す変動曲線を高次関数に近似する手順
を、前記コンピュータにさらに実行させることを特徴とするプログラム。
【請求項５３】
　請求項５２に記載のプログラムにおいて、
　前記予測手順として、
　前記所定露光条件下での前記デフォーカス量に対する前記各収差成分の感度をそれぞれ
の係数とする前記各収差成分の線形結合に基づいて、前記変動曲線の前記デフォーカス量
の方向に関する移動量を予測する手順と、
　前記所定露光条件下での前記像のサイズの変化に対する前記各収差成分の二乗の感度を
それぞれの係数とする前記各収差成分の二乗の線形結合に基づいて、前記変動曲線の前記
像のサイズの変化の方向に関する移動量を予測する手順と、を前記コンピュータに実行さ
せることを特徴とするプログラム。
【請求項５４】
　請求項５３に記載のプログラムにおいて、
　前記予測手順として、
　前記各収差成分の二乗の線形結合に加え、前記所定露光条件下での前記像のサイズの変
化に対する、互いに異なる収差成分同士のクロス項の感度をそれぞれの係数とする前記各
クロス項の線形結合に基づいて、前記変動曲線の前記像のサイズの変化の方向に関する移
動量を予測する手順を、前記コンピュータに実行させることを特徴とするプログラム。
【請求項５５】
　請求項５２～５４のいずれか一項に記載のプログラムにおいて、
　前記高次関数は、偶数次の項のみから成る関数であることを特徴とするプログラム。
【請求項５６】
　請求項５１に記載のプログラムにおいて、
　前記予測手順として、
　前記各収差成分をそれぞれ含む複数の項の線形結合に基づいて、前記変動曲線の前記波
面収差に起因する変形具合を算出し、前記移動量及び前記変形具合に基づいて前記変動曲
線を予測する手順を、前記コンピュータに実行させることを特徴とするプログラム。
【請求項５７】
　請求項５６に記載のプログラムにおいて、
　前記予測手順に先立って、
　前記所定露光条件下で前記投影光学系に収差が無いと仮定した場合に求められる、前記
デフォーカス量に対する前記像のサイズの変動を示す変動曲線を高次関数に近似する手順
を、前記コンピュータにさらに実行させることを特徴とするプログラム。
【請求項５８】
　請求項５７に記載のプログラムにおいて、
　前記予測手順に先立って、
　前記所定露光条件下における実際の収差状態での前記投影光学系を介して投影される所
定パターンの像に関する、前記デフォーカス量に対する前記像のサイズの変動を算出する
算出手順を、前記コンピュータにさらに実行させ、
　前記予測手順として、前記移動量に基づいて移動した高次関数と、前記算出手順で求め
られた変動関数との差分を示す差分関数を、前記波面収差に起因する前記変動曲線の変動
具合として求める手順を、前記コンピュータに実行させることを特徴とするプログラム。
【請求項５９】
　請求項５８に記載のプログラムにおいて、
　前記予測手順として、
　前記所定露光条件下における前記差分関数の偶数次の項に対する前記各収差成分の二乗
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の感度をそれぞれの係数とする前記各収差成分の二乗の線形結合に基づいて、前記差分関
数のその偶数次の項の係数を予測する手順と、
　前記所定露光条件下における前記差分関数の奇数次の項に対する前記各収差成分の感度
をそれぞれの係数とする前記各収差成分の線形結合に基づいて、前記差分関数のその奇数
次の項の係数を予測する手順と、を前記コンピュータに実行させることを特徴とするプロ
グラム。
【請求項６０】
　請求項５１～５９のいずれか一項に記載のプログラムにおいて、
　前記所定の式は、ツェルニケ多項式であり、
　前記各収差成分は、各ツェルニケ項の係数であることを特徴とするプログラム。
【請求項６１】
　請求項５１～５９のいずれか一項に記載のプログラムが記録されたコンピュータによる
読み取りが可能な情報記録媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、投影光学系の調整方法、予測方法、評価方法、調整方法、露光方法及び露光
装置、露光装置の製造方法、プログラム並びにデバイス製造方法に係り、更に詳しくは、
第１面上のパターンの像を第２面上に投影する投影光学系の調整方法、投影光学系を介し
たパターンの像の特性を予測する予測方法、該予測方法を利用したパターンの像の特性を
評価する評価方法、該評価方法を利用したパターンの像の形成状態を調整する調整方法、
該調整方法又は前記投影光学系の調整方法を利用して物体上にパターンを形成する露光方
法及び該露光方法又は投影光学系の調整方法の実施に好適な露光装置、前記投影光学系の
調整方法を用いて投影光学系を調整する工程を含む露光装置の製造方法、前記予測方法を
コンピュータに実行させるプログラム、並びに前記露光方法又は露光装置を用いるデバイ
ス製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、半導体素子、表示素子、薄膜磁気ヘッド、マイクロマシーン等のマイクロデバ
イスを製造するリソグラフィ工程では、マスク又はレチクル（以下、「レチクル」と総称
する）に形成されたパターンを、投影光学系を介してウエハ又はガラスプレート等の感応
物体（以下、「ウエハ」と総称する）上に転写する、いわゆるステッパやいわゆるスキャ
ナ（スキャニング・ステッパとも呼ばれる）などの投影露光装置が用いられている。
【０００３】
　従来、この種の露光装置では、露光によりウエハ上に形成された縦線パターンと横線パ
ターンとの転写像（レジスト像など）の線幅差が計測された場合に、投影光学系における
縦線パターンと横線パターンとの像のコントラスト差の原因となるのはコマ収差等の非対
称収差が主因であると考えられていた。このため、計測の結果、コマ収差等の非対称収差
成分が計測されない場合には線幅差の補正は困難であった。
【０００４】
　最近では、投影光学系の組立て時に、干渉計を用いて投影光学系の視野内（又は露光フ
ィールド内）の各位置の波面収差を計測し、その計測された波面収差（収差関数）をツェ
ルニケ（Zernike）多項式（例えばフリンジツェルニケ多項式）を用いて級数展開して、
得られた級数の各項（各ツェルニケ項）の各係数（ツェルニケ係数）の大きさを、それぞ
れの目標値以下にするような調整が行われている。かかる調整をするのは、前記級数の各
項（各ツェルニケ項）は、それぞれ特定の波面収差成分を表わし、各項の係数は各収差成
分の大きさを表わすからである。
【０００５】
　最近、投影光学系（投影レンズ）の収差の管理精度は、上述した投影光学系の製造工程
への波面計測の導入、波面収差のツェルニケ多項式を用いた級数展開による管理により、
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飛躍的に向上した。
【０００６】
　また、波面収差（収差関数）をツェルニケ多項式を用いて展開した各項（各ツェルニケ
項）の大きさ（ツェルニケ係数）と、ツェルニケ感度（Zernike　Sensitivity）表との線
形結合に基づいて、投影光学系の結像性能、例えば収差（あるいはその指標値）を求める
、所謂Zernike　Sensitivity法により、収差の影響についても、簡易なものについては簡
素な方法で判断することが可能になっている。ここで、Zernike　Sensitivity（ツェルニ
ケ感度）表とは、それぞれ異なる露光条件、すなわち光学条件（露光波長、最大Ｎ．Ａ．
、使用Ｎ．Ａ．、照明Ｎ．Ａ．照明系開口絞りの開口形状など）、評価項目（マスク種、
線幅、評価量、パターンの情報など）と、これら光学条件と評価項目との組み合わせによ
り定まる複数の露光条件の下でそれぞれ求めた、投影光学系の結像性能、例えば諸収差（
あるいはその指標値）の各ツェルニケ項の１λ当たりの変化量から成る計算表を指す。
【０００７】
　しかしながら、所謂Zernike　Sensitivity法が必ずしも適用できない評価量として、線
幅変化がある。この線幅変化については、Proc.SPIE　Vol.4346の第７１３頁に開示され
ているように、収差の回転対称成分（０θ成分）、２回回転対称成分（２θ成分）に応じ
て線幅が最大となるフォーカス位置が変化し、またその線幅の最大値も変化する。さらに
、二つの収差（０θ成分、２θ成分）の相互作用が存在する。このために所謂Zernike　S
ensitivity法は線幅の推定には適用されてこなかった。
【０００８】
　波面収差をフリンジツェルニケ多項式を用いて級数展開した上述の回転対称成分（０θ
成分）項には、デフォーカスを表す低次の項すなわち第４項（係数Ｚ4）や低次の球面収
差を表す第９項（係数Ｚ9）が含まれるが、これらの０θ成分項による波面の変化は等方
的で、このため、Ｖ線（縦線）、Ｈ線（横線）のパターンの結像状態への影響は等しい。
また、２回回転対称成分（２θ成分）項は低次の非点収差を表す第５項（係数Ｚ5）、高
次の非点収差を表す第１２項（係数Ｚ12）があるが、これらの２θ成分項の縦線のパター
ンの結像状態への影響と横線のパターンの結像状態への影響は符号は逆だが、その大きさ
は等しい。このため、従来は、この０θ成分項と２θ成分項の両方が存在する（すなわち
両者の係数（成分）がともに零でない）ことによる、縦線、横線のパターン像の線幅に対
する、収差の影響の差は考えられていなかった。
【０００９】
　このような事情により、現状では、縦線パターンと横線パターンとの像の線幅差に関し
ては、簡易かつ確実な判定方法がなく、従ってその調整が困難なものとなっている。
【００１０】
　本発明は、かかる事情の下になされたもので、その第１の目的は、特に、相互に直交す
るラインパターンの像同士の線幅差を自在に制御することを可能とする投影光学系の調整
方法を提供することにある。
【００１１】
　本発明の第２の目的は、投影光学系を介したパターンの像の特性を、簡易にかつ高精度
に予測することができる予測方法を提供することにある。
【００１２】
　本発明の第３の目的は、投影光学系を介したパターンの像の特性を簡易にかつ高精度に
評価することができる評価方法を提供することにある。
【００１３】
　本発明の第４の目的は、投影光学系を介したパターンの像の形成状態を簡易にかつ高精
度に調整することができる調整方法を提供することにある。
【００１４】
　本発明の第５の目的は、物体上にパターンを精度良く形成することができる露光方法及
び露光装置を提供することにある。
【００１５】
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　本発明の第６の目的は、投影光学系を介したパターンの転写特性の予測を短時間かつ高
精度にコンピュータに実行させるプログラムを提供することにある。
【００１６】
　本発明の第７の目的は、デバイスの生産性の向上に寄与するデバイス製造方法を提供す
ることにある。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　一見、波面収差をツェルニケ多項式（例えばフリンジツェルニケ多項式）を用いて級数
展開した回転対称成分（０θ成分）項と２回回転対称成分（２θ成分）項には相互に関連
性がないように思われる。しかし、発明者等は、種々の実験（シミュレーションを含む）
を繰り返した結果、実際には、動径多項式の独立変数ρが同一次数である０θ成分と２θ
成分との各々による瞳面内の位相分布の相互作用により、瞳面内における波面の乱れが縦
方向と横方向とで異なる場合があることを見出した。例えば、波面収差をフリンジツェル
ニケ多項式を用いて級数展開した第１２項（係数Ｚ12）の成分が零でないとき、球面収差
成分である第９項（係数Ｚ9）の大きさを投影光学系を構成する光学素子の移動や交換に
よって変更することにより、瞳面内の上下、左右方向の位相分布を制御することができ、
前述の縦横線の線幅差を調整できることを見出した。
【００１８】
　本発明は、発明者等が得た上記の新規知見に基づいてなされたもので以下のような方法
及び構成を採用する。
【００１９】
　本発明は、第１の観点からすると、第１面上のパターンの像を第２面上に投影する投影
光学系の調整方法であって、前記投影光学系の第１の光学特性を含む光学特性の情報を得
る第１工程と；前記第１面上に配置された所定方向に延びる第１のラインパターンとこれ
に直交する第２のラインパターンとの像を前記投影光学系を用いて前記第２面上に形成す
るとともに、前記第１のラインパターンの像の線幅である第１線幅と前記第２のラインパ
ターンの像の線幅である第２線幅との差である線幅差を計測する第２工程と；前記第１工
程で得られた前記第１の光学特性の値と前記線幅差とに応じて、前記第１の光学特性との
相互作用により前記線幅差に影響を与える第２の光学特性の大きさを制御するように前記
投影光学系を調整する第３工程と；を含む第１の投影光学系の調整方法である。
【００２０】
　ここで、第２工程において第１のラインパターンと第２のラインパターンとの像を投影
光学系を用いて形成しつつ、第１のラインパターンの像の線幅である第１線幅と第２のラ
インパターンの像の線幅である第２線幅との差である線幅差を計測しても良いし、第１の
ラインパターンと第２のラインパターンとの像を形成した後に、前記線幅差を計測しても
良い。
【００２１】
　これによれば、例えば投影光学系の調整が困難な第１の光学特性の存在に起因して生じ
る前述の線幅差を、調整が容易な第２の光学特性の大きさを制御するように投影光学系を
調整することで、制御することが可能となる。従って、従来困難とされていた、相互に直
交するラインパターンの像同士の線幅差の制御を自在にかつ確実に行うことが可能となる
。
【００２２】
　この場合において、前記第１工程で得られる情報が、前記投影光学系の波面収差の情報
である場合、前記第３工程では、前記第１工程で得た波面収差をツェルニケ多項式を用い
て級数展開した複数のツェルニケ項のうち４次以上（動径多項式の独立変数の次数が４次
以上）の任意の２回回転対称成分項の大きさが零でないとき、前記２回回転対称成分項の
大きさと前記線幅差とに応じて、前記２回回転対称成分項と同一次数の回転対称成分項の
大きさを制御するように前記投影光学系を調整することとすることができる。
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【００２３】
　この場合において、前記２回回転対称成分項は、４次ｃｏｓ２θ成分項である第１２項
であり、前記回転対称成分項は４次０θ成分項である第９項であることとすることができ
るし、あるいは、前記２回回転対称成分項は、４次ｓｉｎ２θ成分項である第１３項であ
り、前記回転対称成分項は４次０θ成分である第９項であることとすることができる。
【００２４】
　本発明の第１の投影光学系の調整方法では、第１工程で得られる情報が、投影光学系の
波面収差の情報である場合、前記第１工程では、前記投影光学系の波面を直接計測するこ
とより前記波面収差の情報を得ることとすることができるし、あるいは、前記第１工程で
は、前記第１面上に配置されたサイズが異なる複数組の前記第１のラインパターンと前記
第２のラインパターンとの像形成時におけるベストフォーカス位置の差を各組毎に計測し
、この計測結果に基づいて、前記波面収差の情報として前記２回回転対称成分項の情報を
推定することとすることもできる。
【００２５】
　本発明の第１の投影光学系の調整方法では、第１工程で得られる情報が、投影光学系の
波面収差の情報である場合、前記第３工程では、前記２回回転対称成分項の大きさが零で
なく、かつ前記第２工程で計測された前記線幅差が零でないとき、前記２回回転対称成分
項の大きさと前記線幅差とに基づいて、前記線幅差が設計値に近づくように（例えば零と
なるように）、前記２回回転対称成分項と同一次数の回転対称成分項の大きさを最適化す
るように前記投影光学系を調整することとすることができる。
【００２６】
　本発明の第１の投影光学系の調整方法では、第２工程において、第１、第２のラインパ
ターンの空間像（投影像）を投影光学系を介して第２面上に形成し、それらの空間像を空
間像計測器を用いて計測し、第１のラインパターンと第２のラインパターンの像の線幅を
求めることもできるが、これに限らず、前記第２工程は、前記第２面上に配置された物体
上に前記第１、第２のラインパターンの像を形成する像形成工程と；前記物体上に形成さ
れた前記第１のラインパターンの像の線幅である第１線幅と前記第２のラインパターンの
像の線幅である第２線幅とを計測する線幅計測工程と；を含むこととすることができる。
すなわち、物体上に形成された第１のラインパターン、第２のラインパターンの潜像、レ
ジスト像、あるいはエッチング像などを露光装置のアライメント系、あるいはＳＥＭなど
を用いて計測し、その線幅を求めることができる。
【００２７】
　本発明の第１の投影光学系の調整方法では、前記第３工程では、前記投影光学系を構成
する少なくとも１つの光学素子の少なくとも１自由度方向の位置制御及び一部の光路中の
気体の気圧の制御の少なくとも一方により、前記第２の光学特性の大きさを制御すること
とすることができる。
【００２８】
　本発明の第１の投影光学系の調整方法では、前記第１のラインパターンは縦線パターン
であり、前記第２のラインパターンは横線パターンであり、前記第１の光学特性と第２の
光学特性とは、前記縦線パターンの像と前記横線パターンの像それぞれの線幅変化に対す
るツェルニケ項の組み合わせのクロスタームにおけるツェルニケ感度を求める工程と、そ
のクロスタームにおけるツェルニケ感度の符号が縦横線で異なるツェルニケ項同士の組み
合わせを求める工程と、を経て決定されていることとすることができる。
【００２９】
　本発明の第１の投影光学系の調整方法では、前記第１工程で得られる情報は、前記投影
光学系の波面収差の情報であり、前記第１及び第２の光学特性は、前記第１工程で得た波
面収差を、ツェルニケ多項式を用いて級数展開した複数のツェルニケ項のうち同一次数で
、かつ種類が異なる成分の項であることとすることができる。
【００３０】
　本発明は、第２の観点からすると、第１面上の回路パターンを投影光学系を介して第２
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面上に配置された物体に転写する露光方法であって、本発明の第１の投影光学系の調整方
法を用いて前記投影光学系を調整する工程と；前記調整後の投影光学系を用いて前記回路
パターンを前記物体上に転写する工程と；を含む第１の露光方法である。
【００３１】
　これによれば、本発明の第１の投影光学系の調整方法を用いて投影光学系を調整するの
で、縦線パターンと横線パターンとの像の線幅差が設計値に忠実な値となるように投影光
学系が調整される。例えば、同一線幅の縦線パターンと横線パターンの像の線幅差が最小
（例えば零）となるように投影光学系が調整される。そして、この調整された投影光学系
を用いて回路パターンが物体上に転写されるので、縦線パターンと横線パターンとの線幅
差を低減した高精度なパターンの転写を実現することができる。
【００３２】
　本発明は、第３の観点からすると、マスクに形成されたパターンを露光光学系を介して
物体上に転写する露光装置であって、本発明の第１の投影光学系の調整方法を用いて調整
された投影光学系を前記露光光学系として備えることを特徴とする第１の露光装置である
。
【００３３】
　これによれば、本発明の第１の投影光学系の調整方法を用いて調整された投影光学系を
露光光学系として備えるので、その投影光学系を用いてマスクに形成されたパターンを物
体上に転写することにより、縦線パターンと横線パターンとの線幅差を低減した高精度な
パターンの転写を実現することができる。
【００３４】
　本発明は、第４の観点からすると、第１面上のパターンの像を第２面上に投影する投影
光学系の調整方法であって、前記投影光学系の第１の光学特性を含む光学特性の情報を得
る第１工程と；前記第１工程で得られた前記第１の光学特性の値と、前記第１面上に配置
された所定方向に延びる第１のラインパターンの線幅と前記第１のラインパターンに直交
する第２のラインパターンの線幅との差とに応じて、前記第１の光学特性との相互作用に
よって前記投影光学系によって前記第２面上に形成される前記第１のラインパターンの像
の線幅と前記第２のラインパターンの像の線幅との差である線幅差に影響を与える第２の
光学特性の大きさを制御するように前記投影光学系を調整する第２工程と；を含む第２の
投影光学系の調整方法である。
【００３５】
　これによれば、第１の光学特性の値と、第１のラインパターンと第２のラインパターン
の線幅との差とに応じて、第１の光学特性との相互作用によって投影光学系によって前記
第２面上に形成される前記第１のラインパターンの像の線幅と前記第２のラインパターン
の線幅との差である線幅差に影響を与える第２の光学特性の大きさを制御するように投影
光学系が調整される。このため、投影光学系によって第２面上に形成される第１のライン
パターンの像の線幅と第２のラインパターンの線幅との差である線幅差が、第１面上の第
１のラインパターンの線幅と第２のラインパターン線幅との差によって生じる場合、例え
ばマスク上のパターンの描画誤差などに起因して生じる場合に、直交するラインパターン
同士の線幅差を自在に制御することが可能となる。
【００３６】
　この場合において、前記第１のラインパターンは縦線パターンであり、前記第２のライ
ンパターンは横線パターンであり、前記第１の光学特性と第２の光学特性とは、前記縦線
パターンの像と前記横線パターンの像それぞれの線幅変化に対するツェルニケ項の組み合
わせのクロスタームにおけるツェルニケ感度を求める工程と、そのクロスタームにおける
ツェルニケ感度の符号が縦横線で異なるツェルニケ項同士の組み合わせを求める工程と、
を経て決定されていることとすることができる。
【００３７】
　本発明は、第５の観点からすると、第１面上の回路パターンを投影光学系を介して第２
面上に配置された物体に転写する露光方法であって、本発明の第２の投影光学系の調整方
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法を用いて前記投影光学系を調整する工程と；前記調整後の投影光学系を用いて前記回路
パターンを前記物体上に転写する工程と；を含む第２の露光方法である。
【００３８】
　これによれば、本発明の第２の投影光学系の調整方法を用いて投影光学系を調整するの
で、例えばマスク上のパターンの描画誤差などに起因して、投影光学系によって第２面上
に形成される第１のラインパターンの像の線幅と第２のラインパターンの線幅との差であ
る線幅差が生じる場合にも、直交するラインパターン同士の線幅差を自在に制御するよう
な投影光学系の調整が行われ、この調整された投影光学系を用いて回路パターンが物体上
に転写されるので、縦線パターンと横線パターンとの線幅差を低減した高精度なパターン
の転写を実現することができる。
【００３９】
　本発明は、第６の観点からすると、マスクに形成されたパターンを露光光学系を介して
物体上に転写する露光装置であって、本発明の第２の投影光学系の調整方法を用いて調整
された投影光学系を前記露光光学系として備えることを特徴とする第２の露光装置である
。
【００４０】
　これによれば、本発明の第２の投影光学系の調整方法を用いて調整された投影光学系を
露光光学系として備えるので、その投影光学系を用いてマスクに形成されたパターンを物
体上に転写することにより、縦線パターンと横線パターンとの線幅差を低減した高精度な
パターンの転写を実現することができる。
【００４１】
　本発明は、第７の観点からすると、第１面上に配置されたパターンをエネルギビームで
照明し、前記パターンを投影光学系を介して第２面上に配置された物体上に転写する露光
装置であって、前記投影光学系の第１の光学特性を含む光学特性を計測する光学特性計測
装置と；前記投影光学系により前記第２面上に形成された前記第１面上で所定方向に延び
る第１のラインパターンとこれに直交する第２のラインパターンとの像の線幅をそれぞれ
計測する線幅計測装置と；前記投影光学系によるパターン像の形成状態を調整する像形成
状態調整装置と；前記光学特性計測装置で計測された前記第１の光学特性の値と、前記線
幅計測装置で計測された前記第１のラインパターンの像の線幅である第１線幅と前記第２
のラインパターンの像の線幅である第２線幅との差である線幅差と、に応じて、前記第１
の光学特性との相互作用により前記線幅差に影響を与える第２の光学特性の大きさを、前
記像形成状態調整装置を用いて制御する制御装置と；を備える第３の露光装置である。
【００４２】
　これによれば、光学特性計測装置により投影光学系の少なくとも第１の光学特性を含む
光学特性が計測される。また、線幅計測装置により、投影光学系によって第２面（像面）
上に形成された第１面（物体面）上で所定方向に延びる第１のラインパターンとこれに直
交する第２のラインパターンとの像の線幅がそれぞれ計測される。ここで、線幅計測装置
による線幅の計測は、第２面上に配置された物体上に形成された縦線パターンと横線パタ
ーンとの転写像（潜像、レジスト像、エッチング像）の線幅を計測しても良いし、縦線パ
ターンと横線パターンとの空間像を第２面上に形成し、その空間像の線幅を計測しても良
い。
【００４３】
　そして、制御装置では、光学特性計測装置で計測された第１の光学特性が存在するとき
、その第１の光学特性の値と，線幅計測装置で計測された前記第１のラインパターンの像
の線幅である第１線幅と前記第２のラインパターンの像の線幅である第２線幅との差であ
る線幅差とに応じて、第１の光学特性との相互作用により線幅差に影響を与える第２の光
学特性の大きさを、像形成状態調整装置を用いて制御する。
【００４４】
　このため、例えば第１の光学特性が調整が困難な光学特性である場合であっても、例え
ば調整が容易な第２の光学特性の大きさを像形成状態調整装置を用いて制御することで、
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第１の光学特性の存在に起因して生じる前述の線幅差を、制御することができる。
【００４５】
　従って、第１面上に配置されたパターンをエネルギビームで照明し、そのパターンを、
像形成状態調整装置により第２の光学特性が調整された後の投影光学系を介して第２面上
に配置された物体上に転写することにより、直交するラインパターン転写像同士の線幅差
が効果的に低減された良好な露光を実現することができる。
【００４６】
　この場合において、前記光学特性計測装置は、前記投影光学系の波面収差を計測する波
面収差計測装置であることとすることができる。
【００４７】
　この場合において、前記第１の光学特性は、前記波面収差計測装置で計測された波面収
差をツェルニケ多項式を用いて級数展開した複数のツェルニケ項のうち４次以上の任意の
２回回転対称成分項であり、前記第２の光学特性は、前記２回回転対称成分項と同一次数
の回転対称成分項であることとすることができる。
【００４８】
　この場合において、前記２回回転対称成分項は、４次２θ成分項である第１２項及び第
１３項のいずれかであり、前記回転対称成分項は４次０θ成分である第９項であることと
することができる。
【００４９】
　本発明の第３の露光装置では、前記線幅計測装置は、前記第２面上に形成された前記各
パターンの投影像を計測する空間像計測器を含むこととすることもできるし、あるいは前
記線幅計測装置は、前記第２面上に配置された物体上に形成された像を撮像する撮像装置
を含むこととすることもできる。
【００５０】
　本発明の第３の露光装置では、前記像形成状態調整装置は、前記投影光学系を構成する
少なくとも１つの光学素子の少なくとも１自由度方向の位置の調整、一部の光路中の気体
の気圧の調整、前記エネルギビームの波長シフト量の調整、及び前記パターンが形成され
たパターン形成部材及び前記物体の少なくとも一方の前記投影光学系の光軸方向に関する
位置の調整、の少なくとも１つを行うこととすることができる。
【００５１】
　本発明は、第８の観点からすると、投影光学系を介したパターンの像の特性を予測する
予測方法であって、前記投影光学系の波面収差を所定の式を用いて級数展開して得られる
各収差成分をそれぞれ含む複数の項の線形結合に基づいて、所定露光条件下で前記投影光
学系を介して投影される所定パターンの像に関する、最良フォーカス位置からのデフォー
カス量に対する前記像のサイズの変動を示す変動曲線の前記波面収差に起因する移動量を
算出して、前記算出された移動量に基づいて前記変動曲線を予測する予測工程を含む予測
方法である。
【００５２】
　投影光学系を介してパターンを転写する場合、そのパターンの像のサイズは、その転写
位置の最良フォーカス位置からのデフォーカス量に応じて変動し、その変動を示す変動曲
線、すなわちいわゆるＣＤ－フォーカス曲線は、投影光学系の波面収差によって変化する
ことが知られている。また、投影光学系の波面収差は、所定の式、例えばツェルニケ多項
式を用いて級数展開することにより複数のツェルニケ項（収差成分項）に分解可能である
ことが知られている。
【００５３】
　発明者等が鋭意研究した結果、上記ツェルニケ項の係数、すなわち収差成分をそれぞれ
含む複数の項の線形結合の値と、投影光学系を介して投影されるパターンの像に関する、
前述の変動曲線の変化（すなわち、デフォーカス量及びパターン像のサイズをそれぞれ座
標軸とする座標系上での、デフォーカス量方向及び像のサイズの方向に関するその変動曲
線の平行移動）とに密接な関係があることが、判明した。
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【００５４】
　従って、本発明の予測方法によれば、上記の関係を利用して、多大な計算時間を要する
複雑な計算を伴う結像シミュレーションを用いずとも、収差成分をそれぞれ含む複数の項
の線形結合の値を求めるという至極単純な演算により、所定の収差状態にある投影光学系
を介した所定露光条件下でのパターンに関するＣＤ－フォーカス曲線を短時間に予測する
ことが可能となり、その予測結果に基づき、パターンの投影像（又は転写像）の特性を短
時間に予測することが可能となる。
【００５５】
　この場合において、前記予測工程に先立って、前記所定露光条件下で前記投影光学系に
収差が無いと仮定した場合に求められる、前記デフォーカス量に対する前記像のサイズの
変動を示す変動曲線を、シミュレーションによって求め、求めた変動曲線を高次関数に近
似する工程をさらに含むこととすることができる。
【００５６】
　この場合において、前記予測工程では、前記所定露光条件下での前記デフォーカス量に
対する前記各収差成分の感度をそれぞれの係数とする前記各収差成分の線形結合に基づい
て、前記変動曲線の前記デフォーカス量の方向に関する移動量を算出し、前記所定露光条
件下での前記像のサイズの変化に対する前記各収差成分の二乗の感度をそれぞれの係数と
する前記各収差成分の二乗の線形結合に基づいて、前記変動曲線の前記像のサイズの変化
の方向に関する移動量を算出することとすることができる。
【００５７】
　前述のように、変動曲線の移動は、デフォーカス量を示す軸の方向（デフォーカス量軸
方向）に関する曲線の移動と、パターン像のサイズを示す軸の方向（像サイズ軸方向）に
関する移動とに分解することができる。デフォーカス量の軸方向に関する変動曲線の移動
は、投影光学系の波面収差を展開したときの各収差成分に感度があり、その移動量を、各
収差成分の線形結合によって予測することができる。また、像のサイズの軸方向に関する
変動曲線の移動は、各収差成分の二乗に感度があり、その移動量を、各収差成分の二乗の
線形結合によって予測することができる。
【００５８】
　この場合において、前記予測工程では、前記各収差成分の二乗の線形結合に加え、前記
所定露光条件下での前記像のサイズの変化の方向に対する、互いに異なる収差成分同士の
クロス項の感度をそれぞれの係数とする前記各クロス項の線形結合に基づいて、前記変動
曲線の前記像のサイズの変化に関する移動量を算出することとすることができる。
【００５９】
　像のサイズの軸方向に関する変動曲線の移動は、各収差成分の二乗に感度があるだけで
なく、互いに異なる収差成分同士のクロス項にも感度があるので、それらのクロス項の線
形結合をさらに考慮すれば、像のサイズの軸方向の移動量をさらに精度良く予測すること
ができる。
【００６０】
　本発明の予測方法では、前述の高次関数は、偶数次の項のみから成る関数であることと
することができる。
【００６１】
　本発明の予測方法では、前記予測工程において、前記各収差成分をそれぞれ含む複数の
項の線形結合に基づいて、前記変動曲線の前記波面収差に起因する変形具合を算出し、前
記移動量及び前記変形具合に基づいて前記変動曲線を予測することとすることができる。
かかる場合には、変動曲線の移動量だけでなく、各収差成分を含む項の線形結合に基づい
て、投影光学系の波面収差に起因する変動曲線の変形具合も算出するので、変動曲線をさ
らに精度良く予測することができる。
【００６２】
　この場合において、前記予測工程に先立って、前記所定露光条件下で前記投影光学系に
収差が無いと仮定した場合に求められる、前記デフォーカス量に対する前記像のサイズの
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変動を示す変動曲線をシミュレーションによって求め、求めた変動曲線を高次関数に近似
する工程をさらに含むこととすることができる。
【００６３】
　この場合において、前記予測工程に先立って、実際の収差状態における前記投影光学系
を介して前記所定露光条件下で投影される前記パターンの像に関する、前記変動曲線を算
出する算出工程をさらに含み、前記予測工程では、前記移動量に基づいて移動した変動曲
線を近似する高次関数と、前記算出工程で求められた変動曲線を表す関数との差分を示す
差分関数を、前記波面収差に起因する前記変動曲線の変動具合として求めることとするこ
とができる。
【００６４】
　この場合において、前記算出工程は、シミュレーションによって行われることとするこ
とができる。
【００６５】
　本発明の予測方法では、前記予測工程において、前記移動量に基づいて移動した変動曲
線を近似する高次関数と、前記算出工程で求められた変動曲線を表す関数との差分を示す
差分関数を、前記波面収差に起因する前記変動曲線の変動具合として求める場合に、前記
予測工程では、前記所定露光条件下における前記差分関数の偶数次の項に対する前記各収
差成分の二乗の感度をそれぞれの係数とする前記各収差成分の二乗の線形結合に基づいて
、前記差分関数のその偶数次の項の係数を算出し、前記所定露光条件下における前記差分
関数の奇数次の項に対する前記各収差成分の感度をそれぞれの係数とする前記各収差成分
の線形結合に基づいて、前記差分関数のその奇数次の項の係数を算出することとすること
ができる。かかる場合には、変動関数の変形具合を示す差分関数の偶数次の項の係数は、
投影光学系の波面収差を展開したときの各収差成分の二乗に感度があり、その係数を各収
差成分の二乗の線形結合によって予測することができる。また、差分関数の奇数次の項の
係数は、各収差成分に感度があり、その係数を、各収差成分の線形結合によって予測する
ことができる。そのため、変動曲線の変形具合についても、投影光学系の波面収差の各収
差成分を含む項の線形結合などを用いて、短時間で、かつ精度良く予測することができる
。
【００６６】
　本発明の予測方法では、前記所定の式は、ツェルニケ多項式であり、前記各収差成分は
、各ツェルニケ項の係数であることとすることができる。
【００６７】
　本発明は、第９の観点からすると、投影光学系を介したパターンの像の特性を評価する
評価方法であって、前記投影光学系の有効視野内の少なくとも１つの計測点について、本
発明の予測方法を用いて、所定露光条件下で前記投影光学系を介して前記少なくとも１つ
の計測点に投影される所定パターンの像に関する、最良フォーカス位置からのデフォーカ
ス量に対する前記像のサイズの変動を示す変動曲線を予測する工程と；前記予測結果に基
づいて、前記所定パターンの像の特性を評価する工程と；を含む第１の評価方法である。
【００６８】
　これによれば、本発明の予測方法を用いて、所定露光条件下で投影光学系を介して投影
される所定パターンの像に関する上記変動曲線を、投影光学系の有効視野内の少なくとも
１つの計測点について精度良く予測することができるようになるので、その変動曲線に基
づいて、投影光学系の有効視野内における所定パターンの像の特性を精度良く評価するこ
とが可能となる。
【００６９】
　この場合において、前記所定パターンは、前記投影光学系の有効視野内の複数の計測点
のそれぞれに対応して配置され、前記特性は、前記投影光学系の有効視野内における前記
像の均一性を含むこととすることができる。
【００７０】
　本発明の第１の評価方法では、前記所定パターンは、前記投影光学系の光軸方向に直交
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する平面上に設けられた互いに直交する２つのラインパターンを含み、前記予測する工程
では、前記ラインパターン毎に、前記変動曲線を予測することとすることができる。
【００７１】
　この場合において、前記評価する工程では、前記像の特性としてラインパターンの像同
士の線幅差を評価することとすることができる。かかる場合には、少なくとも１つの計測
点において、前記特性として、例えば主に非点収差による直交する２つのラインパターン
同士の線幅差を評価することができる。
【００７２】
　本発明の第１の評価方法では、前記所定パターンは、前記投影光学系の光軸方向に直交
する平面上に設けられた互いに平行な２つのラインパターンを含み、前記予測する工程で
は、前記ラインパターン毎に、前記変動曲線を予測することとすることができる。
【００７３】
　この場合において、前記評価する工程では、前記像の特性としてラインパターンの像同
士の線幅差を評価することとすることができる。かかる場合には、前記特性として主にコ
マ収差による線幅異常値などを評価することができる。
【００７４】
　本発明は、第１０の観点からすると、投影光学系を介したパターンの像の形成状態を調
整する調整方法であって、本発明の第１の評価方法を用いて、前記投影光学系の有効視野
内の少なくとも１つの計測点に対応して配置された所定パターンの像の特性を評価する評
価工程と；前記評価結果に基づいて、前記投影光学系を介した前記所定パターンの像の形
成状態を調整する調整工程と；を含む第１の調整方法である。
【００７５】
　これによれば、本発明の第１の評価方法を用いて、投影光学系の有効視野内における少
なくとも１つの計測点における所定パターンの像の特性が評価され、その評価結果に基づ
いて、前記投影光学系を介した所定パターンの像の形成状態が調整される。従って、評価
結果に応じて所定パターンの像の特性を所望の状態に調整することが可能となる。
【００７６】
　この場合において、前記調整工程では、前記少なくとも１つの計測点に関する、前記所
定露光条件下における前記所定パターンの像の形成状態を調整する調整パラメータの単位
調整量当たりの前記各収差成分の変化量と、前記所定パターンの像のサイズの変化に対す
る前記各収差成分の感度と、前記デフォーカス量に対する前記所定パターンの像のサイズ
の変動を示す変動曲線の各次の項の係数に関する目標値からのずれとを用いて算出された
調整量に基づいて、前記所定パターンの像の形成状態を調整することとすることができる
。
【００７７】
　計測点における変動曲線は、投影光学系の収差などの影響を受けて変化する。従って、
投影光学系を調整するなどして収差成分を変化させれば、その計測点における変動曲線を
所望の曲線（目標）に近づけることも可能である。そこで、本発明では、計測点における
変動曲線と所望の曲線とのずれをキャンセルするのに必要な調整パラメータ（パターンの
像の形成状態を調整する調整パラメータ）の調整量を、該調整パラメータの単位調整量当
たりの前記各収差成分の変化量と、前記所定露光条件下における前記所定パターンの像の
サイズの変化に対する前記各収差成分の感度と、前記デフォーカス量に対する前記所定パ
ターンの像のサイズの変動を示す変動曲線の各次の項の係数に関する目標値からのずれと
を用いて前記調整パラメータの調整量を算出し、算出された調整量に基づいて、前記所定
パターンの像の形成状態を調整する。これにより、デフォーカス量に対するパターン像の
サイズの変動曲線を所望の変動曲線に近づけるようなパターンの像の形成状態の調整が可
能となる。
【００７８】
　この場合、所望の曲線（目標）をどのようなものとするかは、求められるパターンの像
の調整項目によって異なる。例えば、前記評価工程では、前記投影光学系の有効視野内の



(19) JP 4352458 B2 2009.10.28

10

20

30

40

50

複数の計測点にそれぞれ対応して配置された所定パターンの像の特性をそれぞれ評価し、
前記調整工程では、前記変動曲線の同一次の項の係数に関する目標値を、前記計測点間で
同一とすることとすることができる。かかる場合には、投影光学系の有効視野内における
パターンの像の面内均一性を向上させることができる。また、所定パターンが複数のパタ
ーンを含む場合には、前記変動曲線の同一次の項の係数に関する目標値を、前記パターン
間で同一とすることとすることができる。かかる場合には、同一計測点における、例えば
縦線パターンの像と横線パターンの像との線幅や、平行パターンの像同士の線幅などが可
能な限り同一となるような調整が可能となる。
【００７９】
　本発明の第１の調整方法では、前述の調整量を、最小二乗法を用いて求めることとする
ことができる。
【００８０】
　本発明は、第１１の観点からすると、第１面上の回路パターンを投影光学系を介して第
２面上に配置された物体に転写する露光方法であって、本発明の第１の調整方法を用いて
、前記投影光学系を介した前記回路パターンの像の形成状態を調整する工程と；前記調整
された像の形成状態で、前記回路パターンを、前記投影光学系を介して前記物体に転写す
る工程と；を含む第３の露光方法である。
【００８１】
　これによれば、本発明の第１の調整方法を用いて投影光学系を介した回路パターンの像
の形成状態が調整され、調整された像の形成状態で、回路パターンが物体上に転写される
ので、その回路パターンを物体上に精度良く形成することが可能となる。
【００８２】
　本発明は、第１２の観点からすると、投影光学系を介したパターンの像の特性の予測を
コンピュータに実行させるプログラムであって、前記投影光学系の波面収差を所定の式を
用いて級数展開して得られる各収差成分をそれぞれ含む複数の項の線形結合に基づいて、
所定露光条件下で前記投影光学系を介して投影される所定パターンの像に関する、前記最
良フォーカス位置からのデフォーカス量に対する前記像のサイズの変動を示す変動曲線の
前記波面収差に起因する移動量を算出して、前記算出された移動量に基づいて前記変動曲
線を予測する予測手順を、前記コンピュータに実行させるプログラムである。
【００８３】
　このプログラムがコンピュータにインストールされると、コンピュータが、上記各手順
を実行する。これにより、本発明の予測方法が、コンピュータによって実行される。従っ
て、前述と同様に、多大な計算時間を要する複雑な計算を伴う結像シミュレーションを用
いずとも、収差成分をそれぞれ含む複数の項の線形結合の値を求めるという至極単純な演
算により、所定の収差状態にある投影光学系を介した所定露光条件下でのパターンに関す
るＣＤ－フォーカス曲線を短時間に予測することが可能となり、その予測結果に基づき、
パターンの転写特性を短時間に予測することが可能となる。
【００８４】
　この場合において、前記予測手順に先立って、前記所定露光条件下で前記投影光学系に
収差が無いと仮定した場合に求められる、前記デフォーカス量に対する前記像のサイズの
変動を示す変動曲線を高次関数に近似する手順を、前記コンピュータにさらに実行させる
こととすることができる。
【００８５】
　この場合において、前記予測手順として、前記所定露光条件下での前記デフォーカス量
に対する前記各収差成分の感度をそれぞれの係数とする前記各収差成分の線形結合に基づ
いて、前記変動曲線の前記デフォーカス量の方向に関する移動量を予測する手順と、前記
所定露光条件下での前記像のサイズの変化に対する前記各収差成分の二乗の感度をそれぞ
れの係数とする前記各収差成分の二乗の線形結合に基づいて、前記変動曲線の前記像のサ
イズの変化の方向に関する移動量を予測する手順と、を前記コンピュータに実行させるこ
ととすることができる。
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【００８６】
　本発明のプログラムでは、前記予測手順として、前記各収差成分の二乗の線形結合に加
え、前記所定露光条件下での前記像のサイズの変化に対する、互いに異なる収差成分同士
のクロス項の感度をそれぞれの係数とする前記各クロス項の線形結合に基づいて、前記変
動曲線の前記像のサイズの変化の方向に関する移動量を予測する手順を、前記コンピュー
タに実行させることとすることができる。
【００８７】
　本発明のプログラムでは、前述の高次関数は、偶数次の項のみから成る関数であること
とすることができる。
【００８８】
　本発明のプログラムでは、前記予測手順として、前記各収差成分をそれぞれ含む複数の
項の線形結合に基づいて、前記変動曲線の前記波面収差に起因する変形具合を算出し、前
記移動量及び前記変形具合に基づいて前記変動曲線を予測する手順を、前記コンピュータ
に実行させることとすることができる。
【００８９】
　この場合において、前記予測手順に先立って、前記所定露光条件下で前記投影光学系に
収差が無いと仮定した場合に求められる、前記デフォーカス量に対する前記像のサイズの
変動を示す変動曲線を高次関数に近似する手順を、前記コンピュータにさらに実行させる
こととすることができる。
【００９０】
　この場合において、前記予測手順に先立って、前記所定露光条件下における実際の収差
状態での前記投影光学系を介して投影される所定パターンの像に関する、前記デフォーカ
ス量に対する前記像のサイズの変動を算出する算出手順を、前記コンピュータにさらに実
行させ、前記予測手順として、前記移動量に基づいて移動した高次関数と、前記算出手順
で求められた変動関数との差分を示す差分関数を、前記波面収差に起因する前記変動曲線
の変動具合として求める手順を、前記コンピュータに実行させることとすることができる
。
【００９１】
　この場合において、前記予測手順として、前記所定露光条件下における前記差分関数の
偶数次の項に対する前記各収差成分の二乗の感度をそれぞれの係数とする前記各収差成分
の二乗の線形結合に基づいて、前記差分関数のその偶数次の項の係数を予測する手順と、
前記所定露光条件下における前記差分関数の奇数次の項に対する前記各収差成分の感度を
それぞれの係数とする前記各収差成分の線形結合に基づいて、前記差分関数のその奇数次
の項の係数を予測する手順と、を前記コンピュータに実行させることとすることができる
。
【００９２】
　本発明のプログラムでは、前記所定の式は、ツェルニケ多項式であり、前記各収差成分
は、各ツェルニケ項の係数であることとすることができる。
【００９３】
　本発明のプログラムは、情報記録媒体に記録した状態で、販売等の対象とすることがで
きる。従って、本発明は、第１３の観点からすると、本発明のプログラムが記録されたコ
ンピュータによる読み取りが可能な情報記録媒体であるとも言える。
【００９４】
　また、本発明は、第１４の観点からすると、マスクに形成されたパターンを投影光学系
を介して物体上に転写する露光装置を製造する露光装置の製造方法であって、本発明の第
１又は第２の投影光学系の調整方法を用いて前記投影光学系を調整する工程を含む露光装
置の製造方法である。
【００９５】
　また、リソグラフィ工程において、本発明の第１～第３の露光装置のいずれかを用いて
露光を行うことにより、物体上にパターンを精度良く形成することができ、これにより、
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より高集積度のマイクロデバイスを歩留まり良く製造することができ、その生産性を向上
させることができる。同様に、リソグラフィ工程において、本発明の第１～第３の露光方
法のいずれかを用いて露光を行うことにより、物体上にパターンを精度良く形成すること
ができ、これにより、より高集積度のマイクロデバイスを歩留まり良く製造することがで
き、その生産性を向上させることができる。従って、本発明は、更に別の観点からすると
、本発明の第１～第３の露光装置のいずれかを用いるデバイス製造方法、あるいは本発明
の第１～第３の露光方法のいずれかを用いるデバイス製造方法であるとも言える。
【図面の簡単な説明】
【００９６】
【図１】本発明の一実施形態に係る露光装置の構成を概略的に示す図である。
【図２】図１の波面収差計測装置を示す断面図である。
【図３】図３Ａは、光学系に収差が存在しない場合においてマイクロレンズアレイから射
出される光束を示す図、図３Ｂは、光学系に収差が存在する場合においてマイクロレンズ
アレイから射出される光束を示す図である。
【図４】直交２軸方向のラインパターンの像同士の線幅差の調整を目的とする、投影光学
系ＰＬの調整方法を示すフローチャートである。
【図５】計測用レチクルをパターン面側から見た平面図である。
【図６】図６Ａ～図６Ｆは、投影光学系の波面収差を展開したツェルニケ多項式の第９項
と第１２項との値の変化に応じた瞳面における波面の乱れ方を説明するための図である。
【図７】図７Ａ～図７Ｆは、投影光学系の波面収差を展開したツェルニケ多項式の第４項
と第５項との値の変化に応じた瞳面における波面の乱れ方を説明するための図である。
【図８】縦線パターンと横線パターンとのベストフォーカス位置の差に対応して縦線パタ
ーンの像（Ｖ）と横線パターンの像（Ｈ）との線幅の差が生じる様子を説明するためのＣ
Ｄ－フォーカス線図である。
【図９】波長２４８．３ｎｍのＫｒＦレーザを光源とし、照明σ＝０．７５の２／３輪帯
照明条件、投影光学系ＰＬの開口数（Ｎ.Ａ.）＝０．６８の場合に、計測用レチクル上の
パターンを転写して得られるレジスト像の線幅計測の結果得られる、縦横線の線幅差（実
験結果）の一例を示す図である。
【図１０】図９のＺ12＝４０ｍλ、２０ｍλ、０ｍλの部分（上３段の部分）をより詳細
に示す図（等高線マップ）である。
【図１１】図９のＺ12＝－２０ｍλ、－４０ｍλの部分（下２段の部分）をより詳細に示
す図である。
【図１２】図１２Ａ～図１２Ｄは、図９の各等高線マップの意味を説明するための図であ
る。
【図１３】所定の条件下でシミュレーションにより求めた収差間のクロスタームの計算結
果の一例を示す図表である。
【図１４】線幅ばらつきΔＣＤに関するＺＳ（Zernike　Sensitivity）の計算結果の一例
を示す図である。
【図１５】線幅ばらつきΔＣＤに関して、従来のＺＳ法を用いた計算結果と、空間像によ
る計算結果との関係を示す図である。
【図１６】一実施形態の予測方法を示すフローチャート（その１）である。
【図１７】図１７Ａは１０次関数の一例を示す図、図１７Ｂは、そのフィッティング誤差
の一例を示す図である。
【図１８】ツェルニケ感度Ｓαiの一例を示すグラフである。
【図１９】－５０ｍλ～５０ｍλまで１０ｍλピッチでフォーカス方向の移動量を１１点
計算して、最小二乗法を使って直線の傾きを計算した計算結果の一例を示す図である。
【図２０】図１９の場合と同様の像計算で得た１１点の線幅変化量の計算結果に二次関数
を仮定して、最小二乗法による近似をした結果の一例を示す図である。
【図２１】ツェルニケ感度Ｓβiの一例を示すグラフである。
【図２２】図２２Ａは、Ｚ6とＺ13のクロストークを示す図、図２２Ｂは、Ｚ9とＺ12のク
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ロストークを示す図である。
【図２３】各クロス項の感度の一例を示すグラフである。
【図２４】一実施形態の予測方法を示すフローチャート（その２）である。
【図２５】ツェルニケ項の感度Ｓγ5iの感度の一例を示す図である。
【図２６】ツェルニケ項の感度Ｓγ3iの感度の一例を示す図である。
【図２７】ツェルニケ項の感度Ｓγ1iの感度の一例を示す図である。
【図２８】ツェルニケ項の感度Ｓδ4iの感度の一例を示す図である。
【図２９】ツェルニケ項の感度Ｓδ2iの感度の一例を示す図である。
【図３０】ＣＤ－フォーカス曲線ｙ”k，ｙ”k+1を、求める際の動作を示す模式図である
。
【図３１】図３１Ａは、精密な結像シミュレーションによって算出された、代表的な計測
点におけるＣＤ－フォーカス曲線の一例を示す図、図３１Ｂは、本発明の一実施形態の予
測方法によって予測された同一露光条件、同一パターンでの代表的な計測点におけるＣＤ
－フォーカス曲線の一例を示す図である。
【図３２】線幅ばらつきにΔＣＤに関して、新たなＺＳ法を用いた計算結果と、空間像の
計算結果との関係を示す図である。
【図３３】本発明に係るデバイス製造方法の実施形態を説明するためのフローチャートで
ある。
【図３４】図３３のステップ２０４の詳細を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００９７】
　以下、本発明の一実施形態を図１～図１２に基づいて説明する。
【００９８】
　図１には、一実施形態に係る露光装置１００の概略構成が示されている。この露光装置
１００は、露光用光源（以下「光源」という）にパルスレーザ光源を用いたステップ・ア
ンド・スキャン方式の縮小投影露光装置（いわゆるスキャナ）である。
【００９９】
　露光装置１００は、光源１６及び照明光学系１２から成る照明系、この照明系からのエ
ネルギビームとしての露光用照明光ＥＬにより照明されるマスクとしてのレチクルＲを保
持するマスクステージとしてのレチクルステージＲＳＴ、レチクルＲから出射された露光
用照明光ＥＬを物体としてのウエハＷ上（像面上）に投射する投影光学系ＰＬ、ウエハＷ
を保持するウエハステージＷＳＴ、及びこれらの制御系等を備えている。
【０１００】
　前記光源１６としては、ここでは、ＫｒＦエキシマレーザ（出力波長２４８ｎｍ）が用
いられている。なお、光源１６として、Ｆ2レーザ（出力波長１５７ｎｍ）あるいはＡｒ
Ｆエキシマレーザ（出力波長１９３ｎｍ）等の真空紫外域のパルス光を出力するパルス紫
外光源を用いても良い。
【０１０１】
　前記光源１６は、実際には、照明光学系１２の各構成要素及びレチクルステージＲＳＴ
、投影光学系ＰＬ、及びウエハステージＷＳＴ等から成る露光装置本体が収納されたチャ
ンバ１１が設置されたクリーンルームとは別のクリーン度の低いサービスルームに設置さ
れており、チャンバ１１にビームマッチングユニットと呼ばれる光軸調整用光学系を少な
くとも一部に含む不図示の送光光学系を介して接続されている。この光源１６では、主制
御装置５０からの制御情報ＴＳに基づいて、内部のコントローラにより、レーザビームＬ
Ｂの出力のオン・オフ、レーザビームＬＢの１パルスあたりのエネルギ、発振周波数（繰
り返し周波数）、中心波長及びスペクトル半値幅（波長幅）などが制御されるようになっ
ている。
【０１０２】
　前記照明光学系１２は、シリンダレンズ、ビームエキスパンダ（いずれも不図示）及び
オプティカルインテグレータ（ホモジナイザ）２２等を含むビーム整形・照度均一化光学
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系２０、照明系開口絞り板２４、第１リレーレンズ２８Ａ、第２リレーレンズ２８Ｂ、固
定レチクルブラインド３０Ａ、可動レチクルブラインド３０Ｂ、光路折り曲げ用のミラー
Ｍ及びコンデンサレンズ３２等を備えている。なお、オプティカルインテグレータとして
は、フライアイレンズ、ロッドインテグレータ（内面反射型インテグレータ）、あるいは
回折光学素子などを用いることができる。本実施形態では、オプティカルインテグレータ
２２としてフライアイレンズが用いられているので、以下ではフライアイレンズ２２とも
呼ぶものとする。
【０１０３】
　前記ビーム整形・照度均一化光学系２０は、チャンバ１１に設けられた光透過窓１７を
介して不図示の送光光学系に接続されている。このビーム整形・照度均一化光学系２０は
、光源１６でパルス発光され光透過窓１７を介して入射したレーザビームＬＢの断面形状
を、例えばシリンダレンズやビームエキスパンダを用いて整形する。また、このビーム整
形・照度均一化光学系２０において、レーザビームＬＢは、透過率を等比級数的に複数段
階で又は連続的に変更可能なＮＤフィルタを備えるエネルギ粗調器（不図示）と、交換可
能に配置される複数の回折光学素子、照明光学系の光軸に沿って可動なプリズム（円錐プ
リズム、多面体プリズムなど）、及びズーム光学系の少なくとも１つを含む光学ユニット
（不図示）とを経て、オプティカルインテグレータ２２に至る。上記光学ユニットは、オ
プティカルインテグレータ２２がフライアイレンズであるときはその入射面上での照明光
の強度分布、オプティカルインテグレータ２２が内面反射型インテグレータであるときは
その入射面に対する照明光の入射角度範囲などを可変とすることで、照明光学系の瞳面上
での照明光の光量分布（２次光源の大きさや形状）、すなわちレチクルＲの照明条件を変
更する。また、この光学ユニットは、その照明条件の変更の際に、光量損失を極力抑える
ようになっている。
【０１０４】
　そして、ビーム整形・照度均一化光学系２０内部の射出端側に位置するフライアイレン
ズ２２は、レチクルＲを均一な照度分布で照明するために、前記断面形状が整形されたレ
ーザビームの入射により、照明光学系１２の瞳面とほぼ一致するように配置されるその射
出側焦点面に多数の点光源（光源像）から成る面光源（２次光源）を形成する。この２次
光源から射出されるレーザビームを以下においては、「照明光ＥＬ」と呼ぶものとする。
【０１０５】
　なお、フライアイレンズ２２の射出側焦点面の近傍に、ほぼ等角度間隔で、複数の開口
絞り、例えば通常の円形開口より成る開口絞り（通常絞り）、小さな円形開口より成りコ
ヒーレンスファクタであるσ値を小さくするための開口絞り（小σ絞り）、輪帯照明用の
輪帯状の開口絞り（輪帯絞り）、及び変形光源法用に複数の開口を偏心させて配置して成
る変形開口絞りなどが形成された円板状部材から成る照明系開口絞り板を配置しても良い
。かかる場合には、前述の光学ユニットとともに、この照明系開口絞り板を用い、いずれ
かの開口絞りを照明光ＥＬの光路上に選択的に設定することにより、照明光学系の瞳面上
での照明光の光量分布（２次光源の大きさや形状）、すなわちレチクルＲの照明条件の変
更を行うことが可能となる。特に、前述の光学ユニットのみで設定できない照明条件であ
っても、照明系開口絞り板を設けることで、光量損失を少なくしつつその照明条件を簡単
に設定することができる。
【０１０６】
　フライアイレンズ２２（又は照明系開口絞り板）から射出された照明光ＥＬの光路上に
、固定レチクルブラインド３０Ａ、可動レチクルブラインド３０Ｂを介在させて第１リレ
ーレンズ２８Ａ及び第２リレーレンズ２８Ｂから成るリレー光学系が配置されている。固
定レチクルブラインド３０Ａは、レチクルＲのパターン面に対する共役面から僅かにデフ
ォーカスして配置され、レチクルＲ上の矩形の照明領域ＩＡＲを規定する矩形開口が形成
されている。また、この固定レチクルブラインド３０Ａの近傍に走査方向（図１における
紙面内左右方向であるＹ軸方向）に対応する方向の位置及び幅が可変の開口部を有する可
動レチクルブラインド３０Ｂが配置され、走査露光の開始時及び終了時にその可動レチク
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ルブラインド３０Ｂを介して照明領域を更に制限することによって、不要な部分の露光が
防止されるようになっている。さらに、可動レチクルブラインド３０Ｂは走査方向と直交
する非走査方向（図１における紙面直交方向であるＸ軸方向）に対応する方向に関しても
開口部の幅が可変であり、ウエハＷ上に転写すべきレチクルＲのパターンに応じて照明領
域の非走査方向の幅を調整できるようになっている。
【０１０７】
　リレー光学系を構成する第２リレーレンズ２８Ｂ後方の照明光ＥＬの光路上には、当該
第２リレーレンズ２８Ｂを通過した照明光ＥＬをレチクルＲに向けて反射する折り曲げミ
ラーＭが配置され、このミラーＭ後方の照明光ＥＬの光路上にコンデンサレンズ３２が配
置されている。
【０１０８】
　以上の構成において、フライアイレンズ２２の入射面、可動レチクルブラインド３０Ｂ
の配置面、及びレチクルＲのパターン面は、光学的に互いに共役に設定され、フライアイ
レンズ２２の射出側焦点面に形成される光源面（照明光学系の瞳面）、投影光学系ＰＬの
フーリエ変換面（射出瞳面）は光学的に互いに共役に設定され、ケーラー照明系となって
いる。
【０１０９】
　このようにして構成された照明系の作用を簡単に説明すると、光源１６からパルス発光
されたレーザビームＬＢは、ビーム整形・照度均一化光学系２０に入射して断面形状が整
形されるなどした後、フライアイレンズ２２に入射する。これにより、フライアイレンズ
２２の射出側焦点面に前述した２次光源が形成される。
【０１１０】
　上記の２次光源から射出された照明光ＥＬは、第１リレーレンズ２８Ａを経て固定レチ
クルブラインド３０Ａに至り、該固定レチクルブラインド３０Ａの開口及び可動レチクル
ブラインド３０Ｂ、さらには第２リレーレンズ２８Ｂを通過してミラーＭによって光路が
垂直下方に折り曲げられた後、コンデンサレンズ３２を経て、レチクルステージＲＳＴ上
に保持されたレチクルＲ上の矩形の照明領域ＩＡＲを均一な照度分布で照明する。
【０１１１】
　前記レチクルステージＲＳＴ上にはレチクルＲが装填され、不図示の静電チャック（又
はバキュームチャック）等を介して吸着保持されている。レチクルステージＲＳＴは、不
図示の駆動系により水平面（ＸＹ平面）内で微小駆動（回転を含む）が可能な構成となっ
ている。レチクルステージＲＳＴは、例えばリニアモータ等を含む不図示のレチクルステ
ージ駆動部によって、照明系の光軸ＩＸ（後述する投影光学系ＰＬの光軸ＡＸに一致）に
垂直なＸＹ平面内で微少駆動可能（Ｚ軸回りの回転を含む）であるとともに、所定の走査
方向（ここではＹ軸方向とする）に指定された走査速度で駆動可能となっている。
【０１１２】
　レチクルステージＲＳＴのＸＹ平面内の位置は、レチクルステージＲＳＴに設けられた
又は形成された反射面を介してレチクルレーザ干渉計（以下、「レチクル干渉計」という
）５４Ｒによって、例えば０．５～１ｎｍ程度の分解能で常時検出される。レチクル干渉
計５４ＲからのレチクルステージＲＳＴの位置情報は、本体チャンバ１１の外部に設置さ
れた主制御装置５０に供給される。主制御装置５０は、レチクルステージＲＳＴの位置情
報に基づいてレチクルステージ駆動部（不図示）を介してレチクルステージＲＳＴを駆動
制御する。
【０１１３】
　なお、レチクルＲに用いる材質は、使用する光源によって使い分ける必要がある。すな
わち、ＫｒＦエキシマレーザ、ＡｒＦエキシマレーザを光源とする場合は、合成石英、ホ
タル石等のフッ化物結晶、あるいはフッ素ドープ石英等を用いることができるが、Ｆ2レ
ーザを用いる場合には、ホタル石等のフッ化物結晶や、フッ素ドープ石英等で形成する必
要がある。
【０１１４】



(25) JP 4352458 B2 2009.10.28

10

20

30

40

50

　前記投影光学系ＰＬは、例えば両側テレセントリックな縮小系が用いられている。この
投影光学系ＰＬの投影倍率は例えば１／４、１／５あるいは１／６等である。このため、
前記の如くして、照明光ＥＬによりレチクルＲ上の照明領域ＩＡＲが照明されると、投影
光学系ＰＬを介してその照明領域ＩＡＲ内のレチクルＲの回路パターン等の縮小像がその
照明領域ＩＡＲと共役なウエハＷ上の照明光ＥＬの照射領域（露光領域）ＩＡに形成され
る。
【０１１５】
　投影光学系ＰＬとしては、複数枚、例えば１０～２０枚程度の屈折光学素子（レンズ素
子）１３のみから成る屈折系が用いられている。この投影光学系ＰＬを構成する複数枚の
レンズ素子１３のうち、物体面側（レチクルＲ側）の複数枚（ここでは、説明を簡略化す
るために５枚とする）のレンズ素子１３1，１３2，１３3，１３4，１３5は、結像性能補
正コントローラ４８によって外部から駆動可能な可動レンズとなっている。レンズ素子１
３1～１３5は、不図示の二重構造のレンズホルダをそれぞれ介して鏡筒に保持されている
。これらレンズ素子１３1～１３5は、内側レンズホルダにそれぞれ保持され、これらの内
側レンズホルダが不図示の駆動素子、例えばピエゾ素子などにより重力方向に３点で外側
レンズホルダに対して支持されている。そして、これらの駆動素子に対する印加電圧を独
立して調整することにより、レンズ素子１３1～１３5のそれぞれを投影光学系ＰＬの光軸
方向であるＺ軸方向にシフト駆動、及びＸＹ面に対する傾斜方向（すなわちＸ軸回りの回
転方向（θｘ）及びＹ軸回りの回転方向（θｙ））に駆動可能（チルト可能）な構成とな
っている。
【０１１６】
　その他のレンズ素子１３は、通常のレンズホルダを介して鏡筒に保持されている。なお
、レンズ素子１３1～１３5に限らず、投影光学系ＰＬの瞳面近傍、又は像面側に配置され
るレンズ、あるいは投影光学系ＰＬの収差、特にその非回転対称成分を補正する収差補正
板（光学プレート）などを駆動可能に構成しても良い。更に、それらの駆動可能な光学素
子の自由度（移動可能な方向）は３つに限られるものではなく１つ、２つあるいは４つ以
上でも良い。
【０１１７】
　また、投影光学系ＰＬの瞳面の近傍には、開口数（Ｎ．Ａ．）を所定範囲内で連続的に
変更可能な瞳開口絞り１５が設けられている。この瞳開口絞り１５としては、例えばいわ
ゆる虹彩絞りが用いられている。この瞳開口絞り１５は、主制御装置５０によって制御さ
れる。
【０１１８】
　なお、照明光ＥＬとしてＫｒＦエキシマレーザ光、ＡｒＦエキシマレーザ光を用いる場
合には、投影光学系ＰＬを構成する各レンズ素子としてはホタル石等のフッ化物結晶や前
述したフッ素ドープ石英の他、合成石英をも用いることができるが、Ｆ2レーザ光を用い
る場合には、この投影光学系ＰＬに使用されるレンズの材質は、全てホタル石等のフッ化
物結晶やフッ素ドープ石英が用いられる。
【０１１９】
　前記ウエハステージＷＳＴ上には不図示のウエハホルダを介してウエハＷが静電吸着（
あるいは真空吸着）等により保持されている。
【０１２０】
　ウエハステージＷＳＴは、投影光学系ＰＬの下方に配置され、リニアモータ、ボイスコ
イルモータ（ＶＣＭ）等から成る不図示のウエハステージ駆動部により、ＸＹ平面内方向
及びＺ軸方向に駆動可能であり、ＸＹ面に対する傾斜方向（Ｘ軸回りの回転方向（θｘ方
向）及びＹ軸回りの回転方向（θｙ方向））にも微小駆動可能となっている。すなわち、
ウエハステージＷＳＴは、走査方向（Ｙ軸方向）の移動のみならず、ウエハＷ上の複数の
ショット領域をそれぞれ露光領域ＩＡに対して相対移動して走査露光を行うことができる
ように、走査方向に直交する非走査方向（Ｘ軸方向）にも移動可能に構成されており、こ
れにより、ウエハＷ上の各ショット領域を走査（スキャン）露光する動作と、次ショット
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の露光のための加速開始位置まで移動（ステップ）する動作とを繰り返すステップ・アン
ド・スキャン動作が可能となる。
【０１２１】
　ウエハステージＷＳＴのＸＹ平面内での位置（Ｚ軸回りの回転（θｚ回転）を含む）は
、ウエハステージＷＳＴに設けられた又は形成された反射面を介してウエハレーザ干渉計
（以下、「ウエハ干渉計」と略述する）５４Ｗによって、例えば０．５～１ｎｍ程度の分
解能で常時検出されている。ウエハ干渉計５４Ｗは、測長軸を複数有する多軸干渉計を複
数含み、これらの干渉計によって、ウエハステージＷＳＴの回転（θｚ回転(ヨーイング)
、Ｙ軸回りの回転であるθｙ回転（ピッチング）、及びＸ軸回りの回転であるθｘ回転（
ローリング））が計測可能となっている。
【０１２２】
　ウエハ干渉計５４Ｗによって検出されたウエハステージＷＳＴの位置情報（又は速度情
報）は主制御装置５０に供給される。主制御装置５０は、ウエハステージＷＳＴの上記位
置情報（又は速度情報）に基づいて、不図示のウエハステージ駆動部を介してウエハステ
ージＷＳＴの位置を制御する。
【０１２３】
　また、ウエハステージＷＳＴ上には、後述するアライメント系ＡＬＧのいわゆるベース
ライン計測用の基準マーク等の基準マークが形成された基準マーク板ＦＭが、その表面が
ほぼウエハＷの表面と同一高さとなるように固定されている。
【０１２４】
　また、ウエハステージＷＳＴの＋Ｙ側（図１における紙面内右側）の側面には、着脱自
在のポータブルな光学特性計測装置としての波面収差計測装置８０が取り付けられている
。
【０１２５】
　この波面収差計測装置８０は、図２に示されるように、中空の筐体８２と、該筐体８２
の内部に所定の位置関係で配置された複数の光学素子から成る受光光学系８４と、筐体８
２の内部のーＸ側端部に配置された受光部８６とを備えている。
【０１２６】
　前記筐体８２は、ＸＺ断面Ｌ字状で内部に空間が形成された部材から成り、その最上部
（＋Ｚ方向端部）には、筐体８２の上方からの光が筐体８２の内部空間に向けて入射する
ように、平面視（上方から見て）円形の開口８２ａが形成されている。また、この開口８
２ａを筐体８２の内部側から覆うようにカバーガラス８８が設けられている。カバーガラ
ス８８の上面には、クロム等の金属の蒸着により中央部に円形の開口を有する遮光膜が形
成され、該遮光膜によって、投影光学系ＰＬの波面収差の計測の際に周囲からの不要な光
が受光光学系８４に入射するのが遮られている。
【０１２７】
　前記受光光学系８４は、筐体８２の内部のカバーガラス８８の下方に、上から下に順次
配置された、対物レンズ８４ａ，リレーレンズ８４ｂ，折り曲げミラー８４ｃと、該折り
曲げミラー８４ｃのーＸ側に順次配置されたコリメータレンズ８４ｄ、及びマイクロレン
ズアレイ８４ｅから構成されている。折り曲げミラー８４ｃは、４５°で斜設されており
、該折り曲げミラー８４ｃによって、上方から鉛直下向きに対物レンズ８４ａに対して入
射した光の光路がコリメータレンズ８４ｄに向けて折り曲げられるようになっている。な
お、この受光光学系８４を構成する各光学部材は、筐体８２の壁の内側に不図示の保持部
材を介してそれぞれ固定されている。前記マイクロレンズアレイ８４ｅは、複数の小さな
凸レンズ（レンズ素子）が光路に対して直交する面内にアレイ状に配置されて構成されて
いる。
【０１２８】
　前記受光部８６は、２次元ＣＣＤ等から成る受光素子と、例えば電荷転送制御回路等の
電気回路等から構成されている。受光素子は、対物レンズ８４ａに入射し、マイクロレン
ズアレイ８４ｅから出射される光束のすべてを受光するのに十分な面積を有している。な
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お、受光部８６による計測データは、不図示の信号線を介して、あるいは無線送信にて主
制御装置５０に出力される。
【０１２９】
　上述した波面収差計測装置８０を用いることにより、投影光学系ＰＬの波面収差の計測
を、オン・ボディ（すなわち、投影光学系ＰＬが露光装置に組み込まれた状態）にて行う
ことができる。なお、この波面収差計測装置８０を用いた投影光学系ＰＬの波面収差の計
測方法については後述する。
【０１３０】
　図１に戻り、本実施形態の露光装置１００には、主制御装置５０によってオン・オフが
制御される光源を有し、投影光学系ＰＬの結像面に向けて多数のピンホール又はスリット
の像を形成するための結像光束を光軸ＡＸに対して斜め方向より照射する照射系６０ａと
、それらの結像光束のウエハＷ表面での反射光束を受光する受光系６０ｂとからなる射入
射方式の多点焦点位置検出系（以下、単に「焦点位置検出系」と呼ぶ）が設けられている
。なお、本実施形態の焦点位置検出系（６０ａ、６０ｂ）と同様の多点焦点位置検出系の
詳細な構成は、例えば特開平６－２８３４０３号公報及びこれに対応する米国特許第５，
４４８，３３２号等に開示されている。上記公報及び米国特許における開示を援用して本
明細書の記載の一部とする。
【０１３１】
　なお、上記公報及び米国特許に記載の多点焦点位置検出系は、露光領域ＩＡ内で少なく
とも非走査方向に離れて設定される複数点でそれぞれ投影光学系ＰＬの光軸ＡＸと平行な
方向（Ｚ軸方向）に関するウエハＷの位置情報を検出するだけでなく、走査方向のウエハ
Ｗの起伏を先読みする機能等を有しているが、それらの機能は有していなくても良く、ま
た、照射系６０ａによって照射される光束の形状は、平行四辺形その他の形状であっても
良い。
【０１３２】
　主制御装置５０では、走査露光時等に、受光系６０ｂからの焦点ずれ信号（デフォーカ
ス信号）、例えばＳカーブ信号に基づいて焦点ずれが零あるいは焦点深度内となるように
、ウエハＷのＺ位置及びＸＹ面に対する傾斜をウエハステージ駆動部（不図示）を介して
制御することにより、オートフォーカス（自動焦点合わせ）及びオートレベリングを実行
する。また、主制御装置５０では、後述する波面収差の計測の際に、焦点位置検出系（６
０ａ，６０ｂ）を用いて波面収差計測装置８０のＺ位置の計測及び位置合わせを行う。こ
のとき、必要に応じて波面収差計測装置８０の傾斜計測も行うようにしても良い。
【０１３３】
　さらに、露光装置１００は、ウエハステージＷＳＴ上に保持されたウエハＷ上のアライ
メントマーク及び基準マーク板ＦＭ上に形成された基準マークの位置計測等に用いられる
オフ・アクシス（off-axis）方式のアライメント系ＡＬＧを備えている。このアライメン
ト系ＡＬＧとしては、例えばウエハ上のレジストを感光させないブロードバンドな検出光
束を対象マークに照射し、その対象マークからの反射光により受光面に結像された対象マ
ークの像と不図示の指標の像とを撮像素子（ＣＣＤ等）を用いて撮像し、それらの撮像信
号を出力する画像処理方式のＦＩＡ（Field　Image　Alignment）系のセンサが用いられ
る。なお、ＦＩＡ系に限らず、コヒーレントな検出光を対象マークに照射し、その対象マ
ークから発生する散乱光又は回折光を検出したり、その対象マークから発生する２つの回
折光（例えば同次数）を干渉させて検出したりするアライメントセンサを単独であるいは
適宜組み合わせて用いることは勿論可能である。
【０１３４】
　さらに、本実施形態の露光装置１００では、図示は省略されているが、レチクルＲの上
方に、投影光学系ＰＬを介してレチクルＲ上のレチクルマークと対応する基準マーク板上
の基準マークとを同時に観察するための露光波長を用いたＴＴＲ（Through　The　Reticl
e）アライメント系から成る一対のレチクルアライメント検出系が設けられている。これ
らのレチクルアライメント検出系としては、例えば特開平７－１７６４６８号公報及びこ
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れに対応する米国特許第５，６４６，４１３号などに開示されるものと同様の構成のもの
が用いられている。出願で指定した指定国又は選択した選択国の国内法令が許す限りにお
いて、上記公報及び米国特許における開示を援用して本明細書の記載の一部とする。
【０１３５】
　前記制御系は、図１中、前記主制御装置５０によって主に構成される。主制御装置５０
は、ＣＰＵ（中央演算処理装置）、ＲＯＭ（リード・オンリ・メモリ）、ＲＡＭ（ランダ
ム・アクセス・メモリ）等からなるいわゆるワークステーション（又はマイクロコンピュ
ータ）等から構成され、前述した種々の制御動作を行う他、装置全体を統括して制御する
。主制御装置５０は、例えば露光動作が的確に行われるように、例えば、ウエハステージ
ＷＳＴのショット間ステッピング、露光タイミング等を統括して制御する。
【０１３６】
　また、主制御装置５０には、例えばハードディスクから成る記憶装置４２、キーボード
，マウス等のポインティングデバイス等を含んで構成される入力装置４５及びＣＲＴディ
スプレイ（又は液晶ディスプレイ）等の表示装置４４が接続されている。また、主制御装
置５０には、ＬＡＮなどの通信ネットワークを通じてワークステーションやパーソナルコ
ンピュータ等のシミュレーション用コンピュータ４６が接続されている。このシミュレー
ション用コンピュータ４６には、露光装置１００の光学モデルが設定された結像シミュレ
ーションソフトウエア、すなわち結像シミュレータがインストールされている。
【０１３７】
　次に、メンテナンス時などに行われる露光装置１００における波面収差の計測方法につ
いて説明する。なお、以下の説明においては、説明の簡略化のため、波面収差計測装置８
０内の受光光学系８４の収差は無視できるほど小さいものとする。
【０１３８】
　通常の露光時には、波面収差計測装置８０は、ウエハステージＷＳＴから取り外されて
いるため、波面計測に際しては、まず、オペレータあるいはサービスエンジニア等（以下
、適宜「オペレータ等」という）によりウエハステージＷＳＴの側面に対して波面収差計
測装置８０を取り付ける作業が行われる。この取り付けに際しては、波面計測時に波面収
差計測装置８０が、ウエハステージＷＳＴの移動ストローク内に収まるように、所定の基
準面（ここでは＋Ｙ側の面）にボルトあるいはマグネット等を介して固定される。
【０１３９】
　上記の取り付け終了後、オペレータ等による計測開始のコマンドの入力に応答して、主
制御装置５０では、アライメント系ＡＬＧの下方に波面収差計測装置８０が位置するよう
に、ウエハステージ駆動部（不図示）を介してウエハステージＷＳＴを移動させる。そし
て、主制御装置５０では、アライメント系ＡＬＧにより波面収差計測装置８０に設けられ
た不図示の位置合わせマークを検出し、その検出結果とそのときのウエハ干渉計５４Ｗの
計測値とに基づいて位置合わせマークの位置座標を算出し、波面収差計測装置８０の正確
な位置を求める。そして、波面収差計測装置８０の位置計測後、主制御装置５０では以下
のようにして波面収差の計測を実行する。
【０１４０】
　まず、主制御装置５０は、不図示のレチクルローダによりピンホールパターンが形成さ
れた不図示の計測用レチクル（以下、「ピンホールレチクル」と呼ぶ）をレチクルステー
ジＲＳＴ上にロードする。このピンホールレチクルは、そのパターン面の複数点にピンホ
ール（ほぼ理想的な点光源となって球面波を発生するピンホール）が形成されたレチクル
である。なお、例えば中心が投影光学系ＰＬの光軸ＡＸと一致するようにピンホールレチ
クルが設定されるとき、複数のピンホールは照明領域ＩＡＲ内に配置され、かつその投影
像が投影光学系ＰＬの視野内で波面収差を計測すべき複数点（後述の第１～第ｎ計測点）
にそれぞれ形成されるようになっている。
【０１４１】
　なお、ここで用いられるピンホールレチクルには、上面に拡散面を設けるなどして、投
影光学系ＰＬの瞳面のほぼ全面にピンホールパターンからの光を分布させることで、投影
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光学系ＰＬの瞳面の全面で波面収差が計測されるようになっているものとする。なお、本
実施形態では投影光学系ＰＬの瞳面近傍に開口絞り１５が設けられているので、実質的に
開口絞り１５で規定されるその瞳面で波面収差が計測されることになる。
【０１４２】
　ピンホールレチクルのロード後、主制御装置５０では、前述のレチクルアライメント検
出系を用いて、ピンホールレチクルに形成されたレチクルアライメントマークを検出し、
その検出結果に基づいて、ピンホールレチクルを所定の位置に位置合わせする。これによ
り、ピンホールレチクルの中心と投影光学系ＰＬの光軸とがほぼ一致する。
【０１４３】
　この後、主制御装置５０では、光源１６に制御情報ＴＳを与えてレーザビームＬＢを発
光させる。これにより、照明光学系１２からの照明光ＥＬが、ピンホールレチクルに照射
される。そして、ピンホールレチクルの複数のピンホールから射出された光が投影光学系
ＰＬを介して像面上に集光され、ピンホールの像が像面に結像される。
【０１４４】
　次に、主制御装置５０は、ピンホールレチクル上のいずれかのピンホール（以下におい
ては、着目するピンホールと呼ぶ）の像が結像する結像点に波面収差計測装置８０の開口
８２ａのほぼ中心が一致するように、ウエハ干渉計５４Ｗの計測値をモニタしつつ、ウエ
ハステージ駆動部（不図示）を介してウエハステージＷＳＴを移動する。この際、主制御
装置５０は、焦点位置検出系（６０ａ，６０ｂ）の検出結果に基づいて、ピンホール像が
結像される像面に波面収差計測装置８０のカバーガラス８８の上面を一致させるべく、ウ
エハステージ駆動部（不図示）を介してウエハステージＷＳＴをＺ軸方向に微少駆動する
。このとき、必要に応じてウエハステージＷＳＴの傾斜角も調整する。これにより、着目
するピンホールの像光束がカバーガラス８８の中央の開口を介して受光光学系８４に入射
し、受光部８６を構成する受光素子によって受光される。
【０１４５】
　これを更に詳述すると、ピンホールレチクル上の着目するピンホールからは球面波が発
生し、この球面波が、投影光学系ＰＬ、及び波面収差計測装置８０の受光光学系８４を構
成する対物レンズ８４ａ、リレーレンズ８４ｂ、ミラー８４ｃ、コリメータレンズ８４ｄ
を介して平行光束となって、マイクロレンズアレイ８４ｅを照射する。これにより、投影
光学系ＰＬの瞳面がマイクロレンズアレイ８４ｅにリレーされ、分割される。そして、こ
のマイクロレンズアレイ８４ｅの各レンズ素子によってそれぞれの光が受光素子の受光面
に集光され、該受光面にピンホールの像がそれぞれ結像される。
【０１４６】
　このとき、投影光学系ＰＬが、波面収差の無い理想的な光学系であるならば、投影光学
系ＰＬの瞳面における波面は理想的な波面（ここでは平面）になり、その結果マイクロレ
ンズアレイ８４ｅに入射する平行光束が平面波となり、その波面は理想的な波面となる筈
である。この場合、図３Ａに示されるように、マイクロレンズアレイ８４ｅを構成する各
レンズ素子の光軸上の位置にスポット像（以下、「スポット」とも呼ぶ）が結像する。
【０１４７】
　しかるに、投影光学系ＰＬには通常、波面収差が存在するため、マイクロレンズアレイ
８４ｅに入射する平行光束の波面は理想的な波面からずれ、そのずれ、すなわち波面の理
想波面に対する傾きに応じて、図３Ｂに示されるように、各スポットの結像位置がマイク
ロレンズアレイ８４ｅの各レンズ素子の光軸上の位置からずれることとなる。この場合、
各スポットの基準点（各レンズ素子の光軸上の位置）からの位置のずれは、波面の傾きに
対応している。
【０１４８】
　そして、受光部８６を構成する受光素子上の各集光点に入射した光（スポット像の光束
）が受光素子でそれぞれ光電変換され、該光電変換信号が電気回路を介して主制御装置５
０に送られる。主制御装置５０では、その光電変換信号に基づいて各スポットの結像位置
を算出し、更に、その算出結果と既知の基準点の位置データとを用いて、位置ずれ（Δξ
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，Δη）を算出してＲＡＭに格納する。このとき、主制御装置５０には、ウエハ干渉計５
４Ｗのそのときの計測値（Ｘi，Ｙi）が供給されている。
【０１４９】
　上述のようにして、１つの着目するピンホール像の結像点における波面収差計測装置８
０による、スポット像の位置ずれの計測が終了すると、主制御装置５０では、次のピンホ
ール像の結像点に、波面収差計測装置８０の開口８２ａのほぼ中心が一致するように、ウ
エハステージＷＳＴを移動する。この移動が終了すると、前述と同様にして、主制御装置
５０により、光源１６からレーザビームＬＢの発光が行われ、同様にして主制御装置５０
によって各スポットの結像位置が算出される。以後、他のピンホール像の結像点で同様の
計測が順次行われる。
【０１５０】
　このようにして、必要な計測が終了した段階では、主制御装置５０のＲＡＭには、前述
した各ピンホール像の結像点における位置ずれデータ（Δξ，Δη）と、各結像点の座標
データ（各ピンホール像の結像点における計測を行った際のウエハ干渉計５４Ｗの計測値
（Ｘi，Ｙi））とが格納されている。なお、上記計測時に全てのピンホールに照明光ＥＬ
を同時に照射しても良いが、可動レチクルブラインド３０Ｂを用いて、レチクル上の着目
するピンホールのみ、あるいは少なくとも着目するピンホールを含む一部領域のみが照明
光ＥＬで照明されるように、例えばピンホール毎に、レチクル上での照明領域の位置や大
きさなどを変更しても良い。
【０１５１】
　次に、主制御装置５０では、ＲＡＭ内に格納されている各ピンホール像の結像点におけ
る位置ずれデータ（Δξ，Δη）と、各結像点の座標データとに基づいて、以下に説明す
る原理に従ってピンホール像の結像点に対応する、すなわち投影光学系ＰＬの視野内の第
１計測点（評価点）～第ｎ計測点（評価点）に対応する波面（波面収差）、ここでは、後
述する式（３）のフリンジツェルニケ多項式（以下、適宜「ツェルニケ多項式」と略述す
る）の各項（ツェルニケ項）の係数、例えば第１項の係数Ｚ1～第３７項の係数Ｚ37を変
換プログラムに従って演算する。本実施形態では、ツェルニケ多項式として、フリンジツ
ェルニケ多項式を採りあげて、以下説明を行うものとする。
【０１５２】
　本実施形態では、上記の位置ずれ（Δξ，Δη）に基づいて、変換プログラムに従った
演算により投影光学系ＰＬの波面を求める。すなわち、位置ずれ（Δξ，Δη）は、波面
の理想波面に対する傾斜をそのまま反映した値になり、逆に位置ずれ（Δξ，Δη）に基
づいて波面を復元することができる。なお、上述した位置ずれ（Δξ，Δη）と波面との
物理的な関係から明らかなように、本実施形態における波面の算出原理は、周知のShack-
Hartmannの波面算出原理そのものである。
【０１５３】
　次に、上記の位置ずれに基づいて、波面を算出する方法について、簡単に説明する。
【０１５４】
　上述の如く、位置ずれ（Δξ，Δη）は波面の傾きに対応しており、これを積分するこ
とにより波面の形状（厳密には基準面（理想波面）からのずれ）が求められる。波面（波
面の基準面からのずれ）の式をＷ（ｘ，ｙ）とし、比例係数をｋとすると、次式（１）、
（２）のような関係式が成立する。
【０１５５】
【数１】
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　スポット位置のみでしか与えられていない波面の傾きをそのまま積分するのは容易では
ないため、面形状を級数に展開して、これにフィットするものとする。この場合、級数は
直交系を選ぶものとする。ツェルニケ多項式は軸対称な面の展開に適した級数で、円周方
向は三角級数に展開する。すなわち、波面Ｗを極座標系（ρ，θ）で表すと、次式（３）
のように展開できる。
【０１５６】
【数２】

　直交系であるから各項の係数Ｚiを独立に決定することができる。ｉを適当な値で切る
ことはある種のフィルタリングを行うことに対応する。なお、一例として第１項～第３７
項までのｆi（ρ，θ）（ρを独立変数とする動径多項式）を係数Ｚiとともに例示すると
、次の表１のようになる。但し、表１中の第３７項は、実際のツェルニケ多項式では、第
４９項に相当するが、本明細書では、ｉ＝３７の項（第３７項）として取り扱うものとす
る。すなわち、本発明において、ツェルニケ多項式の項の数は、特に限定されるものでは
ない。
【０１５７】
【表１】

　実際には、その微分が上記の位置ずれとして検出されるので、フィッティングは微係数
に
ついて行う必要がある。極座標系（ｘ＝ρｃｏｓθ，ｙ＝ρｓｉｎθ）では、次式（４）
、
（５）のように表される。
【０１５８】
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【数３】

　ツェルニケ多項式の微分形は直交系ではないので、フィッティングは最小二乗法で行う
必要がある。１つのスポット像の結像点の情報（ずれ量）はＸとＹ方向につき与えられる
ので、ピンホールの数をｎ（ｎは、投影光学系ＰＬの視野内の計測点（評価点）の数に対
応しており、本実施形態では、説明の簡略化のためにｎは例えば３３とする）とすると、
上記式（１）～（５）で与えられる観測方程式の数は２ｎ（＝６６）となる。
【０１５９】
　ツェルニケ多項式のそれぞれの項は光学収差に対応する。しかも低次の項（ｉの小さい
項）は、ザイデル収差にほぼ対応する。ツェルニケ多項式を用いることにより、投影光学
系ＰＬの波面収差を求めることができる。
【０１６０】
　上述のような原理に従って、変換プログラムの演算手順が決められており、この変換プ
ログラムに従った演算処理により、投影光学系ＰＬの視野内の第１計測点～第ｎ計測点に
対応する波面の情報（波面収差）、ここでは、ツェルニケ多項式の各項の係数、例えば第
１項の係数Ｚ1～第３７項の係数Ｚ37が求められる。
【０１６１】
　前記記憶装置４２内には、投影光学系ＰＬの波面収差変化表のデータベースが記憶され
ている。ここで、波面収差変化表とは、投影光学系ＰＬと実質的に等価なモデルを用いて
、シミュレーションを行い、このシミュレーション結果として得られた、パターンの投影
像のウエハ上での形成状態を最適化するのに使用できる調整パラメータの単位調整量の変
化と、投影光学系ＰＬの視野内の複数の計測点それぞれに対応する結像性能、具体的には
波面のデータ、例えばツェルニケ多項式の第１項～第３７項の係数の変動量との関係を示
すデータを所定の規則に従って並べたデータ群から成る変化表である。
【０１６２】
　本実施形態では、上記の調整パラメータとしては、可動レンズ１３1，１３2，１３3，
１３4、１３5の各自由度方向（駆動可能な方向）の駆動量ｚ1、θｘ1、θｙ1、ｚ2、θｘ

2、θｙ2、ｚ3、θｘ3、θｙ3、ｚ4、θｘ4、θｙ4、ｚ5、θｘ5、θｙ5と、ウエハＷ表
面（ウエハステージＷＳＴ）の３自由度方向の駆動量Ｗｚ、Ｗθｘ、Ｗθｙ、及び照明光
ＥＬの波長のシフト量Δλの合計１９のパラメータが用いられる。
【０１６３】
　ここで、上記の波面収差変化表のデータベースの作成手順について、簡単に説明する。
まず、特定の光学ソフトがインストールされているシミュレーション用コンピュータに、
露光装置１００の光学条件（例えば、投影光学系ＰＬの設計値（開口数Ｎ．Ａ．や各レン
ズデータなど）、コヒーレンスファクタσ値（照明σ）又は照明光学系の開口数Ｎ．Ａ．
、及び照明光ＥＬの波長（露光波長）λ等）を入力する。次に、シミュレーション用コン
ピュータ４６に、投影光学系ＰＬの視野内の任意の第１計測点のデータを入力する。
【０１６４】
　次いで、可動レンズ１３1～１３5の各自由度方向（可動方向）、ウエハＷ表面の上記各
自由度方向、照明光の波長のシフト量のそれぞれについての単位量のデータを入力する。
例えば可動レンズ１３1をＺ方向シフトの＋方向に関して単位量だけ駆動するという指令
を入力すると、シミュレーション用コンピュータ４６により、投影光学系ＰＬの視野内の
予め定めた第１計測点についての第１波面の理想波面からの変化量のデータ、例えばツェ
ルニケ多項式の各項（例えば第１項～第３７項）の係数の変化量が算出され、その変化量
のデータがシミュレーション用コンピュータ４６のディスプレイの画面上に表示されると



(33) JP 4352458 B2 2009.10.28

10

20

30

40

50

ともに、その変化量がパラメータＰＡＲＡ１Ｐ１としてメモリに記憶される。
【０１６５】
　次いで、可動レンズ１３1をＹ方向チルト（ｘ軸回りの回転θｘ）の＋方向に関して単
位量だけ駆動するという指令を入力すると、シミュレーション用コンピュータ４６により
、第１計測点についての第２波面のデータ、例えばツェルニケ多項式の上記各項の係数の
変化量が算出され、その変化量のデータが上記ディスプレイの画面上に表示されるととも
に、その変化量がパラメータＰＡＲＡ２Ｐ１としてメモリに記憶される。
【０１６６】
　次いで、可動レンズ１３1をＸ方向チルト（ｙ軸回りの回転θｙ）の＋方向に関して単
位量だけ駆動するという指令を入力すると、シミュレーション用コンピュータ４６により
、第１計測点についての第３波面のデータ、例えばツェルニケ多項式の上記各項の係数の
変化量が算出され、その変化量のデータが上記ディスプレイの画面上に表示されるととも
に、その変化量がパラメータＰＡＲＡ３Ｐ１としてメモリに記憶される。
【０１６７】
　以後、上記と同様の手順で、第２計測点～第ｎ計測点までの各計測点の入力が行われ、
可動レンズ１３1のＺ方向シフト、Ｙ方向チルト，Ｘ方向チルトの指令入力がそれぞれ行
われる度毎に、シミュレーション用コンピュータ４６によって各計測点における第１波面
、第２波面、第３波面のデータ、例えばツェルニケ多項式の上記各項の係数の変化量が算
出され、各変化量のデータがディスプレイの画面上に表示されるとともに、パラメータＰ
ＡＲＡ１Ｐ２，ＰＡＲＡ２Ｐ２，ＰＡＲＡ３Ｐ２、……、ＰＡＲＡ１Ｐｎ，ＰＡＲＡ２Ｐ
ｎ，ＰＡＲＡ３Ｐｎとしてメモリに記憶される。
【０１６８】
　他の可動レンズ１３2，１３3，１３4，１３5についても、上記と同様の手順で、各計測
点の入力と、各自由度方向に関してそれぞれ単位量だけ＋方向に駆動する旨の指令入力が
行われ、これに応答してシミュレーション用コンピュータ４６により、可動レンズ１３2

，１３3，１３4，１３5を各自由度方向に単位量だけ駆動した際の第１～第ｎ計測点のそ
れぞれについての波面のデータ、例えばツェルニケ多項式の各項の変化量が算出され、パ
ラメータ（ＰＡＲＡ４Ｐ１，ＰＡＲＡ５Ｐ１，ＰＡＲＡ６Ｐ１，……，ＰＡＲＡ１５Ｐ１
）、パラメータ（ＰＡＲＡ４Ｐ２，ＰＡＲＡ５Ｐ２，ＰＡＲＡ６Ｐ２，……，ＰＡＲＡ１
５Ｐ２）、……、パラメータ（ＰＡＲＡ４Ｐｎ，ＰＡＲＡ５Ｐｎ，ＰＡＲＡ６Ｐｎ，……
，ＰＡＲＡ１５Ｐｎ）がメモリ内に記憶される。
【０１６９】
　また、ウエハＷについても、上記と同様の手順で、各計測点の入力と、各自由度方向に
関してそれぞれ単位量だけ＋方向に駆動する旨の指令入力が行われ、これに応答してシミ
ュレーション用コンピュータ４６により、ウエハＷをＺ、θｘ、θｙの各自由度方向に単
位量だけ駆動した際の第１～第ｎ計測点のそれぞれについての波面のデータ、例えばツェ
ルニケ多項式の各項の変化量が算出され、パラメータ（ＰＡＲＡ１６Ｐ１，ＰＡＲＡ１７
Ｐ１，ＰＡＲＡ１８Ｐ１）、パラメータ（ＰＡＲＡ１６Ｐ２，ＰＡＲＡ１７Ｐ２，ＰＡＲ
Ａ１８Ｐ２）、……、パラメータ（ＰＡＲＡ１６Ｐｎ，ＰＡＲＡ１７Ｐｎ，ＰＡＲＡ１８
Ｐｎ）がメモリ内に記憶される。
【０１７０】
　さらに、波長シフトに関しても、上記と同様の手順で、各計測点の入力と、単位量だけ
＋方向に波長をシフトする旨の指令入力が行われ、これに応答してシミュレーション用コ
ンピュータにより、波長を＋方向に単位量だけシフトした際の第１～第ｎ計測点のそれぞ
れについての波面のデータ、例えばツェルニケ多項式の各項の変化量が算出され、ＰＡＲ
Ａ１９Ｐ１、ＰＡＲＡ１９Ｐ２、……、ＰＡＲＡ１９Ｐｎがメモリ内に記憶される。
【０１７１】
　ここで、上記パラメータＰＡＲＡｉＰｊ（ｉ＝１～１９、ｊ＝１～ｎ）のそれぞれは、
３７行１列の列マトリックス（縦ベクトル）である。すなわち、ｎ＝３３とすると、調整
パラメータＰＡＲＡ１について、次式（６）のようになる。なお、パラメータＰＡＲＡｉ
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ックスであるかのような表現形式を採用している。
【０１７２】
【数４】

　また、調整パラメータＰＡＲＡ２について、次式（７）のようになる。
【０１７３】
【数５】

　同様に、他の調整パラメータＰＡＲＡ３～ＰＡＲＡ１９についても、次式（８）のよう
になる。
【０１７４】

【数６】

　そして、このようにしてメモリ内に記憶されたツェルニケ多項式の各項の係数の変化量
から成る列マトリックス（縦ベクトル）ＰＡＲＡ１Ｐ１～ＰＡＲＡ１９Ｐｎは、調整パラ
メータ毎に纏められ、１９個の調整パラメータ毎の波面収差変化表として並べ替えが行わ
れる。その結果、列マトリックス（縦ベクトル）ＰＡＲＡ１Ｐ１～ＰＡＲＡ１９Ｐｎを要
素とする次式（９）で示されるマトリックス（行列）Ｏが作成される。なお、式（９）で
は、ｍ＝１９である。
【０１７５】
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【数７】

　そして、このようにして作成された、投影光学系ＰＬの波面収差変化表から成るデータ
ベースが、記憶装置４２の内部に格納されている。
【０１７６】
　次に、本実施形態の露光装置１００のメンテナンス時などにおいて行われる、投影光学
系ＰＬによるパターン像の結像状態を調整するための、可動レンズ１３１～１３5などの
前述の１９個の調整パラメータの設定方法、すなわち投影光学系ＰＬの通常の調整方法に
ついて、その原理説明を含めて詳述する。
【０１７７】
　まず、前述した手順で投影光学系ＰＬの波面収差を、波面収差計測装置８０を用いて計
測する。その計測結果、すなわち投影光学系ＰＬの視野内の第１計測点（評価点）～第ｎ
計測点（評価点）に対応する波面（波面収差）のデータ、すなわちツェルニケ多項式の各
項、例えば第１項の係数Ｚ1～第３７項の係数Ｚ37が求められ、主制御装置５０のＲＡＭ
などのメモリ内に記憶される。
【０１７８】
　以下の説明においては、第１計測点～第ｎ計測点に対応する波面（波面収差）のデータ
を、次式（１０）のような列マトリックスＱで表現する。
【０１７９】
【数８】

　なお、上式（１０）において、マトリックスＱの要素Ｐ1～Ｐnは、それぞれがツェルニ
ケ多項式の第１項～第３７項の係数（Ｚ1～Ｚ37）から成る列マトリックス（縦ベクトル
）である。
【０１８０】
　次に、主制御装置５０により、次のようにして前述した可動レンズ１３1～１３5の各自
由度方向の調整量、ウエハＷの各自由度方向の調整量、照明光ＥＬの波長シフト量が演算
される。
【０１８１】
　すなわち、第１計測点～第ｎ計測点に対応する波面（波面収差）のデータＱと、前述し
たデータベース（マトリックスＯ）と、前述の１９個の調整量Ｐとの間には、次式（１１
）のような関係が成立する。
【０１８２】
　Ｑ＝Ｏ・Ｐ　　　　　　　　　　　　　　　……（１１）
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　上式（１１）において、Ｐは、次式（１２）で表されるｍ個、すなわち１９個の要素か
ら成る列マトリックス（すなわち縦ベクトル）である。
【０１８３】
【数９】

　従って、上式（１２）より、次式（１３）の演算を行うことにより、すなわち最小二乗
法により、Ｐの各要素ＡＤＪ１～ＡＤＪｍ、すなわち可動レンズ１３1～１３5の各自由度
方向の調整量（目標調整量）、ウエハＷの各自由度方向の調整量（目標調整量）、及び照
明光ＥＬの波長シフト量（目標シフト量）を求めることができる。
【０１８４】
　Ｐ＝（ＯT・Ｏ）-1・ＯT・Ｑ　　　　　　　　　　……（１３）
　上式（１３）において、ＯTは、行列Ｏの転置マトリックスであり、（ＯT・Ｏ）-1は、
（ＯT・Ｏ）の逆マトリックスである。
【０１８５】
　従って、主制御装置５０は、記憶装置４２内のデータベースをＲＡＭ内に順次読み込み
つつ、調整量ＡＤＪ１～ＡＤＪｍを算出する。
【０１８６】
　次に、主制御装置５０では、記憶装置４２に記憶された調整量ＡＤＪ１～ＡＤＪ１５に
従って、可動レンズ１３1～１３5を各自由度方向に駆動すべき旨の指令値を、結像性能補
正コントローラ４８に与える。これにより、結像性能補正コントローラ４８により、可動
レンズ１３1～１３5をそれぞれの自由度方向に駆動する各駆動素子に対する印加電圧が制
御され、可動レンズ１３1～１３5の位置及び姿勢の少なくとも一方がほぼ同時に調整され
る。これと同時に、主制御装置５０は、実際の走査露光時には、露光領域ＩＡ内でウエハ
Ｗが、常に調整量ＡＤＪ１６～ＡＤＪ１８によって調整されたのと等価な姿勢に保たれる
ように、ウエハＷをＺ、θｘ、θｙの各自由度方向に駆動するための指令値を、ウエハス
テージ駆動部（不図示）に与えて、ウエハステージＷＳＴを駆動する。さらに、上記の各
動作と同時に、主制御装置５０は、調整量ＡＤＪ１９に従って光源１６に指令を与え、照
明光ＥＬの波長をシフトする。これにより、投影光学系ＰＬの光学特性、例えばディスト
ーション、像面湾曲、コマ収差、球面収差、及び非点収差等が補正される。なお、コマ収
差、球面収差、及び非点収差については、低次のみならず高次の収差をも補正可能である
。
【０１８７】
　次に、本実施形態の露光装置１００で行われる直交２軸方向のラインパターンの像同士
の線幅差の調整を目的とする、投影光学系ＰＬの調整方法について、図４のフローチャー
トに沿って、かつ適宜他の図面を参照しつつ説明する。
【０１８８】
　まず、図４のステップ１０２において、前述した手順で投影光学系ＰＬの波面収差が、
波面収差計測装置８０を用いて計測され、その計測結果、すなわち投影光学系ＰＬの視野
内のｎ個（ここではｎ＝３３とする）の計測点（評価点）における、ツェルニケ多項式の
各項、例えば第１項の係数Ｚ1～第３７項の係数Ｚ37が求められ、主制御装置５０のＲＡ
Ｍなどのメモリ内に記憶される。
【０１８９】
　次のステップ１０４では、次に説明する計測用レチクルＲT（以下、「レチクルＲT」と
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略述する）がレチクルステージＲＳＴ上にロードされるとともに、計測用ウエハ（便宜上
ウエハＷTと呼ぶ）がウエハステージＷＳＴ上にロードされる。かかるレチクルＲTのロー
ドとウエハＷTのロードは、主制御装置５０の指示の下、不図示のレチクルローダ、ウエ
ハローダによって行われる。
【０１９０】
　ここで、レチクルＲTについて、図５に基づいて説明する。この図５は、レチクルＲTを
、パターン面側から見た平面図である。この図５に示されるように、レチクルＲTは、正
方形のガラス基板から成り、そのパターン面の中央部に、遮光帯ＳＢで囲まれる、照明領
域ＩＡＲとほぼ同様の形状を有する長方形のパターン領域ＰＡが形成されている。パター
ン領域ＰＡの内部には、合計３３個の計測用パターンＭＰ1～ＭＰ33が形成されている。
各計測用パターンＭＰj（ｊ＝１～３３）は、例えばレチクルＲT（パターン領域ＰＡ）の
中心が投影光学系ＰＬの光軸ＡＸと一致するときに、前述の波面収差が計測される投影光
学系ＰＬの有効視野内の各計測点（評価点）に対応する位置に配置されるようにその位置
関係が設定されている。
【０１９１】
　各計測用パターンＭＰjは、図５に示されるように、Ｙ軸方向に延びる設計上の線幅が
例えば６００ｎｍの第１ラインパターンと、Ｘ軸方向に延びる設計上の線幅が例えば６０
０ｎｍの第２ラインパターンとを含む。投影光学系ＰＬの投影倍率を１／４として、これ
ら第１ラインパターンと第２ラインパターンとをウエハ上に転写すると、投影光学系ＰＬ
に球面収差、非点収差などの諸収差が存在しない理想的な状態では、第１ラインパターン
と第２ラインパターンの像として、線幅１５０ｎｍのラインパターン像がそれぞれ得られ
ることとなる。
【０１９２】
　また、パターン領域ＰＡの中心（レチクルセンタに一致）を通るＸ軸上のパターン領域
ＰＡの両外側には、レチクルアライメントマークＭ１、Ｍ２が形成されている。このレチ
クルＲTは、レチクルステージＲＳＴ上にロードされた状態では、パターン面（図５にお
ける紙面手前側の面）が、投影光学系ＰＬに対向する側の面となる。
【０１９３】
　図５に戻り、次のステップ１０６では、レチクルアライメントが行われる。このレチク
ルアライメントは、例えば特開平７－１７６４６８号公報及びこれに対応する米国特許第
５，６４６，４１３号などに詳細に開示されるように、主制御装置５０が、前述のレチク
ルアライメント検出系を用いて、レチクルＲTに形成されたレチクルアライメントマーク
Ｍ１、Ｍ２とこれらに対応してウエハステージＷＳＴ上の基準マーク板ＦＭ上に形成され
た基準マークとの位置ずれをそれぞれ検出し、その検出結果に基づいて、位置ずれがとも
に最小になるように、レチクルステージＲＳＴのＸＹ面内の位置（θｚ回転を含む）を調
整することにより行われる。このレチクルアライメントにより、レチクルＲTの中心と投
影光学系ＰＬの光軸とがほぼ一致する。
【０１９４】
　次のステップ１０８では、所定の照明条件下で照明領域ＩＡＲ内に配置されたレチクル
ＲTの各計測用パターンＭＰjが投影光学系ＰＬを介してウエハＷT上に、レチクルステー
ジＲＳＴ及びウエハステージＷＳＴが静止したまま転写され、パターン領域ＰＡ内の計測
用パターンＭＰjの像（潜像）が、ウエハＷT表面に塗布されたポジレジスト層に形成され
る。なお、レチクルＲT上のパターン領域ＰＡの転写に先立って、主制御装置５０では、
焦点位置検出系（６０ａ，６０ｂ）の検出結果に基づいて、計測用パターンＭＰjの像が
結像される像面にウエハＷTの表面を一致させるべく、ウエハステージ駆動部（不図示）
を介してウエハステージＷＳＴをＺ軸方向に微少駆動し、必要に応じてウエハステージＷ
ＳＴの傾斜角も調整する。なお、ウエハステージＷＳＴをステッピング移動させて、ウエ
ハＷT上の複数の領域にレチクルＲTのパターン領域ＰＡを、順次転写しても勿論良い。
【０１９５】
　次のステップ１１０では、上記のレチクルＲT上の計測用パターンＭＰjが転写されたウ
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エハＷTが、主制御装置５０からの指示に基づき、ウエハステージＷＳＴからアンロード
され、露光装置１００にインラインにて接続されている不図示のレジスト塗布現像装置（
コータ・デベロッパ）に不図示の搬送系によって送られる。
【０１９６】
　次のステップ１１２では、主制御装置５０が不図示のコータ・デベロッパの制御系に指
示を与え、この指示に基づいて不図示のコータ・デベロッパによってウエハＷT上に計測
用パターンＭＰjのレジスト像が形成される。
【０１９７】
　次のステップ１１４では、その現像後のウエハＷTが、前述と同様にして再びウエハス
テージＷＳＴ上にロードされる。
【０１９８】
　次のステップ１１６では、ウエハＷT上の計測用パターンＭＰjのレジスト像の線幅計測
が行われる。この線幅計測は、一例として、主制御装置５０により、ウエハステージＷＳ
ＴをＸＹ面内で移動しつつ、ウエハＷT上の少なくとも１つの計測用パターンＭＰjのレジ
スト像を、アライメント系ＡＬＧを用いて順次撮像し、その撮像の結果得られた撮像信号
に基づいて所定の処理（演算を含む）を行うことにより行われる。この結果、投影光学系
ＰＬの評価点（計測点）毎、すなわち計測用パターンＭＰj毎に第１ラインパターンの像
（この場合レジスト像）の線幅である第１の線幅Ｌ１と第２ラインパターンの像（この場
合レジスト像）の線幅である第２の線幅Ｌ２が求められ、ＲＡＭなどのメモリ内に格納さ
れる。
【０１９９】
　次のステップ１１８では、主制御装置５０は、上で求めた各計測用パターンＭＰjにつ
いての線幅Ｌ１と線幅Ｌ２とに基づいて、各計測用パターンＭＰiについての線幅差ΔＬ
＝Ｌ１－Ｌ２を求め、ＲＡＭなどのメモリ内に格納する。
【０２００】
　ここで、ウエハＷT上の複数の領域について、上記の計測用パターンＭＰjの転写、レジ
スト像の形成が行われている場合には、複数の領域のそれぞれについて、上記の線幅計測
、線幅差の算出が行われる。この場合、複数の領域のそれぞれから得られた各計測用パタ
ーンＭＰjについての線幅差の例えば単純平均値を、各計測用パターンＭＰjについての線
幅差とすれば良い。かかる場合には、平均化効果により、計測誤差が低減され、各計測用
パターンＭＰjについての線幅差（すなわち第１ラインパターン（縦線パターン）の像の
線幅と第２ラインパターン（横線パターン）の像の線幅との差（以下、「縦横線の線幅差
」とも呼ぶ））をより精度良く求めることができる。
【０２０１】
　次のステップ１２０では、評価点毎に縦横線の線幅差ΔＬと、ツェルニケ多項式の第１
２項の係数Ｚ12の値（大きさ）とに応じて、第９項の係数Ｚ9を設定する。
【０２０２】
　ここでは、いずれの評価点についても、波面収差の計測結果として得られた第１２項の
係数Ｚ12は零でない、すなわち表１中に４次（ρの次数が４次）ｃｏｓ２θ成分として表
される高次非点収差が存在していたものとする。これは、図６のシミュレーション結果に
示されるように、Ｚ12が零、すなわちＺ12＝０ｍλの場合、４次０θ成分である第９項の
係数Ｚ9の大きさの如何にかかわらず、瞳面内の波面はいずれの方向についても同様の乱
れ方になっている。このことは、Ｚ12＝０、すなわち図６中の上段（図６Ａ～図６Ｃ）で
は、いずれの図面にも複数の同心円から成る等高線図形が描かれていることからわかる。
【０２０３】
　すなわち、Ｚ12が零では、ここで目的にしている縦横線の線幅差の制御（調整）は、困
難であるから、いずれの評価点についても、波面収差の計測結果として得られた第１２項
の係数Ｚ12は零でないものとしたのである。現実の投影光学系では、視野内のいずれの評
価点においても、波面収差を展開したツェルニケ多項式の第１２項の係数Ｚ12は零でない
ことが通常であり、このような仮定は、実情にあっているものと言える。
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　また、本実施形態において、第９項の係数Ｚ9を設定するとは、次のような処理を行う
ことを意味する。
【０２０５】
　すなわち、評価点毎に、縦横線の線幅差ΔＬと、ツェルニケ多項式の第1２項の係数Ｚ1

2の値（大きさ）とに応じて、所定の演算を行い、第９項の係数Ｚ9の変化量の目標値ｒ1

、ｒ2、……、ｒn（ｎ＝３３）を算出し（この算出方法の根拠については後述する）、そ
の他の項の変化量の目標値を零とする次式（１４）で表されるような波面収差の変化量の
目標値Ｑ’を算出する。
【０２０６】
【数１０】

　上式（１４）において、各要素Ｐ1’、Ｐ2’、……、Ｐn’（ｎ＝３３）は、それぞれ
が、次式（１５1）、（１５2）、……、（１５n）で表される３７行１列の列マトリック
ス（列ベクトル）である。
【０２０７】
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　上記の式（１５1）、（１５2）、……、（１５n）からも分かるように、各要素Ｐ1’、
Ｐ2’、……、Ｐn’は、各評価点（計測点）における、ツェルニケ多項式の第９項以外の
係数が全て零で、第９項の係数がｒj（ｊ＝１～３３）である３７行１列の列マトリック
ス（列ベクトル）であると見なすことができる。
【０２０８】
　従って、この場合の各調整パラメータの調整量を列マトリックスＰ’であらわすと、前
述のマトリックスＯを用いて、次式（１６）の関係が成立する。
【０２０９】
　Ｑ’＝Ｏ・Ｐ’　　　　　　　　　……（１６）
　上式（１６）において、Ｐ’は、次式（１７）で示される列マトリックスである。
【０２１０】
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【数１２】

　次のステップ１２２では、主制御装置５０が、上式（１６）を最小二乗法で解いて、各
調整量からなる列マトリックスＰ’を求める。すなわち、次式（１８）の演算を行う。
【０２１１】
　　Ｐ’＝（ＯT・Ｏ）-1・ＯT・Ｑ’　　　　　　　　　　……（１８）
　次のステップ１２４では、主制御装置５０が、上で算出したＰ’、すなわち調整量ＡＤ
Ｊ１～ＡＤＪ１５、ＡＤＪ１９に従って、前述と同様にして可動レンズ１３1～１３5など
の調整各部を制御して投影光学系ＰＬ等を調整した後、一連の処理を終了する。なお、ウ
エハの位置及び姿勢に関する調整量ＡＤＪ１６～調整量１８については、後述する走査露
光時のウエハステージＷＳＴの位置制御に用いるため、ＲＡＭ又は記憶装置４４に記憶し
ておく。これにより、投影光学系ＰＬの視野内の３３個の評価点における波面収差、具体
的にはツェルニケ多項式の第９項の係数がｒj分だけ変動するような投影光学系ＰＬの調
整が終了する。
【０２１２】
　この結果、調整が終了した投影光学系ＰＬを用いて、縦線（Ｖ線）パターンと横線（Ｈ
線）パターンとが混在するレチクルＲ上の回路パターンをウエハＷ上に転写することによ
り、それらの縦線（Ｖ線）パターンの像と横線（Ｈ線）パターンの像との線幅差（縦横線
の線幅差）が設計値に近づくように、例えば零に近づくように補正される。
【０２１３】
　ここで、上述した投影光学系ＰＬの調整により、縦横線の線幅差を補正できる理由につ
いて詳述する。
【０２１４】
　図６の下段（図６Ｄ～図６Ｆ）には、高次非点収差項であるツェルニケ多項式の第１２
項の係数Ｚ12＝＋２０ｍλの場合の、低次球面収差項であるツェルニケ多項式の第９項の
係数Ｚ9の変化に応じた瞳面内の波面の変化の様子（シミュレーション結果）が示されて
いる。この内、図６Ｄは、Ｚ9＝－２０ｍλの場合を示し、図６Ｅは、Ｚ9＝０ｍλの場合
を示し、図６Ｆは、Ｚ9＝＋２０ｍλの場合を示す。
【０２１５】
　これらの図から明らかなように、第１２項成分が零でないときに第９項を変化させると
、足し合わされた波面の形状は、縦方向と横方向とで異なる。
【０２１６】
　第１２項の符号が正のとき、例えば図６Ｅに示されるように、瞳の左右は位相が正、上
下は位相が負となる。一方、第９項の符号が正のとき、例えば図６Ｃに示されるように、
瞳の外周縁部は位相が正となり、第９項の符号が負のときは、例えば図６Ａに示されるよ
うに、瞳の外周縁部は位相が負となる。従って、第１２項の符号が正のとき、第９項の符
号が正なら、瞳の左右では第１２項による位相変化と第９項による位相変化はともに正方
向で強め合うが、瞳の上下では第１２項による位相変化は負で、第９項による位相変化は
正なので互いに弱め合う。この場合、例えば図６Ｆに示されるように瞳の左右方向で波面
が大きく乱れ、上下方向の波面の乱れが小さくなる。
【０２１７】
　ここで、レチクル上の縦線（Ｖ線）パターンは横方向に空間周波数成分を持つため、縦
線（Ｖ線）パターンからは左右方向に回折光が発生し、横線（Ｈ線）パターンは、縦方向
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に空間周波数成分を持つため、横線（Ｈ線）パターンからは上下方向に回折光が発生する
。
【０２１８】
　従って、上述した如く、第９項と第１２項の符号が等しい場合（図６Ｆのような場合）
には位相変化が大きい左右方向に回折光が発生する縦線パターンの像のコントラストが低
くなり、線幅が細くなる。これに対して、位相変化が小さい上下方向に回折光が発生する
横線パターンの像のコントラスト低下は殆どないので、線幅はほぼ設計値通りになる。こ
の結果、縦横線の線幅差は、負の値になる。
【０２１９】
　上記と反対に、第１２項の符号が正のとき、第９項の符号が負なら、瞳の左右では第１
２項による位相変化は正で、第９項による位相変化は負なので互いに弱め合うが、瞳の上
下では第１２項による位相変化と第９項による位相変化はともに負で強め合う。この場合
、例えば図６Ｄに示されるような瞳面内の波面分布となる。この場合には位相変化が大き
い上下方向に回折光が発生する横線パターンの像のコントラストが低くなり、線幅が細く
なる。これに対して、位相変化が小さい左右方向に回折光が発生する縦線パターンの像の
コントラスト低下は殆どないので、線幅はほぼ設計値通りになる。この結果、縦横線の線
幅差は、正の値になる。
【０２２０】
　以上のことより、第９項と第１２項がともに零でないとき、瞳の上下方向と左右方向の
波面の乱れ方は、第９項と第１２項の符号の正負に応じて異なり、この点に着目して、第
１２項の値を固定したままの状態で、比較的調整が容易な第９項（低次球面収差成分）を
調整することにより、縦横線の線幅差を調整できることがわかる。
【０２２１】
　上述した第９項（ρの次数が４次の０θ成分）と第１２項（ρの次数が４次の２θ成分
（ｃｏｓ２θ成分））の位相変化の方向差は、ρの次数を下げて、第４項（ρの次数が２
次の０θ成分のデフォーカス項：係数Ｚ4）と第５項（ρの次数が２次の２θ成分（ｃｏ
ｓ２θ成分）の低次非点収差項：係数Ｚ5）の相関との比較を考えると理解し易い。
【０２２２】
　第５項の符号が正のとき、例えば図７Ｅに示されるように、瞳の左右方向の位相は正、
上下方向の位相は負である。一方、第４項の符号が正のとき、例えば図７Ｃに示されるよ
うに、瞳の外周縁部の位相は正であり、第４項の符号が負のとき、例えば図７Ａに示され
るように、瞳の外周縁部の位相は負である。このため、第５項と第４項との符号が等しい
図７Ｆのような場合には、瞳の左右方向の位相変化は大きく、上下方向の位相変化は小さ
い。これと反対に、第５項と第４項との符号が等しくない（逆である）図７Ｄのような場
合には、瞳の左右方向の位相変化は小さく、上下方向の位相変化が大きい。
【０２２３】
　ところで、第５項が零でないときには、その係数Ｚ5の値に応じて縦線パターンと横線
パターンとでベストフォーカス位置が異なるため、第４項を変化させると、縦線（Ｖ線）
パターンと横線（Ｈ線）パターンの像の線幅の差（線幅差）が、デフォーカス、すなわち
第４項の変化に応じて生じる。すなわち、線幅がデフォーカスによって変化する場合には
、図８のＣＤ－フォーカス線図に示されるように、第４項が０でないフォーカス位置では
、第５項による縦線パターンと横線パターンとのベストフォーカス位置の差に対応して縦
線パターンの像（Ｖ）と横線パターンの像（Ｈ）との線幅の差が生じる。これが、通常み
られる、２θ成分である非点収差存在時の、０θ成分変化（デフォーカス）に伴う、縦線
パターンの像と横線パターンの像の線幅への影響の差である。これより、低次の非点収差
成分第５項が零でないとき、デフォーカスを示す第４項を調整することで、縦線パターン
の像と横線パターンの像との線幅差を小さくできることは明らかであろう。
【０２２４】
　図９には、波長２４８．３ｎｍのＫｒＦレーザを光源とし、照明σ＝０．７５の２／３
輪帯照明条件、投影光学系ＰＬの開口数（Ｎ.Ａ.）＝０．６８の場合に、前述の計測用レ
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チクルＲT上のパターンを転写して得られるレジスト像の線幅計測の結果得られる、縦横
線の線幅差の実験結果の一例が示されている。また、図１０には、図９のＺ12＝４０ｍλ
、２０ｍλ、０ｍλの部分（上３段の部分）がより詳細に示され、図１１には、図９のＺ

12＝－２０ｍλ、－４０ｍλの部分（下２段の部分）がより詳細に示されている。図１０
、図１１において、各等高線マップにおける横軸は、第４項の係数Ｚ4を示し、縦軸は第
５項の係数Ｚ5を示す。
【０２２５】
　これらの説明からわかるように、図９は、第９項の係数Ｚ9と第１２項の係数Ｚ12の値
を、それぞれ±４０ｍλの範囲内でかつ２０ｍλステップで変化させたそれぞれのＺ9、
Ｚ12の組み合わせについて、Ｚ4とＺ5とがそれぞれ変化したときの縦横線の線幅差の関係
を示す図である。図９中の各領域内に付されたハッチング等は、図９の下欄に示されるよ
うな縦横線の線幅差を示す。線幅差の値が正の領域は、縦線（Ｖ線）パターンの像の線幅
が横線（Ｈ線）パターンの像の線幅より太いことを、線幅差の値が負の領域は、縦線（Ｖ
線）パターンの像の線幅が横線（Ｈ線）パターンの像の線幅より細いことを、それぞれ示
す。
【０２２６】
　図１２Ａには、図９における左上に示されるＺ12＝４０ｍλ、Ｚ9＝－４０ｍλの等高
線マップが取り出して示され、図１２Ｃには、図１２ＡのＣ－Ｃ線に対応するＣＤ－フォ
ーカス線図が示されている。また、図１２Ｂには、図１０における上段中央に示されるＺ

12＝４０ｍλ、Ｚ9＝０ｍλの等高線マップが取り出して示され、図１２Ｄには、図１２
ＢのＤ－Ｄ線に対応するＣＤ－フォーカス線図が示されている。これらの図から明らかな
ように、図９の各等高線マップは、Ｚ12、Ｚ9のある組み合わせ条件下において、デフォ
ーカス項（係数Ｚ4）と低次非点収差項（係数Ｚ5）との変化に応じて、Ｖ線パターンの像
とＨ線パターンの像との線幅差（以下、「ＶＨ差」とも呼ぶ）がどのように変化するかを
示す図である。
【０２２７】
　Ｚ12の値が０のとき（図９中の上から３段目に並ぶ５つの等高線マップ）では、Ｚ9の
値がそれぞれのマップで異なっているが、図１０の下段の各マップに示されるように、ど
のマップのどのフォーカス位置でも、Ｚ5の値が０であれば、ＶＨ差は生じない。
【０２２８】
　これに対して、Ｚ12が０でないとき、例えばＺ12＝＋４０ｍλのときには、図１０の上
段の各マップから明らかなように、Ｚ5＝０ではＺ12に起因してＶ線パターンとＨ線パタ
ーンとのベストフォーカス差が生じ、Ｚ4の値によって線幅のＶＨ差が変化するが、この
ときも、各Ｚ4におけるＶＨ差の値は、Ｚ9の大きさに依存して変化している。このＶＨ差
の値のＺ9依存性がもっとも明確にわかるのは、高次非点収差項の係数Ｚ12の値の１／２
に相当する２０ｍλのＺ5を与え、高次非点収差項である第１２項によるＶ線パターンと
Ｈ線パターンとのベストフォーカス差を低次非点収差項（係数Ｚ5）で補正し、線幅差の
フォーカス依存性がないようにした場合である。
【０２２９】
　線幅のＶＨ差がＺ9の値に依存し、Ｚ12が正の値のときにはＶ線パターンの像の線幅は
Ｈ線パターンの像の線幅より細く、逆にＺ12が負のときにはＶ線はＨ線より太く、先に図
６を用いて説明した内容が裏付けられることがわかる。
【０２３０】
　発明者等が行った実験の結果、球面収差Ｚ9項の大きさを、ベストフォーカス差（照明
σ＝０．４の通常照明条件下での線幅０．７２μｍラインアンドスペースパターン（Ｌ／
Ｓパターン）と線幅１．４μｍＬ／Ｓパターンとのベストフォーカス位置の差）で、－０
．１８μｍから－０．０２μｍへと変更することにより、線幅のＶＨ差を２７ｎｍから７
～８ｎｍへと低減できることが確認された。
【０２３１】
　以上説明したことから、前述した如く、投影光学系の視野内の評価点毎に、縦横線の線
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幅差（ＶＨ差）ΔＬと、ツェルニケ多項式の第１２項の係数Ｚ12の値（大きさ）とに応じ
て、所定の演算を行い、第９項の係数Ｚ9の変化量の目標値ｒ1、ｒ2、……、ｒn（ｎ＝３
３）を算出し、その算出した第９項の係数Ｚ9の変化量の目標値に基づいて、前述の投影
光学系の調整を行うことにより、縦横線の線幅差を調整できることが裏付けられた。
【０２３２】
　ところで、本実施形態の露光装置１００では、半導体デバイスの製造時には、デバイス
製造用のレチクルＲがレチクルステージＲＳＴ上に装填され、その後、レチクルアライメ
ント及びいわゆるベースライン計測、並びにＥＧＡ（エンハンスト・グローバル・アライ
メント）等のウエハアライメントなどの準備作業が行われる。
【０２３３】
　なお、上記のレチクルアライメント、ベースライン計測等の準備作業については、例え
ば特開平７－１７６４６８号公報及びこれに対応する米国特許第５，６４６，４１３号な
どに詳細に開示され、また、これに続くＥＧＡについては、特開昭６１－４４４２９号公
報及びこれに対応する米国特許第４，７８０，６１７号等に詳細に開示されており、上記
各公報並びにこれらに対応する上記米国特許における開示を援用して本明細書の記載の一
部とする。
【０２３４】
　その後、ウエハアライメント結果に基づいて、ステップ・アンド・スキャン方式の露光
が行われる。なお、露光時の動作等は通常の走査型露光装置と異なることがないので、詳
細説明については省略する。但し、本実施形態の露光装置１００では、上記のステップ・
アンド・スキャン方式の露光に際し、前述した図４のフローチャートで示される調整方法
により調整された投影光学系ＰＬが用いられ、また、走査露光時に露光領域ＩＡにおける
ウエハＷの位置及び姿勢が、算出された調整量ＡＤＪ１６～ＡＤＪ１８に基づいて制御さ
れる。これにより、本実施形態では、レチクルＲに形成された回路パターン中の縦線パタ
ーンと横線パターンとの像の線幅差が低減された状態で、これらの像（潜像）がウエハＷ
上の各ショット領域に形成される。
【０２３５】
　これまでの説明から明らかなように、本実施形態では、可動レンズ１３1～１３5、ウエ
ハステージＷＳＴ、光源１６によって調整部が構成され、可動レンズ１３1～１３5、ウエ
ハステージＷＳＴのＺ、θｘ、θｙ方向の位置（あるいはその変化量）、及び光源１６か
らの照明光の波長のシフト量が調整量となっている。そして、上記各調整部と、可動レン
ズを駆動する駆動素子及び結像性能補正コントローラ４８、ウエハステージＷＳＴを駆動
するウエハステージ駆動部（不図示）とによって、像形成状態調整装置が構成されている
。また、主制御装置５０によって、この像形成状態調整装置を制御する制御装置が構成さ
れている。しかしながら、像形成状態調整装置の構成は、上記のものに限定されるもので
はなく、例えば調整部として可動レンズ１３1～１３5のみを含んでいても良い。かかる場
合であっても、投影光学系の結像性能（諸収差）の調整は可能だからである。
【０２３６】
　また、本実施形態では、ウエハ上に形成された計測用パターンのレジスト像を撮像する
アライメント系ＡＬＧと、このアライメント系ＡＬＧによる撮像信号に基づいて計測用パ
ターンに含まれる縦線パターンと横線パターンとのレジスト像の線幅を算出する主制御装
置５０とによって、線幅計測装置が構成されている。なお、線幅計測装置として、例えば
露光装置１００の外部に設けられた専用の計測装置（ＳＥＭなど）を用いても良い。
【０２３７】
　なお、これまでの説明では、投影光学系ＰＬの調整等に際して行われる波面収差の計測
は、波面収差計測装置８０を用い、ピンホール及び投影光学系ＰＬを介して形成された空
間像に基づいて行うものとしたが、これに限らず、例えば米国特許第５，９７８，０８５
号などに開示されている特殊な構造の計測用マスクを用い、そのマスク上の複数の計測用
パターンのそれぞれを、個別に設けられたピンホール及び投影光学系を順次介して基板上
に焼き付けるとともに、マスク上の基準パターンを集光レンズ及びピンホールを介するこ
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となく、投影光学系を介して基板上に焼き付けて、それぞれの焼き付けの結果得られる複
数の計測用パターンのレジスト像それぞれの基準パターンのレジスト像に対する位置ずれ
を計測して所定の演算により、波面収差を算出することとしても良い。
【０２３８】
　以上詳細に説明したように、本実施形態に係る投影光学系ＰＬの調整方法によると、例
えば投影光学系ＰＬの調整が困難な高次非点収差（第１２項）の存在に起因して生じる前
述の縦横線の線幅差を、調整が容易な低次球面収差（第９項）の大きさを制御するように
投影光学系ＰＬを調整することで、制御することが可能となる。従って、従来困難とされ
ていた、縦線パターンと横線パターンとの像の線幅差の制御を自在にかつ確実に行うこと
が可能となる。
【０２３９】
　また、本実施形態に係る露光装置１００及びその露光方法によると、波面収差計測装置
８０により投影光学系ＰＬの波面収差が計測される。また、計測用レチクルＲTの計測用
パターンが投影光学系ＰＬを介してウエハＷ上に転写され、そのウエハを現像後にウエハ
上に形成された計測用パターンのレジスト像が、主制御装置５０によってアライメント系
ＡＬＧを用いて撮像され、その撮像信号に基づいて計測用パターンに含まれる縦線パター
ンと横線パターンとのレジスト像の線幅がそれぞれ算出される。
【０２４０】
　そして、主制御装置５０では、波面収差計測装置８０により計測された波面収差を展開
したツェルニケ多項式の第１２項である高次非点収差項（第１の光学特性）が零でないと
き、その第１２項（係数Ｚ12）の値と、上で計測された縦線パターンの像の線幅である第
１線幅と横線パターンの像の線幅である第２線幅との差である線幅差とに応じて、第１２
項との相互作用により上記の線幅差に影響を与えるツェルニケ多項式の第９項である低次
球面収差項（第２の光学特性）の大きさを、前述の像形成状態調整装置を用いて制御する
。すなわち、調整が容易な低次球面収差の大きさを像形成状態調整装置を用いて制御する
ことで、調整が困難とされている高次非点収差の存在に起因して生じる前述の線幅差を、
制御することが可能となる。
【０２４１】
　そして、レチクルＲの回路パターンを照明光ＥＬで照明し、その回路パターンを、調整
後の投影光学系ＰＬを介してウエハＷ上に転写する。これにより、縦線パターンと横線パ
ターンの転写像同士の線幅差が効果的に低減された良好な露光を実現することができる。
【０２４２】
　なお、上記実施形態では、第１の光学特性が波面収差を展開したツェルニケ多項式の第
１２項である高次非点収差項であり、第２の光学特性がツェルニケ多項式の第９項である
低次球面収差項である場合について説明したが、本発明がこれに限定されるものではない
。例えば、第１の光学特性として、上記第１２項（ρの次数が４次のｃｏｓ２θ成分）と
同じρの次数が４次の２θ成分（ｓｉｎ２θ成分）である第１３項を計測しても良い。こ
の場合、第２の光学特性としては、上記実施形態と同じ第９項をそのまま用いることがで
きる。第９項と第１３項との相互作用により、レチクル上で前述の縦線（Ｖ線）、横線（
Ｈ線）に対してそれぞれ４５°で交差する方向の第１の斜め線パターンとこれに直交する
第２の斜め線パターンとの像の線幅差が影響を受ける。従って、上記実施形態と同様に、
ツェルニケ多項式の第１３項が零でないとき、その第１３項（係数Ｚ13）の値と、計測さ
れた第１の斜め線パターン像の線幅である第１線幅と第２の斜め線パターンの像の線幅で
ある第２線幅との差である線幅差とに応じて、ツェルニケ多項式の第９項である低次球面
収差項の大きさを、前述の像形成状態調整装置を用いて制御することで、前述の線幅差を
、制御することが可能となる。
【０２４３】
　この他、第１の光学特性を、波面収差を展開したツェルニケ多項式の上記第１２項、第
１３項以外のρの次数がｍ（ｍ≧４）の２回回転対称成分とし、第２の光学特性を、第９
項以外の前記２回回転対称成分と同一次数の回転対称成分としても良い。このようにして
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も、第１の光学特性の大きさが零でないとき、その第１の光学特性の大きさと計測された
直交２軸方向のラインパターン同士の像の線幅差とに応じて、第２の光学特性を制御する
ように投影光学系ＰＬを調整することにより、上記実施形態と同等の効果を得ることがで
きるものと推測される。
【０２４４】
　さらに、前述の縦横線の線幅差（ＶＨ差）に影響を与える第１の光学特性と第２の光学
特性の組み合わせとして、これまでに説明したツェルニケ多項式の第９項と第１２項の他
、第６項（係数Ｚ6）と第１８項（係数Ｚ18）、第１３項（係数Ｚ13）と第１８項（係数
Ｚ18）、第１２項（係数Ｚ12）と第１７項（係数Ｚ17）などの組み合わせが挙げられる。
【０２４５】
　発明者等は、波面収差を展開したツェルニケ多項式の項（ツェルニケ項）の組み合わせ
がＶＨ差の原因となるかを、効率的に判断するため、ＶＨ差の原因となる組み合わせを体
系的に発見するためのシミュレーションを行った。
【０２４６】
　図１３には、光源がＡｒＦエキシマレーザ（波長１９３ｎｍ）、投影光学系ＰＬの開口
数（Ｎ．Ａ．）＝０．６８、照明σ＝０．８５、２／３輪帯照明条件にて、ウエハ上換算
値で線幅１４０ｎｍ（マスクバイアス：＋４０ｎｍを含む）の孤立線（２μmピッチ）を
レチクルパターンとし、透過率が６％のハーフトーン型の位相シフトマスク（レチクル）
を用いて、ウエハ上で孤立線の線幅を１００ｎｍに仕上げるときの収差間のクロスターム
の計算結果が、図表にて示されている。この図１３において、Ｚｉ（ｉ＝４～２０）は、
ツェルニケ項第ｉ項を示す。
【０２４７】
　この図１３において、斜めの境界線の右上側が横線、左下側が縦線に対する各収差（ツ
ェルニケ項）のクロスタームの大きさである。この図１３の表より、第９項（Ｚ９）と第
１２項（Ｚ１２）の組み合わせのクロスタームは、横線で７５９、縦線で－７５９となっ
ており、ちょうど符号が反転していることがわかる。
【０２４８】
　この他にも、前述した第６項（Ｚ６）と第１８項（Ｚ１８）、第１３項（Ｚ１３）と第
１８項（Ｚ１８）、第１２項（Ｚ１２）と第１７項（Ｚ１７）などの組み合わせで、縦横
線のクロスタームの符号が反転しており、ＶＨ差の原因となることがわかる。
【０２４９】
　第１の光学特性と第２の光学特性との組み合わせとしては、上述した種々のツェルニケ
項同士の組み合わせが考えられるが、これに限らず、第１の光学特性を非点収差とし、第
２の光学特性を球面収差としても良い。このようにしても、非点収差と球面収差との相互
作用が、縦線パターンと横線パターンとの像の線幅差に影響を与えることを考えれば、投
影光学系の光学特性の計測の結果、非点収差が存在するとき、その非点収差の大きさと計
測された直交２軸方向のラインパターン同士の像の線幅差とに応じて、球面収差を制御す
るように投影光学系ＰＬを調整することにより、線幅差を抑制することは可能である。
【０２５０】
　また、この場合を考えれば明らかであるが、投影光学系ＰＬの光学特性計測装置は、波
面収差計測装置に限らず、投影光学系ＰＬの球面収差、非点収差などのいわゆるザイデル
の５収差を計測するための装置であっても良い。例えば、このような装置としては、ウエ
ハステージＷＳＴ上にスリット状あるいは矩形状の開口パターンを形成し、この開口パタ
ーンを投影光学系ＰＬによって形成された所定の計測用パターンの空間像に対して走査し
、開口パターンを介した光を光電素子にて検出する、いわゆる空間像計測器などが挙げら
れる。
【０２５１】
　なお、上記実施形態では、投影光学系ＰＬの波面収差は波面収差測定器８０を用いて直
接計測するものとしたが、これに限らず、第１２項（係数Ｚ12）は高次非点収差項である
から、例えば周期方向の異なる複数種類のＬ／Ｓパターン（あるいは方向の異なる孤立ラ
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インパターン）のベストフォーカス位置をそれぞれ求め、その結果得られる非点収差が、
低次非点収差項（係数Ｚ5）と高次非点収差項（係数Ｚ12）との線形結合であると仮定し
た計算式の各未定係数を最小二乗法などで算出することにより、第１２項（係数Ｚ12）を
近似的に求めても良い。上記の周期方向の異なる複数種類のＬ／Ｓパターンのベストフォ
ーカス位置は、上記のパターンをウエハの光軸方向の位置を変えながらそのウエハ上に焼
き付けた結果得られるウエハ上の各ショット領域に形成されたレジスト像をＳＥＭなどで
計測して、求めても良いし、前述の空間像計測器を用いて、その空間像計測器の光軸方向
の位置を変えながら上記のパターンの空間像計測を行い、その空間像の計測結果に基づい
て求めても良い。
【０２５２】
　また、線幅計測装置を上記実施形態と同様の構成で構成する場合に、レジスト像に限ら
ず、ウエハ上に形成された前記縦線パターンと横線パターンとの潜像あるいはエッチング
像の線幅を計測しても良い。あるいは、線幅計測装置を、前述の空間像計測装置によって
構成しても良い。この場合には、例えば縦線パターンと横線パターンとの空間像を像面上
に形成し、その空間像の線幅を空間像計測装置によって計測することとなる。すなわち、
像の形成と線幅の計測とが同時に行われることとなる。
【０２５３】
　なお、上記実施形態では、説明の簡略化のため、同一線幅の縦線パターンと横線パター
ンとの像の線幅差がほぼ零となるような線幅差の制御を行う場合について説明したが、本
発明の投影光学系の調整方法などでは、これに限らず、直交２軸方向のラインパターン同
士であれば、線幅の如何にかかわらず（その線幅が異なっていても）、それらの像同士の
線幅差の制御を行うことが可能である。線幅差の制御としては、設計上の線幅差に正確に
近づけるようなパターン像の線幅差の制御が可能である。
【０２５４】
　また、上記実施形態では、オン・ボディ（投影光学系が露光装置に搭載された状態）で
投影光学系の調整を行うものとしたが、例えば露光装置（特に投影光学系）の製造工程な
どで、露光装置への搭載前に投影光学系を単体で調整しても良い。
【０２５５】
　ところで、直交２軸方向のラインパターンの像同士の線幅差が生じる要因は、投影光学
系の収差によるものに限られず、レチクル上のパターンの描画誤差に起因する場合も考え
られる。このような要因に起因する、直交２軸方向のラインパターンの像同士の線幅差の
低減のためにも、本発明に係る投影光学系の調整方法、露光方法、あるいは露光装置を用
いることができる。この場合には、上記実施形態と同様にして計測された第１の光学特性
、例えばツェルニケ多項式の第１２項の値と、既知の第１のラインパターンの線幅とこれ
に直交する第２のラインパターンの線幅との差（描画誤差）とに応じて、第１の光学特性
との相互作用によって投影光学系によって像面上に形成される前記第１のラインパターン
の像の線幅と前記第２のラインパターンの像の線幅との差である線幅差に影響を与える第
２の光学特性、例えばツェルニケ多項式の第９項の大きさを制御するように投影光学系が
調整される。このため、投影光学系によって像面上に形成される第１のラインパターンの
像の線幅と第２のラインパターンの線幅との差である線幅差が、レチクル上のパターンの
描画誤差などに起因して生じる場合に、直交するラインパターン同士の線幅差を自在に制
御することが可能となる。
【０２５６】
　なお、これまでの説明からもわかるように、投影光学系の波面収差の情報を得、さらに
パターンの投影像に関する情報を得、さらにこれらの情報に基づいて、投影光学系を調整
する際に、前記波面収差をツェルニケ多項式を用いて級数展開した複数のツェルニケ項の
うち、その相互作用が前記投影像の特性に影響を与える任意のツェルニケ項の組み合わせ
のクロスタームにおける前記投影像の特性の変化に対するツェルニケ感度を考慮して前記
投影光学系を調整することとしても良い。このようにしても、従来考慮されていなかった
その相互作用がパターンの投影像の特性に影響を与える任意のツェルニケ項の組み合わせ
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のクロスタームにおける前記投影像の特性の変化に対するツェルニケ感度を考慮して投影
光学系を調整するので、従来調整が困難であった収差成分、例えば高次収差成分などの調
整も可能となり、パターンの像の形成状態がより良好となるような投影光学系の調整が可
能となる。この場合において、パターンが、ラインパターンを含む場合、前記投影像の特
性として、そのラインパターンの線幅を少なくとも含む特性の変化に対する上記のツェル
ニケ感度を考慮することとしても良い。また、この場合も調整された投影光学系を用いて
回路パターンをウエハ等の物体上に転写することとしても良い。かかる場合にも、高精度
なパターンの転写を実現することが可能となる。
【０２５７】
　ところで、縦横線の線幅差だけでなく、孤立のラインパターンの像の線幅なども、デフ
ォーカス量による影響を受ける。そこで、発明者等は、前述のＣＤ－フォーカス曲線を求
めるため、実験を行った。
【０２５８】
　露光条件としては、光源がＡｒＦエキシマレーザ（波長１９３ｎｍ）、投影光学系ＰＬ
の開口数（Ｎ．Ａ．）＝０．７８、照明σ＝０．８５、２／３輪帯照明条件、対象パター
ンが６％ハーフトーンマスク（レチクル）に形成される、ウエハ上換算値で線幅１００ｎ
ｍの孤立線（２μｍピッチ）を仮定した。また、露光量（スライスレベル）は、無収差で
デフォーカスなしの条件で求め、＋０．１５μｍデフォーカスした位置での線幅ばらつき
ΔＣＤを求めた。
【０２５９】
　単純にツェルニケ項毎に例えば５０ｍλの収差を光学シミュレーション用のコンピュー
タに入力してツェルニケ感度（Zernike　Sensitivity）を第１項から第３７項について求
めると、図１４のようになる。この図１４において、横軸のＺ．ｉ（ｉ＝１～３７）は、
各ツェルニケ項を示す。
【０２６０】
　線幅ばらつきΔＣＤは、従来のツェルニケ感度法（Zernike　Sensitivity法：以下、適
宜「ＺＳ法」と呼ぶ）では、次式（１９）で表されるようなZernike　Sensitivity（以下
、適宜「ツェルニケ感度」又は「ＺＳ」と略述する）ｓi（ｉ＝１～３７）と、第ｎ計測
点（以下では計測点ｎとも呼ぶ）における各ツェルニケ項の大きさＣn,i（＝係数Ｚi）と
の線形結合で表現することができる。なお、以下では、Ｃn,iを各計測点のツェルニケ項
の成分（ツェルニケ項成分）と略述する。
【０２６１】
【数１３】

　しかしながら、上式（１９）を用いたＺＳ法を用いた計算結果と、適当な波面収差を与
えて直接空間像を計算する手法との間には、図１５のグラフに示されるような乖離が見ら
れる。すなわち、上式（１９）を用いたＺＳ法による計算では誤差が大きすぎる。
【０２６２】
　このため、発明者等は、ＣＤ－フォーカス曲線を、フォーカスと線幅を座標軸とする２
次元面内で移動させて線幅を推定する方法を考えてみた。
【０２６３】
　上述したように、ΔＣＤを直接ツェルニケ項成分の線形結合で表現する手法による線幅
予測誤差は大きいので、ツェルニケ感度の算出と、ΔＣＤの計算との間に、ＣＤ－フォー
カス曲線の平行移動という１ステップを加え、そのステップ（平行移動）実行後のＣＤ－
フォーカス曲線に基づいて、ΔＣＤを算出するという手法を採用することとした。
【０２６４】
　例えば、ＣＤ－フォーカス曲線の移動に関しては、各計測点ｎのフォーカス方向の移動
量（αn）と線幅（ＣＤ）方向の移動量（βn）をそれぞれツェルニケ感度で表現する。次
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に例えばｙ＝ｆ（ｘ）という関数であったＣＤ－フォーカス曲線を平行移動してｙ＝ｆ（
ｘ－αn）＋βnというＣＤ－フォーカス曲線を作成し、新しくできた関数についてΔＣＤ
を計算すれば良い。
【０２６５】
《予測方法》
　以下、本発明の予測方法の一例に係るＣＤ－フォーカス曲線の予測方法の実施形態につ
いて、その処理の流れを示すフローチャート（図１６、図２４）に沿って、かつ適宜他の
図面を参照しつつ説明する。
【０２６６】
　本実施形態においても、露光装置１００の前述の波面収差の各計測点ｎ（ｎ＝１～３３
）について、パターンの投影像の特性の１つである、ＣＤ－フォーカス曲線を、ツェルニ
ケ項成分Ｃn,iを含む複数の項の線形結合を用いたツェルニケ感度法を用いて予測する。
各ツェルニケ項成分Ｃn,iとしては、シミュレーション用コンピュータ４６上の結像シミ
ュレータによって予め求められたものを用いても良いし、前述のように、波面収差計測装
置８０による計測によって求められた値を用いても良い。
【０２６７】
　まず、図１６のステップ２０２において、実際の露光時の光学条件（例えば、照明光Ｅ
Ｌの波長、即ち露光波長（及び露光用の光源１６の種類など）、投影光学系ＰＬの最大Ｎ
．Ａ．（開口数）、使用Ｎ．Ａ．（本実施形態では、露光時に開口絞り１５にて設定され
る開口数）、コヒーレンスファクタσ値（照明σ）又は照明Ｎ．Ａ．（照明光学系の開口
数）、及びレチクルの照明条件（照明光学系の瞳面上での照明光ＥＬの光量分布、即ち２
次光源の形状や大きさ）など）等を含む露光条件を、シミュレーション用コンピュータ４
６にその入力装置を介して設定する。このとき、シミュレーション用コンピュータ４６上
では、すでに結像シミュレータが起動しており、その画面上には、結像シミュレータの露
光条件設定画面が表示されているものとする。オペレータ等は、その設定画面にしたがっ
て、実際の露光に用いられる光学条件などを設定する。なお、この露光条件の設定時には
、各計測点ｎ（ｎ＝１～３３）にそれぞれ転写されるレチクル上のパターンの形状、寸法
などのパターンに関する情報もここで併せて設定する。パターンに関する情報としては、
例えば、孤立ラインパターン、ライン・アンド・スペース（Ｌ／Ｓ）パターン、ラインパ
ターンが直交している直交パターンなどのパターン種別（位相シフトパターンであるか否
か及びその種類なども含む）、ラインパターンの線幅、長さ、ピッチなどのパターンサイ
ズ情報などがある。パターンの選択は、評価すべき評価項目に応じて決定される。例えば
、上述の動作と同様に縦横の線幅差を評価項目とするならば、図５に示されるレチクルＲ

Tのような、互いに直交するラインパターンが形成されたレチクルを用いるものと仮定し
、そのレチクル上のパターンに関する情報を設定する必要がある。ここでは、説明を簡単
にするため、計測点毎に同一サイズの孤立ラインパターンが形成されたレチクルを用いる
ものとし、そのレチクル上のパターンの情報が設定されたものとする。
【０２６８】
　次のステップ２０４において、結像シミュレーションにより投影光学系ＰＬが無収差の
ときのＣＤ－フォーカス曲線の作成が行われる。具体的には、オペレータ等は、シミュレ
ーション用コンピュータ４６に対し、投影光学系ＰＬが無収差である場合のＣＤ－フォー
カス曲線の作成を入力装置を介して指示する。
この指示に応答して、シミュレーション用コンピュータ４６は、上記ステップ２０２で設
定された露光条件下で投影光学系ＰＬを無収差と仮定した状態、すなわち（すなわち式（
３）に示されるツェルニケ項成分Ｚi（ｉ＝１～３７、すなわちＣn,i）をすべて０にした
状態）での、デフォーカス量に対するラインパターンの線幅の変動、すなわちＣＤ－フォ
ーカス曲線を結像シミュレータによって作成する。
【０２６９】
　次のステップ２０６において、シミュレーション用コンピュータ４６は、作成したＣＤ
－フォーカス曲線を、次式（２０）に示される１０次関数でフィッティングする。
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【数１４】

　ここで、ｘは、デフォーカス量であり、ｙは、そのデフォーカス量に対応する対象パタ
ーン（上記ステップ２０２においてパターン情報が設定されたラインパターン）の像の線
幅であり、Ｃa～Cfは、この１０次関数の各次の項の係数である。この式（２０）からも
明らかなように、この関数は、２次から１０次までの偶数次の項のみから成る関数である
。図１７Ａに、このフィッティングの結果得られた１０次関数の一例が示され、図１７Ｂ
に、その１０次関数と、結像シミュレーションによって得られたＣＤ－フォーカス曲線と
のフィッティング誤差の一例が示されている。図１７Ｂに示されるように、１０次関数の
フィッティング誤差は、±０．０２ｎｍ以下に収まっており、フィッティング精度が非常
に高くなっているのがわかる。
【０２７１】
　次に、ステップ２０８において、オペレータ等は、シミュレーション用コンピュータ４
６を用いて、デフォーカス量に対する、各ツェルニケ項のツェルニケ感度Ｓαiを空間像
計算により求める。ここで、ツェルニケ多項式で表現された収差を例えば１種類だけ入力
してＣＤ－フォーカス曲線を作ってみると、項ごとに異なる振る舞いをすることがわかる
。ここでは、その振る舞いのうち、ベストフォーカス位置の変化を求める。
【０２７２】
　図１８には、そのツェルニケ感度Ｓαiが示されている。この図１８において、横軸の
Ｚ．ｉ（ｉ＝１～３７）は、各ツェルニケ項を示す。図１８に示されるように、デフォー
カス量に対して感度があるのは、ツェルニケ項Ｚ4、Ｚ9、Ｚ16、Ｚ25、Ｚ36、Ｚ37の回転
成分やＺ5、Ｚ12、Ｚ17、Ｚ21、Ｚ28、Ｚ32などの２回回転成分、すなわち偶数θ成分の
みとなっている。他（奇数θ成分）はツェルニケ感度が０であるため、ＣＤ－フォーカス
曲線は、フォーカス方向のシフトに関しては、奇数θ成分には影響を受けず、収差間のク
ロス項の影響を受けることもない。
【０２７３】
　図１９には、第９項（Ｚ．９）、第１２項（Ｚ．１２）、第１６項（Ｚ．１６）の３種
類の各ツェルニケ項を、それぞれ－５０ｍλから５０ｍλまで１０ｍλピッチで１１点動
かしたときのフォーカス方向の移動量（αn）の変化の様子が示されている。図１９には
、各１１点での各移動量に基づいて最小二乗法を使って求められた直線の傾きも併せて示
されている。すなわち、各直線の傾きがそれぞれのツェルニケ項の感度の値となる。なお
、この図１９には、第９項（Ｚ．９）、第１２項（Ｚ．１２）、第１６項（Ｚ．１６）の
３種類だけが代表的に示されているが、他のツェルニケ項についても収差量がこの範囲で
あれば、ほぼ完全に線形性が保たれていることが確認されている。図１９からもわかるよ
うに、相関係数Ｒ2≒１なので、通常のツェルニケ感度の計算では、計算時間を節約する
ために、収差を１値だけ入力して直線の傾きを求めれば良いが、ここでは、再確認と、よ
り正確な値を導き出すことを目的に、－５０ｍλ～５０ｍλまで１０ｍλピッチでフォー
カス方向の移動量（αn）を１１点計算して、最小二乗法を使って直線の傾き（すなわち
ツェルニケ感度の値）を計算した。
【０２７４】
　次に、ステップ２１０において、シミュレーション用コンピュータ４６は、各ツェルニ
ケ項のツェルニケ感度Ｓαiと、各計測点ｎ（ｎ＝１～３３）におけるツェルニケ項成分
Ｃn,i（ｉ＝１～３７）とを用いて、総合焦点差（ＴＦＤ）、非点収差、球面収差量など
を求めるツェルニケ感度法と同様な式である次式（２１）を用いて、計測点ｎ（ｎ＝１～
３３）におけるＣＤ－フォーカス曲線のフォーカス方向のずれ量αnを求める。
【０２７５】
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【数１５】

　ところで、ツェルニケ項毎に－５０ｍλ～５０ｍλまで１０ｍλピッチで１１点収差を
入力して、その振る舞いからβn（ベストフォーカス位置における線幅の変化）と収差の
関係を求めた場合、収差の量がプラスであってもマイナスであっても影響が同じであるこ
とや、収差が増えると比例関係以上に像の劣化が観察されることから、βnは、各ツェル
ニケ項成分の二乗の線形結合で表されるものと仮定することができる。
【０２７６】
　そこで、次のステップ２１２において、オペレータ等は、シミュレーション用コンピュ
ータ４６を用いて、設定された露光条件下での、ラインパターンの線幅に対する、各ツェ
ルニケ項成分の二乗のツェルニケ感度Ｓβiを、空間像計算により求める。像計算で得た
１１点の線幅変化量の計算に２次関数を仮定し、最小二乗法によって近似をしてみると、
図２０に示されるように、ｙ＝ｓｘ2という関数に乗っていることが観察される。なお、
この図２０には、第６項（Ｚ．６）、第７項（Ｚ．７）、第９項（Ｚ．９）の３種類だけ
が代表的に示されているが、他のツェルニケ項についても二次関数で表現できることが確
認されている。なお、各ツェルニケ項の感度Ｓβi（ｉ＝１～３７）を図２１に示す。こ
の図２１において、横軸のＺ．ｉ（ｉ＝１～３７）は、各ツェルニケ項を示す。図２１に
示されるように、この線幅変化に対しては、奇数θ成分、偶数θ成分ともに感度がある。
【０２７７】
　次に、ステップ２１４において、シミュレーション用コンピュータ４６は、各計測点に
おけるツェルニケ項成分Ｃn,iをメモリから読み出すとともに、次式（２２）を用いて、
ラインパターンの線幅方向のＣＤ－フォーカス曲線のずれ量βnを求める。
【０２７８】

【数１６】

　次に、ステップ２１６において、シミュレーション用コンピュータ４６は、上記ステッ
プ２１０で求めたαnと、上記ステップ２１４で求めたβnとを用いて、次式（２３）に基
づき、計測点ｎ（ｎ＝１～３３）におけるＣＤ－フォーカス曲線を求める。これにより求
められたＣＤ－フォーカス曲線が、計測点ｎにおける投影光学系ＰＬの収差を考慮したと
きに予想される各計測点ｎにおけるＣＤ－フォーカス曲線となる。但し、ここで求められ
たＣＤ－フォーカス曲線では、未だその変形は考慮されていない。
【０２７９】
【数１７】

　なお、βnを求める際には、上述の式（２２）に代えて、次式（２４）を用いることも
できる。
【０２８０】

【数１８】

　上述の式（２４）は、互いに異なるツェルニケ項同士の積、すなわち前述のクロスター
ム（クロス項）を考慮するように、式（２２）を拡張したものである。すなわち、パター
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ン像の線幅は、式（２２）に示される各ツェルニケ項成分の二乗だけでなく、クロスター
ムの影響も受ける。図２２Ａ、図２２Ｂのグラフに示されるように、収差の組み合わせに
よっては、線幅分布が傾いた楕円上に分布していることがある（図２２Ａでは、Ｚ．６と
Ｚ．１３との関係であり、図２２ＢではＺ．９とＺ．１２との関係である）。この場合に
は、それらの収差の組み合わせのクロスタームは、線幅変化に対して感度を有することと
なる。図２３には、ラインパターンの線幅に対する各クロスタームの感度（クロストーク
）が示されている。なお、式（２４）において、ｉ＝ｊのＳβi,jのところには、式（２
２）のＳβiと同じ値が入り、式（２４）の中で、２項だけ取り出すと、例えば次式（２
５）のような形となる。
【０２８１】
【数１９】

　これより、図２２Ａ、図２２Ｂのグラフに示されるような傾いた楕円分布の表現が可能
であることがわかる。実際にクロスタームの計算をしてみると、かなり多くの項の間でク
ロスタームが存在することを確認できる。
【０２８２】
　これまでの説明から明らかなように、ある収差のツェルニケ項のＣＤ－フォーカス曲線
への影響はＣＤ－フォーカス曲線のフォーカス方向への移動と最大線幅の変化として表現
できる。
【０２８３】
　次に、図２４のステップ３０２において、シミュレーション用コンピュータ４６は、結
像シミュレータを用いた空間像計算により、実際に収差が存在する状態での投影光学系Ｐ
ＬにおけるＣＤ－フォーカス曲線を計測点毎に求める。実際の収差に関する情報は、前述
のように求められた波面収差を、主制御装置５０を介して、記憶装置４２から読み出すこ
とによって行なうようにしても良い。
【０２８４】
　次いで、ステップ３０４において、シミュレーション用コンピュータ４６は、上記ステ
ップ３０２で結像シミュレータにより算出されたＣＤ－フォーカス曲線と、上述した式（
２３）を用いて算出されたＣＤ－フォーカス曲線との差分を表す差分関数ｙ’nを、次式
（２６）に示されるような、５次関数で近似する。
【０２８５】
【数２０】

　ここで、γ５n、δ４n、γ３n、δ２n、γ１nは、５次関数ｙ’nの各次の項の係数であ
る。
【０２８６】
　この各係数γ５n、δ４n、γ３n、δ２n、γ１nも、ツェルニケ項成分Ｃn,iを含む項の
線形結合で表現することができる。具体的には、奇数次の項（以下では奇数項とも呼ぶ）
の係数γ５n、γ３n、γ１nは、各ツェルニケ項成分Ｃn,iの線形結合で表すことができ、
偶数次の項（以下では偶数項とも呼ぶ）の係数δ４n、δ２nは、各ツェルニケ項成分の二
乗Ｃn,i

2の線形結合で表すことができる。
【０２８７】
　そこで、次のステップ３０６では、シミュレーション用コンピュータ４６は、式（２６
）で示されるｙ’nの奇数項に着目し、５次、３次、１次の係数γ５n、γ３n、γ１nに対
するツェルニケ項の感度Ｓγ5i，Ｓγ3i，Ｓγ1iを空間像計算により求める。図２５～図
２７には、各ツェルニケ項の感度Ｓγ5i，Ｓγ3i，Ｓγ1iの一例がそれぞれ示されている
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。
【０２８８】
　次のステップ３０８では、シミュレーション用コンピュータ４６は、関数ｙ’nの偶数
項に着目し、４次、２次の係数δ４n，δ２nに対する各ツェルニケ項成分の二乗Ｃn,i

2の
感度Ｓδ4i，Ｓδ2iを空間像計算により求める。図２８、図２９には、各ツェルニケ項成
分の二乗Ｃn,i

2の感度Ｓδ4i，Ｓδ2iの一例がそれぞれ示されている。
【０２８９】
　そして、ステップ３１０において、シミュレーション用コンピュータ４６は、投影光学
系ＰＬの現在の収差状態での計測点ｎ（ｎ＝１～３３）における、５次、３次、１次の係
数γ５n、γ３n、γ１n、及び、４次、２次の係数δ４n，δ２nを、次の式（２７）、式
（２８）を用いて求める。
【０２９０】
【数２１】

【０２９１】
　以上により、式（２３）に示される関数ｙnと式（２６）で表される関数ｙ’nとの和を
示す関数ｙ”n（＝ｙn＋ｙ’n）の各次の項の係数が全て計算され、計測点ｎ（ｎ＝１～
３３）におけるＣＤ－フォーカス曲線（変形をも考慮したもの）がすべて予測されたこと
になる。
【０２９２】
　図３０には、設定された露光条件下で、各計測点ｎ（ｎ＝１～３３）のうち、代表的に
示される計測点ｋ、ｋ＋１（ｋ＝１～３２）のＣＤ－フォーカス曲線ｙ”k，ｙ”k+1を、
求める際の模式図が示されている。図３０に示されるように、本実施形態の予測方法では
、上述したステップ２０２～ステップ３１０を実行することにより、投影光学系ＰＬの収
差が０であると仮定した場合のＣＤ－フォーカス曲線を、１０次関数ｙで近似し、その１
０次関数ｙを、計測点ｋにおけるツェルニケ項成分Ｃk,iの線形結合によって求められる
デフォーカス量（横軸）の方向及び線幅（縦軸）の方向に、それぞれαk、βkだけずらし
、さらに、５次関数ｙ’k分変形させることによって計測点ｋにおける関数ｙ”kを予測し
ている。前述のように、投影光学系ＰＬの瞳面上の波面は、計測点によって異なるため、
ツェルニケ項成分Ｃn,iも計測点によって異なる。したがって、上述のｙ”kとｙ”k+1は
、違う曲線となる。
【０２９３】
　図３１Ａには、精密な結像シミュレーションによって算出された、計測点１、１１、１
７、３３におけるＣＤ－フォーカス曲線の一例が示されており、図３１Ｂには、上述の予
測方法によって予測された同一露光条件、同一パターンでの計測点１、１１、１７、３３
におけるＣＤ－フォーカス曲線の一例が示されている。図３１Ａ、図３１Ｂに示されるよ
うに、結像シミュレーションによるＣＤ－フォーカス曲線と、上述の予測方法によって予
測されたＣＤ－フォーカス曲線とは、各計測点において良く一致しており、精度良くＣＤ
－フォーカス曲線を予測できているのがわかる。すなわち、上述の予測方法を実行すれば
、所定露光条件下での所定パターンの転写の際の、ＣＤ－フォーカス曲線を精度良く予測
することが可能となる。
【０２９４】
　図３２には、線幅ばらつきΔＣＤに関して、上で説明した新たなＺＳ法を用いた計算結
果と、適当な波面収差を与えて直接空間像を計算する手法との関係が示されている。この
図３２と前述の図１５とを比較すると明らかなように、新たなＺＳ法によると、誤差が格
段に低減されていることがわかる。
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【０２９５】
　図３２からも明らかなように、結像シミュレーションによる空間像計算を行なわなくて
も、ＺＳ法を拡張することで線幅を正確に計算できることがわかる。
【０２９６】
　なお、上述のステップ２０２～３１０の説明では、オペレータ等が介在することを前提
として説明を行ったが、オペレータ等は、露光条件等の指定（ステップ２０２）のみを行
い、ステップ２０４以降の処理は、シミュレーション用コンピュータ４６（又はその他の
コンピュータがシミュレーション用コンピュータと連携して）が全て行うようにすること
も勿論可能である。あるいは、前述のオペレータ等の操作に代えて、ホストコンピュータ
などから指令を与えるようにしても良い。このような変形は、ソフトウェアプログラムを
変更することによって容易に実現が可能である。
【０２９７】
　上述した露光条件等の指定以外の処理を、シミュレーション用コンピュータ４６などの
コンピュータに行わせるプログラムは、例えばＣＤ（compact　disc），ＤＶＤ（digital
　versatile　disc），ＭＯ（magneto-optical　disc）あるいはＦＤ（flexible　disc）
等の情報記録媒体に記録した状態で譲渡（販売等）の対象にすることができる。勿論、イ
ンターネットなどの電気通信回線を介してデジタルコンテンツとして譲渡等することもで
きる。
【０２９８】
《評価方法》
　上述のようにして予測された計測点１～計測点ｎのＣＤ－フォーカス曲線を用いて、露
光装置１００におけるパターンの投影像（又は転写像）の特性を評価することが可能であ
る。例えば、上述のように、投影光学系ＰＬの物体面側で、計測点１～ｎに対応する位置
にそれぞれ孤立ラインパターンを配置した場合を想定し、計測点毎にＣＤ－フォーカス曲
線を予測すれば、評価点毎にＣＤ－フォーカス曲線のずれに基づいて、露光領域ＩＡ内に
おける孤立ラインパターンの像の特性、例えば面内均一性を評価することができるように
なる。
【０２９９】
　また、図５に示されるような、計測点１～ｎに対応する位置にそれぞれ互いに直交する
ラインパターンが配置されたレチクルＲTを使用する場合を想定し、縦ラインパターン、
横ラインパターンについてそれぞれ上述したステップ２０２～ステップ３１０を実行して
ＣＤ－フォーカス曲線を予測すれば、前述の図８に示されるような、縦パターン及び横パ
ターンのＣＤ－フォーカス曲線が作成され、ＣＤフォーカス曲線の差に基づいて各計測点
における縦横線幅差を評価することもできる。
【０３００】
　すなわち、縦線と横線それぞれの像のＣＤ（線幅）変化に対するツェルニケ感度を求め
、収差（ツェルニケ項）の組み合わせのクロスタームのツェルニケ感度Ｓβi,j（ｉ≠ｊ
）を求め、その符号が縦横線で異なる組み合わせが、ＶＨ差に影響を及ぼす収差（ツェル
ニケ項）の組合わせとして探し出せる。この理由は、Ｖ線とＨ線とで、式（２５）中の第
２項以外は、同一の値となるので、ＶＨ差＝ΔＣＤ（Ｖ）－ΔＣＤ（Ｈ）の計算において
も、βnに関しては、縦線と横線とでクロスタームの感度Ｓβi,j（ｉ≠ｊ）の符号が異な
る場合に、線幅差に影響を与えることとなるためである。
【０３０１】
　また、計測点１～ｎに対応する位置にそれぞれＬ／Ｓパターンを配置した場合を想定し
、そのＬ／Ｓパターンの像の両端のラインパターン像についてそれぞれＣＤ－フォーカス
曲線を予測すれば、ＣＤフォーカス曲線の差に基づいて各計測点における両端の像の線幅
差を評価することができ、これにより例えば投影光学系ＰＬのコマ収差を評価できるよう
になる。
【０３０２】
　なお、これまでの式（２１）、式（２２）（又は式（２４））、式（２７）、式（２８
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）をまとめてマトリックス形式で表現すると、以下の式（２９）のようになる。
【０３０３】
【数２２】

　ただし、Ｗα、Ｗβ、Ｗγ、Ｗδは、それぞれ、以下のようになる。
【０３０４】
【数２３】

　Ｗβは、式（２２）または式（２４）のいずれを選択するかで、マトリックスが異なっ
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たものとなる。なお、上述の式（２９）は、以下のように纏められる。
【０３０５】
【数２４】

　ここで、ｆは、ＣＤ－フォーカス曲線の各係数のマトリックスであり、Ｗａは波面収差
に関するマトリックスであり、ＺＳは、ツェルニケ感度に関するマトリックスである。
【０３０６】
《調整方法》
　次に、上述のＣＤ－フォーカス曲線の予測方法、その予測方法によって予測されたＣＤ
－フォーカス曲線に基づく露光装置１００におけるパターンの転写状態を評価する評価方
法を実行後、その評価結果に基づいてパターンの転写状態を調整する調整方法について説
明する。なお、ここでは、前述のステップ１０２において設定した孤立ラインパターンの
像における面内均一性を高めることを目標として調整を行うものとする。
【０３０７】
　前述のように、各計測点ｎ（ｎ＝１～３３）に対応するパターンが全て均一であっても
、各計測点間のＣＤ－フォーカス曲線がずれていれば、その計測点上に結像するパターン
像は均一とはならない。したがって、本実施形態の調整方法では、上述のように予測され
た各計測点のＣＤ－フォーカス曲線ができるだけ均一となるように、露光装置１００にお
けるパターンの転写状態を調整する。以下では、その調整方法について説明するが、まず
、その調整方法に用いる算出式の根拠について説明する。
【０３０８】
　各計測点ｎ（ｎ＝１～３３）におけるＣＤ－フォーカス曲線を均一にするには、前述の
ように求めた、αn、βn、γ５n、δ４n、γ３n、δ２n、γ１nが、各計測点において、
できるだけ同一となるように、前述の１９個のパラメータを調整すれば良い。そこで、各
計測点ｎ（ｎ＝１～３３）におけるαn、βn、γ５n、δ４n、γ３n、δ２n、γ１nの目
標値を計測点間で同一としたうえで、αn、βn、γ５n、δ４n、γ３n、δ２n、γ１nを
それぞれの目標値に近づけることができるような調整パラメータの調整量を算出する。
【０３０９】
　上述のように各調整パラメータを調整した場合には、投影光学系ＰＬの波面収差等が変
化する。計測点ｎ（ｎ＝１～３３）における前述の１９個の調整パラメータ（これらをそ
れぞれ調整パラメータＰＡＲＡ１～ＰＡＲＡ１９とする）の単位調整量当たりの上述のマ
トリックスＷａの各要素（すなわちＣn,i（ｉ＝１～３７）を含む項）の変化）を、それ
ぞれマトリックスＰＡＲＡ１Ｐ’～ＰＡＲＡ１９Ｐ’で表すと、例えばＰＡＲＡ１Ｐ’は
以下に示すようになる。
【０３１０】
【数２５】

　ただし、Ｗα’、Ｗβ’、Ｗγ’、Ｗδ’は、それぞれ、以下に示されるようになる。



(57) JP 4352458 B2 2009.10.28

10

20

【０３１１】
【数２６】

　ここで、各マトリックスＷα’、Ｗβ’、Ｗγ’、Ｗδ’の各要素に含まれるＺn,i（
ｎ＝１～３３、ｉ＝１～３７）は、調整パラメータＰＡＲＡ１の計測点ｎにおけるＣn,i

の変化である。
【０３１２】
　したがって、次式（３２）に示されるように、マトリックスＰＡＲＡ１Ｐｎ’を上述し
た各係数の感度を要素とする列ベクトルＺＳに掛け合わせれば、調整パラメータＰＡＲＡ
１の単位量当たりの計測点ｎにおける係数の変化量（例えばαn

（P1））の列ベクトルＢ
’［１］を求めることができる。
【０３１３】
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【数２７】

　同様に、調整パラメータＰＡＲＡ２’～ＰＡＲＡ１９’についても、単位量当たりの計
測点ｎにおける係数の変化量の列ベクトルＢ’［２］～Ｂ’［１９］が求まる。
【０３１４】
　ここで、各調整パラメータの調整量の縦ベクトルを次式（３３）に示す縦ベクトルＰと
する。
【０３１５】

【数２８】

　調整パラメータＰＡＲＡ１～ＰＡＲＡ１９の調整量に対するＣＤ－フォーカス曲線の係
数の変化ｆ’は、次式（３４）のようになる。
【０３１６】
【数２９】
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　ここでは、調整パラメータの調整量と、それに伴うＣＤ－フォーカス曲線の係数との上
述した関係を利用し、以下に示す計算を行って、各計測点におけるパターンの均一化を図
る。すなわち、ＣＤ－フォーカス曲線の各係数の目標値の列ベクトルをｆtとし、現在の
各係数の列ベクトルをｆとし、前述の列ベクトルＢ’［１］～Ｂ’［１９］の１次結合に
よって形成されるマトリックスをＢとすると、それらの関係は、次式（３５）で表される
。
【０３１７】
【数３０】

　上式を最小二乗法で解くと、次式（３６）のようになる。
【０３１８】
【数３１】

　ここで、ＢTは、前述のマトリックスＢの転置マトリックスであり、（ＢT・Ｂ）-1は、
（ＢT・Ｂ）の逆マトリックスである。
【０３１９】
　この調整方法では、主制御装置５０が、上述の式（３６）を用いて、調整量の列ベクト
ルＰを求め、調整量ＡＤＪ１～調整量ＡＤＪ１９を算出する。なお、式（３６）を用いて
列ベクトルＰを求めるためには、各計測点におけるＣＤ－フォーカス曲線の各係数の目標
値、すなわち列ベクトルｆtを決定する必要があるが、ここでは、前述のように、孤立ラ
インパターンの像の面内均一性を高めることを目標としているため、各計測点における関
数ｙ”nについての各次の係数の目標値をすべて同じ値に設定するようにすれば良い。
【０３２０】
　次に、縦横線幅差を調整する場合の調整方法について説明する。これには、前述のよう
に、図５に示されるようなレチクルＲTの計測用パターンがそれぞれ計測点１～ｎに対応
する位置に配置される場合を想定し、前述の予測方法を実行すれば、同一計測点において
、ラインパターン毎にＣＤ－フォーカス曲線が得られる。
【０３２１】
　この場合にも、上述の式（３６）と同様の式を用いて調整量ＡＤＪ１～調整量ＡＤＪ１
９を算出するが、前述のように、各計測点において、２つのＣＤ－フォーカス曲線が得ら
れるようになるため、係数マトリックスｆt及びｆの要素数は、上述の式（３０）におけ
るｆの要素数（３３×７＝２３１）の２倍、すなわち４６２となり、同一計測点における
縦ラインパターン及び横ラインパターンに対応する係数の目標値を同一の値とすれば、縦
横線幅差を最も低減することができる調整量ＡＤＪ１～ＡＤＪ１９を算出することが可能
となる。
【０３２２】
　次に、主制御装置５０では、記憶装置４２に記憶された調整量ＡＤＪ１～ＡＤＪ１５に
従って、前述と同様に、結像性能補正コントローラ４８により、可動レンズ１３1～１３5

の位置及び姿勢の少なくとも一方を調整し、上記の各動作と同時に、主制御装置５０は、
調整量ＡＤＪ１９に従って光源１６に指令を与え、照明光ＥＬの波長をシフトする。
【０３２３】
　なお、本実施形態では、投影光学系ＰＬ等の調整後の状態で、さらに、上述したステッ
プ２０２～ステップ３１０を実行して、調整後の各計測点のＣＤ－フォーカス曲線を予測
し、さらに上述した評価方法、調整方法を繰り返し実行し、各計測点のパターンの転写状
態を逐次接近的に均一化するようにしても良い。
【０３２４】
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《露光方法》
　半導体デバイスの製造時における露光工程では、デバイス製造用のレチクルＲがレチク
ルステージＲＳＴ上に装填され、前述した動作により、ステップ・アンド・スキャン式の
露光が行われる。なお、本実施形態の露光装置１００では、上記のステップ・アンド・ス
キャン方式の露光に際し、前述の露光領域ＩＡ内におけるウエハＷの位置及び姿勢を、算
出された調整量ＡＤＪ１６～ＡＤＪ１８に基づいて制御することは、前述した通りである
。
【０３２５】
　また、本実施形態では、露光条件の設定や、レチクルＲの交換により、実際に転写する
回路パターンが変更された場合には、図１８、図２１、図２３、図２５～図２８に示され
る各ツェルニケ項成分を含む項のツェルニケ感度が変化するため、それらの感度を求め直
して、改めて上述の予測方法、評価方法、調整方法を実行する必要があることはいうまで
もない。
【０３２６】
　以上詳細に説明したように、上述の予測方法によれば、投影光学系ＰＬの波面収差Ｗ（
ρ，θ）を級数展開して得られる各収差成分Ｃn,i（ｎ＝１～３３、ｉ＝１～３７）をそ
れぞれ含む複数の項の線形結合の値に基づいて、投影光学系ＰＬを介して投影されるパタ
ーンの像に関する変動曲線としてのＣＤ－フォーカス曲線を求めることができる。従って
、多大な計算時間を要する複雑な計算を伴う結像シミュレーションを用いずとも、各収差
成分Ｃn,i（ｎ＝１～３３、ｉ＝１～３７）を含む項の線形結合の値を求めるという至極
単純な演算により、所定露光条件下での所定の収差状態にある投影光学系ＰＬを介したパ
ターンの像に関するＣＤ－フォーカス曲線を予測することが可能となり、その予測結果に
基づき、パターンの投影像（又は転写像）の特性を短時間に予測することが可能となる。
【０３２７】
　また、この予測方法によれば、ＣＤ－フォーカス曲線の移動量だけでなく、各収差成分
Ｃn,i（ｎ＝１～３３、ｉ＝１～３７）を含む項の線形結合に基づいて、投影光学系ＰＬ
の波面収差Ｗ（ρ，θ）に起因するＣＤ－フォーカス曲線の変形具合も算出するので、Ｃ
Ｄ－フォーカス曲線をさらに精度良く予測することができる。
【０３２８】
　また、この予測方法によれば、像サイズ軸方向（線幅変化方向）に関するＣＤ－フォー
カス曲線の移動は、各収差成分の二乗Ｃn,i

2に感度があるだけでなく、互いに異なる収差
成分同士のクロス項にも感度があるので、それらのクロス項の線形結合をさらに考慮すれ
ば、像のサイズ軸方向の移動量をさらに精度良く予測することができる。
【０３２９】
　また、この予測方法によれば、計測点ｎにおける変動関数の変形具合を示す差分関数ｙ
’nの奇数次の項の係数は、投影光学系ＰＬの波面収差Ｗ（ρ，θ）を展開したときの各
ツェルニケ項成分Ｃn,i（ｎ＝１～３３、ｉ＝１～３７）に感度があるため、差分関数ｙ
’nの奇数次の項の係数を、各ツェルニケ項成分Ｃn,iの線形結合によって予測することが
できる。また、差分関数ｙ’nの偶数次の項の係数は、各ツェルニケ項成分の二乗Ｃn,i

2

に感度があるため、その偶数次の項の係数を、各ツェルニケ項成分の二乗Ｃn,i
2の線形結

合によって予測することができるので、短時間で、かつ精度良くＣＤ－フォーカス曲線の
変形を予測することができる。
【０３３０】
　また、上述の評価方法によれば、上述の予測方法を用いて、所定露光条件下で投影光学
系ＰＬを介して投影される所定パターンの像についてのＣＤ－フォーカス曲線を、投影光
学系ＰＬの有効視野内の各計測点についてそれぞれ短時間に精度良く予測することができ
るようになるので、そのＣＤ－フォーカス曲線に基づいて、投影光学系ＰＬの有効視野内
における所定パターンの像の特性、例えば均一性を、短時間に、精度良く評価することが
可能となる。
【０３３１】
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　また、この評価方法を用いる調整方法によれば、本実施形態の評価方法を用いて、投影
光学系ＰＬの有効視野内における所定パターンの像の均一性が評価され、その評価結果に
基づいて、投影光学系ＰＬを介した所定パターンの像の形成状態が調整される。従って、
評価結果に応じて所定パターンの像の特性を所望の状態、例えば転写像の均一性が改善す
る方向に調整することが可能となる。
【０３３２】
　また、上記実施形態の予測方法では、投影光学系ＰＬが無収差である仮定した場合に求
めたＣＤ－フォーカス曲線をフィッティングする関数として、偶数次の項のみ有する１０
次関数を選択したが、本発明はこれに限定されるものではなく、フィッティングする関数
の最高次数は、８次以下であっても良いし、１２次以上であっても良い。いずれにしても
、ＣＤ－フォーカス曲線をフィッティングする関数は、高次偶関数であれば良い。
【０３３３】
　また、上記実施形態の予測方法では、差分関数ｙ’nを５次の関数としたが、これは４
次以下であっても良いし、６次以上であっても良い。
【０３３４】
　また、上記実施形態の予測方法では、各計測点に対応する点に配置される計測用レチク
ルのパターンを、縦ラインパターン及び横パターン（すなわち交差パターン）が１つずつ
設けられたパターン、あるいは、孤立ラインパターンとしたが、本発明はこれに限定され
るものではなく、複数の平行ラインパターン（Ｌ／Ｓパターン）であっても良いし、交差
パターンや平行ラインパターンが組み合わされたパターンであっても良い。また、縦、横
だけでなく、斜めに延びるラインパターンが含まれていても良い。なお、Ｌ／Ｓパターン
を採用した場合には、そのＬ／Ｓパターンの両端のラインパターンの線幅をそれぞれ本実
施形態の予測方法で予測し、それらの線幅差、すなわち線幅異常値を本実施形態の評価方
法で評価し、本実施形態の調整方法と同様に、その評価結果に基づいて、パターンの像の
形成状態を調整した上で、線幅異常値の大きさを低減したうえで、露光を実行すれば、高
精度な露光が可能となる。
【０３３５】
　また、上記実施形態の評価方法では、ラインパターンの面内均一性、縦横線幅差、線幅
異常値を評価項目としたが、本発明はこれに限定されるものではなく、ＣＤ－フォーカス
曲線に基づいて評価可能なあらゆる項目を評価項目とすることができる。
【０３３６】
　なお、上記実施形態の評価方法では、所定露光条件下で投影光学系ＰＬを介して投影さ
れる所定パターンの像についてのＣＤ－フォーカス曲線を、投影光学系ＰＬの有効視野内
の各計測点についてそれぞれ短時間に精度良く予測し、そのＣＤ－フォーカス曲線に基づ
いて、投影光学系ＰＬの有効視野内における所定パターンの像の特性、例えば均一性を評
価する場合について説明したが、本発明の評価方法がこれに限定されるものではない。す
なわち、投影光学系ＰＬの波面収差の情報を得、さらにパターンの投影像に関する情報を
得る。そして、これらに基づいて、波面収差をツェルニケ多項式を用いて級数展開した複
数のツェルニケ項のうち、その相互作用が前記投影像の特性に影響を与える任意のツェル
ニケ項の組み合わせのクロスタームにおける前記投影像の特性の変化に対するツェルニケ
感度を考慮して前記パターンの像の特性を評価することとしても良い。かかる場合であっ
ても、従来考慮されていなかったその相互作用がパターンの投影像の特性に影響を与える
任意のツェルニケ項の組み合わせのクロスタームにおける前記投影像の特性の変化に対す
るツェルニケ感度を考慮してパターンの像の特性を評価するので、パターンの像の特性を
より高精度に評価することができる。
【０３３７】
　また、上記実施形態の調整方法では、前述した式（３６）等を用いて算出された最適な
調整量に基づいて、主制御装置５０の制御の下、結像性能補正コントローラ４８等による
調整を自動的に行うものとしたが、これに限らず、前記調整量に基づいて、投影光学系の
結像性能などを手動で調整しても良い。
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【０３３８】
　また、上記実施形態の予測方法には、様々な変形例が考えられ得る。また、上記実施形
態では、ＣＤ－フォーカス曲線の予測方法、予測されたＣＤ－フォーカス曲線で露光装置
１００におけるパターンの転写状態を評価する評価方法、その評価結果に応じてパターン
の転写状態を調整する調整方法、その調整後に露光を行う露光方法を、一連の処理によっ
て説明したが、すべての方法を一連の処理で行う必要はなく、本発明の予測方法、評価方
法、調整方法は、それぞれ単独で、あるいは任意に組み合わせて実行しうるものである。
上記実施形態の予測方法の後に続く、評価方法、調整方法、露光方法は、それら予測方法
の様々な変形例の後にも実行しうるものである。また、上記実施形態の予測方法及びその
変形例の実行後には、上記実施形態の評価方法、調整方法、露光方法の他、上述したよう
な、様々な項目を評価項目とする評価方法、手動による調整方法、ステップ・アンド・リ
ピート方式による露光方法など、様々な評価方法、調整方法、露光方法を適用可能である
ことはいうまでもない。
【０３３９】
　なお、上記実施形態において、投影光学系ＰＬの波面収差の計測に用いる波面収差計測
器として全体形状がウエハホルダと交換可能な形状を有する波面収差計測器を用いても良
い。かかる場合には、この波面収差計測器は、ウエハ又はウエハホルダをウエハステージ
ＷＳＴ上に搬入し、ウエハステージＷＳＴから搬出する搬送系（ウエハローダなど）を用
いて自動搬送することが可能である。さらに、上記実施形態では、ウエハステージに対し
て波面収差計測装置８０を着脱自在としたが、常設としても良い。このとき、波面収差計
測装置８０の一部のみをウエハステージに設置し、残りをウエハステージの外部に配置し
ても良い。さらに上記実施形態では、波面収差計測装置８０の受光光学系の収差を無視す
るものとしたが、その波面収差を考慮して投影光学系の波面収差を決定しても良い。また
、波面収差の計測に例えば前述の米国特許第５，９７８，０８５号などに開示された計測
用レチクルを用いる場合には、ウエハ上のレジスト層に転写され形成された計測用パター
ンの潜像の基準パターンの潜像に対する位置ずれを、例えば露光装置が備えるアライメン
ト系ＡＬＧによって検出することとしても良い。なお、計測用パターンの潜像を検出する
場合には、ウエハなどの基板上の感光層としてフォトレジストを用いても良いし、あるい
は光磁気材料などを用いても良い。このような種々の工夫により、前述した投影光学系Ｐ
Ｌの調整を、オペレータやサービスエンジニアを介在させることなく露光装置１００によ
って全て自動的に行うようにすることも可能である。
【０３４０】
　さらに、上記実施形態では、投影光学系ＰＬの光学素子を移動して結像性能を調整する
ものとしたが、これに限らず、その駆動機構に加えて、あるいはその代わりに、例えば投
影光学系ＰＬの光学素子間での気体の圧力を変更する、レチクルＲを投影光学系の光軸方
向に移動又は傾斜させる、あるいはレチクルとウエハとの間に配置される平行平面板の光
学的な厚さを変更する機構などを用いても良い。但し、この場合には上記実施形態におけ
る自由度の数が変更され得る。また、上記実施形態では１９個の調整パラメータを用いる
ものとしたが、その数や種類は任意で良く、例えばウエハ表面（ウエハステージＷＳＴ）
の駆動量や照明光ＥＬの波長シフトなどを含まなくても良い。
【０３４１】
　なお、上記実施形態では、露光装置として走査型露光装置を用いる場合について説明し
たが、これに限らず、例えばステップ・アンド・リピート型の露光装置を用いても良い。
【０３４２】
　この場合の露光装置の用途としては半導体製造用の露光装置に限定されることなく、例
えば、角型のガラスプレートに液晶表示素子パターンを転写する液晶用の露光装置、プラ
ズマディスプレイ又は有機ＥＬなどの表示装置、撮像素子（ＣＣＤなど）、薄膜磁気へッ
ド、マイクロマシーン及びＤＮＡチップなどを製造するための露光装置にも広く適用でき
る。また、半導体素子などのマイクロデバイスだけでなく、光露光装置、ＥＵＶ露光装置
、Ｘ線露光装置、及び電子線露光装置などで使用されるレチクル又はマスクを製造するた
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めに、ガラス基板又はシリコンウエハなどに回路パターンを転写する露光装置にも本発明
を適用できる。
【０３４３】
　また、上記実施形態の露光装置の光源は、Ｆ2レーザ、ＡｒＦエキシマレーザ、ＫｒＦ
エキシマレーザなどの紫外パルス光源に限らず、連続光源、例えばｇ線（波長４３６ｎｍ
）、ｉ線（波長３６５ｎｍ）などの輝線を発する超高圧水銀ランプを用いることも可能で
ある。さらに、照明光ＥＬとして、Ｘ線、特にＥＵＶ光などを用いても良い。
【０３４４】
　また、ＤＦＢ半導体レーザ又はファイバーレーザから発振される赤外域、又は可視域の
単一波長レーザ光を、例えばエルビウム（又はエルビウムとイッテルビウムの両方）がド
ープされたファイバーアンプで増幅し、非線形光学結晶を用いて紫外光に波長変換した高
調波を用いても良い。また、投影光学系の倍率は縮小系のみならず等倍及び拡大系のいず
れでも良い。また、投影光学系としては、屈折系に限らず、反射光学素子と屈折光学素子
とを有する反射屈折系（カタッディオプトリック系）あるいは反射光学素子のみを用いる
反射系を用いても良い。なお、投影光学系ＰＬとして反射屈折系又は反射系を用いるとき
は、前述した可動の光学素子として反射光学素子（凹面鏡や反射鏡など）の位置などを変
更して投影光学系の結像性能を調整する。また、照明光ＥＬとして、特にＡｒ2レーザ光
、又はＥＵＶ光などを用いる場合には、投影光学系ＰＬを反射光学素子のみから成るオー
ル反射系とすることもできる。但し、Ａｒ2レーザ光やＥＵＶ光などを用いる場合にはレ
チクルＲも反射型とする。
【０３４５】
　なお、露光装置１００などの製造に際しては、まず、複数のレンズ素子、ミラー等の光
学素子などを含む照明光学系１２をユニット単体として組み立てるとともに、投影光学系
ＰＬを単体として組み立てる。また、多数の機械部品から成るレチクルステージ系やウエ
ハステージ系などを、それぞれユニットとして組み立てる。そして、それぞれユニット単
体としての所望の性能を発揮するように、光学的な調整、機械的な調整、及び電気的な調
整等を行う。なお、この調整に際して、特に投影光学系ＰＬについては、上記各実施形態
で説明した投影光学系の調整方法、又は予測方法及びこれに続く評価方の少なくとも一部
を含む投影光学系を介したパターンの像の特性の調整方法を用いて、調整を行うことがで
きる。
【０３４６】
　次に、照明光学系１２や投影光学系ＰＬなどを露光装置本体に組むとともに、レチクル
ステージ系やウエハステージ系などを露光装置本体に取り付けて配線や配管を接続する。
【０３４７】
　次いで、照明光学系１２や投影光学系ＰＬについては、光学的な調整を更に行う。これ
は、露光装置本体への組み付け前と組み付け後とでは、それらの光学系、特に投影光学系
ＰＬの結像性能が微妙に変化するからである。本実施形態では、この露光装置本体に対す
る組み込み後に行われる投影光学系ＰＬの光学的な調整に際し、前述した波面収差計測装
置８０をウエハステージＷＳＴに取り付け、前述と同様にして波面収差を計測し、その波
面収差の計測結果をコンピュータに入力し、前述と同様の手順で、例えば各レンズ素子の
６自由度方向それぞれの調整量を算出し、その算出結果を、そのコンピュータのディスプ
レイ上に表示させる。そして、この表示に従って、技術者（作業者）などが、各レンズ素
子を調整する。これにより、所望の結像性能を確実に満たすような投影光学系ＰＬの調整
が完了する。なお、この段階で、修正されていない収差、主として高次収差は自動調整が
困難な収差であると判断できるので、レンズ等の組付けなどを再調整することが望ましい
。
【０３４８】
　なお、上記の再調整により所望の性能が得られない場合などには、一部のレンズを再加
工又は交換する必要も生じる。なお、投影光学系ＰＬの光学素子の再加工を容易に行うた
め、投影光学系ＰＬを露光装置本体に組み込む前に波面収差を専用の波面計測装置等を用
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いて計測し、この計測結果に基づいて再加工が必要な光学素子の有無や位置などを特定し
、その光学素子の再加工と他の光学素子の再調整とを並行して行うなどしても良い。
【０３４９】
　その後、更に総合調整（電気調整、動作確認等）をする。これにより、光学特性が高精
度に調整された投影光学系ＰＬを用いて、レチクルＲのパターンをウエハＷ上に精度良く
転写することができる、本実施形態の露光装置１０などの露光装置を製造することができ
る。なお、露光装置の製造は温度およびクリーン度等が管理されたクリーンルームで行う
ことが望ましい。
【０３５０】
《デバイス製造方法》
　次に上述した露光装置をリソグラフィ工程で使用したデバイスの製造方法の実施形態に
ついて説明する。
【０３５１】
　図３３には、デバイス（ＩＣやＬＳＩ等の半導体チップ、液晶パネル、ＣＣＤ、薄膜磁
気ヘッド、マイクロマシーン等）の製造例のフローチャートが示されている。図３３に示
されるように、まず、ステップ４０１（設計ステップ）において、デバイスの機能・性能
設計（例えば、半導体デバイスの回路設計等）を行い、その機能を実現するためのパター
ン設計を行う。引き続き、ステップ４０２（マスク製作ステップ）において、設計した回
路パターンを形成したマスクを製作する。一方、ステップ４０３（ウエハ製造ステップ）
において、シリコン等の材料を用いてウエハを製造する。
【０３５２】
　次に、ステップ４０４（ウエハ処理ステップ）において、ステップ４０１～ステップ４
０３で用意したマスクとウエハを使用して、後述するように、リソグラフィ技術等によっ
てウエハ上に実際の回路等を形成する。次いで、ステップ４０５（デバイス組立てステッ
プ）において、ステップ４０４で処理されたウエハを用いてデバイス組立てを行う。この
ステップ４０５には、ダイシング工程、ボンディング工程、及びパッケージング工程（チ
ップ封入）等の工程が必要に応じて含まれる。
【０３５３】
　最後に、ステップ４０６（検査ステップ）において、ステップ４０５で作成されたデバ
イスの動作確認テスト、耐久テスト等の検査を行う。こうした工程を経た後にデバイスが
完成し、これが出荷される。
【０３５４】
　図３４には、半導体デバイスにおける、上記ステップ４０４の詳細なフロー例が示され
ている。図３４において、ステップ４１１（酸化ステップ）においてはウエハの表面を酸
化させる。ステップ４１２（ＣＶＤステップ）においてはウエハ表面に絶縁膜を形成する
。ステップ４１３（電極形成ステップ）においてはウエハ上に電極を蒸着によって形成す
る。ステップ４１４（イオン打ち込みステップ）においてはウエハにイオンを打ち込む。
以上のステップ４１１～ステップ４１４それぞれは、ウエハ処理の各段階の前処理工程を
構成しており、各段階において必要な処理に応じて選択されて実行される。
【０３５５】
　ウエハプロセスの各段階において、上述の前処理工程が終了すると、以下のようにして
後処理工程が実行される。この後処理工程では、まず、ステップ４１５（レジスト形成ス
テップ）において、ウエハに感光剤を塗布する。引き続き、ステップ４１６（露光ステッ
プ）において、上で説明した露光装置及び露光方法によってマスクの回路パターンをウエ
ハに転写する。次に、ステップ４１７（現像ステップ）においては露光されたウエハを現
像し、ステップ４１８（エッチングステップ）において、レジストが残存している部分以
外の部分の露出部材をエッチングにより取り去る。そして、ステップ４１９（レジスト除
去ステップ）において、エッチングが済んで不要となったレジストを取り除く。
【０３５６】
　これらの前処理工程と後処理工程とを繰り返し行うことによって、ウエハ上に多重に回
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【０３５７】
　以上説明した本実施形態のデバイス製造方法を用いれば、露光工程（ステップ４１６）
において上記実施形態の露光装置が用いられるので、縦線パターンと横線パターンの転写
像同士の線幅差、あるいは孤立パターンの線幅均一性などが効果的に低減された良好な露
光を実現することができる。従って、最終製品であるデバイスの歩留まりが向上し、その
生産性の向上が可能となる。
【産業上の利用可能性】
【０３５８】
　以上説明したように、本発明の投影光学系の調整方法は、相互に直交するラインパター
ンの像の投影に用いられる投影光学系の調整に適している。また、本発明の予測方法及び
プログラムは、投影光学系を介したパターンの像の特性を予測するのに適している。また
、本発明の評価方法は、投影光学系を介したパターンの像の特性を評価するのに適してい
る。本発明の調整方法は、投影光学系を介したパターンの像の形成状態を調整するのに適
している。また、本発明の露光方法及び露光装置は、物体上にパターンを転写するのに適
している。また、本発明のデバイス製造方法は、デバイスの生産に適している。

【図１】 【図２】

【図３Ａ】
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